
第５回 新宿区協働支援会議次第 

 

令和３年３月２２日（月）午後２時００分 

新宿区役所本庁舎６階第４委員会室 

 

１ 開会 

 

２ 議 事 

 （１）令和３年度について 

 （２）令和２年度協働事業の進捗状況について 

 （３）その他 

 

３ 次回開催について 

第１回協働支援会議 本庁舎６階第２委員会室 

令和３年４月１９日（月） 午前１０時００分～ 

 

４ 閉 会 

 

配付資料 

[資料 １] 令和３年度一般事業助成スケジュール表 

[資料 ２] 令和３年度一般事業助成 概要版 

[資料 ３] 令和３年度一般事業助成 募集要項 

[資料 ４] 令和３年度一般事業助成 意見書取りまとめ 

[資料 ５] 令和３年度協働支援会議等 開催予定 

[資料 ６]  令和２年度協働事業進捗状況総括 

[資料 ７] 令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表 

 

 



月 日 月

6(木)

10(月)

16(日)

18(火)

30(日)

7(月)

28(月)

7 1(木) 7

令和3年度一般事業助成スケジュール（案）

会議開催〇　WEB会議 〇 会議開催×　WEB会議 ×

項目 項目 日

一般事業助成募集広報周知　（区広報・チラシ・登録ＮＰＯメール・　ウェブ周知）

3

15
(月)

一般事業助成説明動画配信
22(月)～
4/12(月)

事前相談期間
22(月)～
31(水)

助成申請受付期間（郵送消印有効）

4

1(木)～
12(月)

第１回協働支援会議
（スケジュール等確認）

4

19
(月)

第１回協働支援会議（書面会議）
（スケジュール等確認） 19

(月)
※可能なら
16日に送付助成申請書等委員送付

※できれば机上配布
助成申請書等委員送付
※委員質問票メール送付

委員質問票①提出期限（委員→事務局） 25(日)

第２回協働支援会議
（書類審査あたっての事前協議）
※委員質問票メール送付 26

(月)

委員質問票①送付（事務局→団体） 26(月)

委員質問票①送付（事務局→団体）

第４回協働支援会議
（書類選考（一次審査））

第４回協働支援会議（書面会議）
（書類選考（一次審査）結果連絡）

18(火)

委員質問票①提出期限（団体→事務局）

5

委員質問票①提出期限（団体→事務局）

5

6(木)

委員質問票①回答送付（事務局→委員）
第２回協働支援会議（書面会議）
（質問①回答送付、採点依頼）

10(月)

一次審査採点表提出期限
（電子メール）

一次審査採点表提出期限
（電子メール）

16(日)

一次審査の確認期限（委員→事務局） 24(月)

一次審査の確定連絡（事務局→委員） 26(水)

委員質問票②提出期限（委員→事務局）

6

プレゼンテーション動画提出期限

6

4(金)

委員質問票②送付（事務局→委員）

第６回協働支援会議
（公開ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ（二次審査））

第６回協働支援会議（書面会議）
（二次審査の協議）

28(月)

プレゼンテーション動画送付
（事務局→委員）

10(木)

※委員質問票①は一次審査にあたり、最低限必要な事項について記
入してください。掘り下げた内容についてのご質問は委員質問票②
にてお願いいたします。

委員質問票②回答送付（事務局→委員） 22(火)

二次審査採点票提出期限（電子メール） 24(木)

二次審査の確認期限（委員→事務局） 29(火)

二次審査の確定連絡（事務局→委員） 30(水)

助成決定通知送付 助成決定通知送付 1(木)

委員質問票②提出期限（委員→事務局） 15(火)

委員質問票②送付（事務局→団体） 17(木)
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新宿区では、NPO等の多様な団体と地域課題の解決に向けてともに取り組む「協働」を推進するため、「協働推進基金」を活用し、

団体が単独で実施する社会貢献活動に助成しています。
。

〇助成対象活動
区民の福祉の向上を目的とした社会貢献活動で、

新宿区の地域課題の解決を目的として、NPO等の
特性を活かした、区民の社会貢献活動の啓発に寄与
する事業

〇助成対象団体
次のいずれかに該当する団体

（1）特定非営利活動法人
（2）ボランティア活動団体等の営利を目的としない

団体で要件に該当する団体

問合せ先
地域振興部地域コミュニティ課管理係
〒160-8484 新宿区歌舞伎町1-4-1
電話 03-5273-3872 FAX 03-3209-7455
メール kiramiranet@city.shinjuku.lg.jp

助成対象

制度の概要

令和3年度 新宿区協働推進基金助成金

助成額等

〇助成額
助成率2/3 上限50万円
※ 新型コロナウイルス感染症

対策に係る経費は、助成率
10/10とし、上限50万円の
うち2万円までを助成

〇助成対象期間
令和3年7月1日

~令和4年3月31日

スケジュール

事前相談 3月22日～31日

一次（書類評価）

申請受付 4月1日～12日

二次（公開プレゼンテーション）

交付・不交付決定 7月上旬

6月28日

事業計画作成の
ポイント

💡どのようなニーズや現状、課題があるのかデータ
を用いながら具体的に記入する。

💡事業を実施することで地域課題・社会的課題が
どう解決されるのか、わかりやすく記入する。

わからない、迷っている

ことがあればご相談ください！

5月下旬

注意点

💡申請書の記入方法・必要書類・助成
対象となる経費は、募集要項をご覧
ください。

©Chinami

©Chinami
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問合せ先：新宿区地域振興部地域コミュニティ課管理係 

〒１６０－８４８４ 新宿区歌舞伎町１－４－１ 

電 話：０３－５２７３－３８７２ 

ＦＡＸ：０３－３２０９－７４５５ 

E-mail：kiramiranet@city.shinjuku.lg.jp

令和３年度新宿区協働推進基金助成金 

一般事業助成 募集要項 

©Chinami
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目次 

１  目的 ······················ Ｐ１ 

２  助成対象活動 ·················· 〃 

３  助成対象団体 ·················· 〃 

４  助成金の額 ··················· Ｐ２ 

５  対象期間 ···················· 〃 

６  助成対象経費 ·················· 〃 

７  助成のながれ ·················· 〃 

８  助成及び活動内容の公表 ············· Ｐ5 

９  助成事業への支援 ················ Ｐ6 

【参考①】新宿区協働推進基金助成金（一般事業助成）のながれ Ｐ7 

【参考②】新宿区協働推進基金助成金（一般事業助成） 

対象経費算定基準 ··············· Ｐ8 

【資料集】 

１  申請に必要な書類について ············ P10～P19 

２  実績報告に必要な書類について ·········· P20～P29 

👉ポイント 

提案にあたっての情報収集の方法ですが、区ホームページでは様々な情報を公開し

ています。以下に事例をご紹介します。新宿区の地域課題等を確認する際にご活用く

ださい。 

・新宿区のデータ・オープンデータ（トップページ左下）では、新宿区の概況や区民

意識調査等の各種データが公開されています。 

・新宿区の重要な施策や行政評価資料は「その他区政情報」の「構想・計画・自治」

や「行政評価」で公開されています。 

©Chinami



１ 目的 

新宿区では、NPO 等の多様な団体と地域課題の解決に向けてともに取り組む「協働」を推進す

るため、「協働推進基金」を活用し、団体が単独で実施する社会貢献活動に助成しています。 

２ 助成対象活動 

 区民の福祉の向上を目的とした社会貢献活動（営利を目的とせず、不特定かつ多数のものの利

益の増進に寄与することを目的として、自発的に行われる活動）のうち、次のいずれにも該当す

る事業とします。 

（１）新宿区の地域課題や社会的課題の解決を目的とした事業

（２）特定非営利活動法人又はボランティア活動団体等の特性を活かして実施する事業

（３）区民の社会貢献活動の啓発に寄与する事業

３ 助成対象団体 

以下のいずれかに該当する団体とします。 

（１）特定非営利活動法人

（２）ボランティア活動団体等の営利を目的としない団体で次のいずれにも該当する団体

ア 組織の運営に関する規則、規約、会則等があり、会員名簿を備えていること

イ 団体の構成員が 5名以上であること

ウ 予算・決算を適正に行っていること

エ 団体の責任者及び事業の連絡責任者が特定できること

オ 宗教活動や政治活動を行う団体でないこと

カ 特定の公職（公職選挙法第3 条に規定する公職をいう）にある者、若しくはその候補者、

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対する活動を行う団体でないこと 

キ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第2 号に規定する暴力

団をいう）又は暴力団若しくは暴力団員の統制下にある団体でないこと 

・申請できるのは１団体１事業です。

・以下の活動は対象となりません。

ア 特定の政治的活動若しくは宗教的活動に係る活動

イ 区またはその外郭団体から当該活動に対して助成を受けている活動

非営利 
地域課題・

社会的課題 

団体の 

特性 
区民参加 

区の地域課題を解決

する事業が対象です 

1
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４ 助成金の額 

（１）上限５０万円

（２）助成率 助成対象経費の２／３

※新型コロナウイルス感染症対策経費については、助成率 10/10 (上限２万円)

※新型コロナウイルス感染症対策経費は、助成金に上乗せするものではありません。

50 万円に含みます。

（３）助成回数 同一または継続性のある事業については３回まで

（２回目以降の助成率は、助成対象経費の１／２） 

（４）令和３年度予算額 ２００万円

  

５ 対象期間 

 令和３年7 月１日（木）から令和４年３月３１日（木）までに活動を実施し、同期間に支出し

た経費を対象とします。 

実績報告の際に、原則としてすべての助成対象経費に係る領収書が必要となります。 

６ 助成対象経費 

 Ｐ８「【参考②】新宿区協働推進基金助成金（一般事業助成）対象経費算定基準」に定めるとお

りです。経費の積算については、見積書を徴取するなどし、算出根拠を明らかにしてください。 

７ 助成のながれ 

（P７【参考①】新宿区協働推進基金助成金（一般事業助成）のながれ参照） 

（１）事前相談期間

令和 3 年３月２２日（月）から令和 3 年３月３１日（水）まで 

※事前予約が必要です。混雑緩和のため、まずは電話・FAX 等で来庁等の予約を行って

ください。

※一般事業助成についての説明動画を配信しています。詳しくは区ホームページをご確認ください。

URL：https://www.city.shinjuku.lg.jp/seikatsu/chiiki01_001012.html 

配信期間 令和３年３月２２日（月）から令和３年４月１２日（月）まで 

・千円未満の端数を切り捨てた額とします。

・区予算範囲内での助成となります。助成の可否及び金額は「新宿区協働支援会議」の意見

を聴いた上で、区が助成先及び助成額を決定します。助成は予算の成立を条件とします。 

・申請は年度単位となります。１回目の助成が決定しても、２回目以降の助成をお約束する

ものではありません。

・過去に「新宿区ＮＰＯ活動資金助成」による助成を受けた事業については、同一事業とし

て助成回数を計上します。
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（２）申請受付期間

令和 3 年４月１日（木）から令和3 年４月１2 日（月）まで 

※申請に必要な書類はＰ１０～の「申請に必要な書類について」をご覧ください。

※混雑緩和のため、事前予約のうえ、必要書類を下記申請・問い合わせ先へ直接持参するか、

来庁が困難な場合は、区へ連絡のうえ郵送で申請してください（４月１２日（月）消印有効）。

※申請の際には、紙書類とあわせて申請に必要なデータを記録媒体（CD‐RやUSBメモリ等）

に入れて提出してください。郵送申請の場合は、返却不要な記録媒体で提出してください。

地域振興部地域コミュニティ課管理係（区役所本庁舎１階１５番窓口） 

TEL：０３－５２７３－３８７２  FAX：０３－３２０９－７４５５ 

メールアドレス kiramiranet@city.shinjuku.lg.jp

（３）評価基準

下記の評価基準により新宿区協働支援会議で、各委員により評価を行います。協働推進基金

へご寄附いただいた方の意向を尊重するよう努めます。 

【評価基準】 

ア 区民ニーズを的確に把握し、地域課題や社会的課題を捉えた事業であること

イ 課題解決の手法が適切で、効果が期待できるものであること

ウ 区民の社会貢献活動への理解を深め、参加の契機となり得る事業であること

エ 事業計画及びスケジュールが実現可能で、妥当なものであること

オ 実行体制（人員体制や安全対策）が適切であること

カ 事業の継続性や発展性が期待できること

キ 団体の先駆性や専門性を活かした事業であること

ク 申請した企画内容と照らして、資金計画や経費見積りが適切であること

ケ 運営の公開性及び透明性に優れていること

コ 団体の運営にかかる経費について、自ら資金確保に努め、経営状況が健全であること

サ 過去に本助成を受けた事業を申請する場合、実施状況が適切であること、その効果が発

揮された事業であること 

〈一次評価〉 

  申請書類に基づき書類評価を行います。得点の５割以上を基準として、二次評価を行う団体

を選定します。 

〈二次評価〉 

  二次評価では、公開プレゼンテーションを行います。総得点（一次評価及び二次評価の合計

得点）の６割以上を基準として、評価を行います。 

公開プレゼンテーション実施日：6月２８日（月） 時間は追ってご連絡します。 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況によっては、公開プレゼンテーションを開催せず、 

プレゼンテーション動画を作成していただき、それを基に評価を行う場合がございます。

申請・問い合わせ先 

 申請内容等、不備があると判断される場合は、補正を依頼することがあります。申請期限間際の

提出は、補正の時間が十分に取れない可能性がありますので、すべての書類が出来上がっていない

段階でも、早めにご相談をお願いします。 
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（４）助成金の決定

新宿区協働支援会議各委員の評価や意見を踏まえ、区が助成金の交付・不交付決定をし、申

請団体に通知します（7 月上旬を予定）。助成が決定した場合は団体からの請求に基づき交付し

ます。 

（５）助成金の返還

次のいずれかに該当すると認められるときは、交付の取り消しや助成金の返還が生じます。 

ア 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。

イ 助成金を他の用途に使用したとき。

ウ 助成金の交付決定の内容、若しくはこれに付した条件、規則第１３条に定める規定によ

る是正命令又は法その他の法令に違反したとき。 

エ 次項（６）の実績報告の提出をしなかったとき

オ 助成金に余剰金が生じたとき。

（６）実績報告等（Ｐ２０～「実績報告に必要な書類について」をご参照ください。）

助成対象事業終了後２か月以内又は令和４年３月３１日（木）のいずれか早い方（間に合わ

ない場合はご相談ください）までに書類を提出してください。 

提出がない場合は、助成金を返還していただく場合がありますので、ご注意ください。 

なお、確定額が交付決定額より少ない場合は差額を返還していただきます。また、不足が生

じた場合の追加交付は行いません。 

（７）助成金の確定と精算

  区は、実績報告に基づき交付すべき助成金額を確定し、助成団体に通知します。このとき、

交付された助成金額より確定した助成金額が少ない場合は、その差額分を区に返還していただ

きます。 

（８）事業内容の変更等

 次のいずれかに該当するときは、あらかじめ区に連絡し、承認を受けてください（軽微な変

更は除く）。申請時と異なる用途に助成金を使用することはできません。 

ア 助成事業に要する経費の区分を変更しようとするとき

イ 助成事業の内容を変更しようとするとき

ウ 助成事業を中止し、又は廃止しようとするとき

※上記の他、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、区から事業の変更や中止をお願いす

ることがあります。 

助成事業の実施にあたっては、必ず事業参加者や利用者（受益者）へアンケートを実施し、事

業に対する満足度を把握してください。満足度はできるだけ数値で把握できるように、以下の基

準をもとにアンケートを作成してください。 

【基準】 

①１００％（大変満足）②８０％（満足）③６０％（普通）④４０％（やや不満）⑤２０％（大変不満）
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（９）その他

助成事業として決定した場合、実施事業を職員が見学させていただく場合があります。あら

かじめご了承ください。 

８ 助成及び活動内容の公表 

（１）事業の公表

 選考過程の「公開性」「透明性」を高めるため、二次評価は公開プレゼンテーションとし、事

業の申請書類等（団体に関する書類を除く）を当日資料として来場者に配布します。 

 また、助成金交付決定団体については団体名、助成額、申請書類等（団体に関する書類を除

く）、事業終了後には実績報告書等を区ホームページ等により公表します。 

 助成の可否にかかわらず、提出された書類等については、原則として情報公開の対象となり

ます。 

※公開プレゼンテーションの実施方法及び実施時期は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状

況により変更する可能性があります。公開方法もプレゼンテーション実施方法に伴い変更になる

可能性があります。詳細は別途公開プレゼンテーションを行っていただく団体へお知らせします。 

（２）団体における情報発信

  団体のホームページや機関紙等で、助成事業の実施状況や成果を公開・発信してください。 

（３）協働推進基金の周知

助成事業の実施にあたり、作成するチラシ、ポスター、冊子、看板等に必ず「令和３年度新

宿区協働推進基金一般事業助成事業」と明記し、基金を活用した事業であることがわかるよう

に周知してください。また、イベント開催時に基金のパンフレットの配布等をお願いすること

があります。 

（４）成果物の提供

  助成事業で作成した冊子等の成果物がある場合は、実績報告時に１部ご提出ください。 
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９ 助成事業への支援 

（１）区施設の利用

下記の施設については、受付期間の特例により、登録団体の利用予約開始よりも前に利用予

約が可能です。（講座・イベントの当日等、対象者が参加する助成事業実施の当日に限ります。

企画会議や事前打ち合わせ等の事前準備に係る利用は受付期間の特例の対象になりません。） 

【対象施設】 ※利用にあたっては、助成金の交付決定通知書をご持参の上、窓口で手続きを行ってください。 

・新宿ＮＰＯ協働推進センター

・各地域センター（区内１０か所）

（２）広報活動

下記のとおり広報が可能です。広報宣伝費等の積算の参考にしてください。 

ア 区広報紙「広報新宿」への掲載

区広報紙（８月１５日号・１１月５日号・２月２５日号に掲載予定）に、一般事業助成

の紹介（事業実施の日程、場所、費用、内容等）を掲載します。 

イ チラシ・ポスターの設置等

区役所本庁舎１階地域コミュニティ課前のパンフレットスタンドや区施設等に事業に関

するチラシを設置します。また、区直営管理掲示板（区内１０１箇所）にポスター（Ａ４

縦）を掲示できます。※チラシ・ポスターの設置等については、事前にご相談ください。 

ウ 区ホームページへの掲載

区ホームページにて事業のご案内をします。作成したチラシデータを担当までお送りく

ださい。 
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新宿区協働支援会議にて、提出された申請書類に基づき、書類評価を行います。 

（事業終了後２か月以内又は令和４年３

月３１日（木）のいずれか早い方） 

助成実績が助成金額に満たない場合は、 

その差額を返還していただきます。 

【参考①】新宿区協働推進基金助成金（一般事業助成）のながれ 

助成事業の実施 

令和３年７月１日（木）から令和４年３月３１日（木）までに事業を実施し、同期間に支出

した経費を助成対象とします。 

※実施事業を職員が見学させていただく場合があります。あらかじめご了承ください。

一次評価（書類評価） 

一次評価通過・二次評価日程通知 ５月末 助成金不交付決定通知 ５月末 

助成金請求書の提出 

６月２８日（月） 一次評価通過団体に対し二次評価を行います。 

※開催方法・開催時期が変更になる場合があります。

実績報告の提出 

二次評価（公開プレゼンテーション） 

【事前相談期間】３月２２日（月）～３月３１日（水） 

【説明動画配信期間】３月２２日（月）～４月１２日（月） 

【申請受付期間】４月１日（木）～４月１２日（月）※土日を除く８時３０分～１７時 

【提出方法】①または②の方法で提出してください。 

①必要書類を地域コミュニティ課管理係へ直接持参(本庁舎１階15番窓口)

※必ず事前に来庁予約を行ってください。申請内容を確認しますので申請内容がわかる

方がお越しください。記録媒体に申請データを入れて紙書類とあわせて提出して下さい。 

②必要書類を地域コミュニティ課管理係に連絡のうえ郵送。返却不要な記録媒体に申請

データを入れて紙書類とあわせて提出して下さい。※令和３年４月１２日(月)消印有効 

情報公開 

区民への助成事業の紹介、寄附者への報告

を目的に、助成事業の申請書及び実績報告

書はホームページで公開します。 

助成金交付決定通知 7 月上旬 助成金不交付決定通知 ７月上旬 

事前相談・申請書類提出 

助成金の交付 
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項目 対象経費の例 対象外経費の例 

事

業

費

使用料及び賃借料 物品や会場などの賃借料・使用料 
賃貸借契約の確認の取れな

い個人宅に係る経費、家賃 

印刷製本費 
事業ＰＲのためのチラシ・ポスター等作成費 

パンフレット作成費 

団体機関紙、会報、定期刊

行物発行費用等 

消耗品費 
事務用品の購入費 

材料費 

土産・賞品・記念品代・調

理材料費・飲食経費 

委託費 
イベントの会場設営、デザイン料等の事業の一

部を委託する経費 

講師謝礼 講師等の謝礼（交通費含む） 
団体の構成員に支払う謝礼 

返礼用の菓子折りや金券類 

その他謝礼 ボランティアに関する経費（交通費含む） 

交通費 

団体構成員が講師と事前打合せを行うための交通費 

団体構成員が遠隔地で実施する活動に係る交通費 

バスの借り上げ料等 

タクシー代

講師交通費は謝礼に含む 

保険料 活動への参加者、イベント参加者への保険料 
コミュニティ活動補償制度

の対象となるもの 

その他諸経費 郵送料、物品等の運搬費、通信費等 
団体の事務所や本部に掛か 

る光熱水費 

新型コロナウイル

ス感染症対策経費

消毒用品購入費、マスク・フェイスシールド購

入費等（上限２万円、助成率 10/10） 

事業終了後団体の備品とな

るもの 

人件費 
アルバイトスタッフの賃金、団体構成員の給与

（事業費の 20％以内） 

ファンドレイジングに

関する経費 

寄附集めの広報、ダイレクトメール発送、クラ

ウドファンディング手数料等（事業費の５％以内）

新型コロナウイルス感染症対策経費注意事項 

・助成率10/10（上限 2万円）、事業終了後も団体が日常的に使用可能な物品は対象外です。

人件費注意事項

・事業費の２０％以内

・団体構成員の給与以外にもアルバイトや臨時職員（雇用契約に基づく方）の賃金を含みます。

（ボランティア謝礼はその他謝礼に計上）※最低賃金法の適用にも注意してください。 

ファンドレイジング経費注意事項

・事業費の５％以内

対象とならない経費

・団体運営に必要な経費等（事務所の賃借料や光熱水費等）の助成事業と関わりのないもの

・備品の購入費（備品とは、購入予定価格が 50,000円（消費税等含む）以上で、比較的長期間

（１年程度以上）継続して使用、保存でき単品で管理、使用可能なもの）

・施設等の改修費

・飲食経費は事業実施にあたりやむを得ないものと認められるものを除き、原則的に対象外

（例：会議出席者へのお茶×、スポーツ事業実施における熱中症対策用の飲料〇） 

【参考②】新宿区協働推進基金助成金（一般事業助成）対象経費算定基準 
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資料集 

１ 申請に必要な書類について

（１） 協働推進基金助成金交付申請書 ············ Ｐ１１ 

（２） 一般事業計画書 ··················· Ｐ１２

（３） 一般事業収支予算書 ················· Ｐ１５

（４） 団体概要書（一般） ················· Ｐ１８

２ 実績報告に必要な書類について 

（１） 協働推進基金助成金事業実績報告書 ·········· Ｐ２１ 

（２） 一般事業収支決算書 ················· Ｐ２３

（３） 一般事業自己評価表 ················· Ｐ２８

過去に採択された事業の交付申請書等は区 HP からご覧いただけます。 

書類作成時の参考としてください。 

URL：https://www.city.shinjuku.lg.jp/seikatsu/index03_02.html 
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申請に必要な書類について 

申請には次の①から⑬の書類が必要になります。 

【提出書類一覧】 

事業に関する 

書類 

① 協働推進基金助成金交付申請書（規則第３号様式）

② 一般事業計画書（要領第１号様式）

③ 一般事業収支予算書（要領第２号様式）

団体に関する 

書類 

④ 団体概要書（一般）（要領第３号様式）

⑤ 定款、規則、会則等

⑥ 役員、会員名簿等

⑦ 前年度の事業内容がわかるもの（事業報告書等）

⑧ 前年度の事業の収支決算がわかるもの（活動計算書等）

⑨ 前年度貸借対照表又はこれに準ずるもの

⑩ 今年度の事業計画がわかるもの（事業計画書等）

⑪ 今年度の事業の収支予算がわかるもの（事業予算書等）

⑫ 団体の活動内容がわかるもの(過去に実施したチラシ、ポスター等)

その他 ⑬ 確認書（協働支援会議委員との利害関係の有無を確認する書類）

①から④、⑬の書類は、様式が決まっています。次ページからの記入例を参考に作成して

ください（⑬は除く）。 

⑤～⑫の書類は、様式は決まっていませんので、団体ごとに作成して提出してください。

【提出方法】 

 混雑緩和のため、事前予約のうえ、必要書類を持参するか、来庁が困難な場合は、区に連

絡のうえ郵送で申請してください。（４月１２日（月）消印有効） 

申請の際は、紙書類とあわせて申請に必要なデータを記録媒体（CD‐R や USB メモリ

等）に入れて提出してください。郵送申請の場合は、返却不要な記録媒体で提出してくださ

い。 

次ページ以降が様式になります。 

記入例や注意事項が記載されています

ので、確認してください。 
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第３号様式（第 7 条関係） 

  年  月  日 

新 宿 区 長  宛て 

団 体 名 NPO法人 しんじゅく 

所 在 地 新宿区歌舞伎町 1-4-1 

（フリガナ）    シンジュク  タロウ

代表者氏名 代表理事 新 宿 太 郎   ㊞ 

新宿区協働推進基金助成金交付申請書 

新宿区協働推進基金条例施行規則第 7 条の規定により、下記のとおり助成金の交付を申請

します。 

記 

助成金申請額 金 ５００，０００  円 

申請事業の分野（該当の分野１つだけに○をしてください。なお、活動分野が複数の場合は、主要な分野に○をしてください。） 

保健・医療・福祉 災害救援 情報化社会 

社会教育 地域安全 科学技術 

まちづくり 人権擁護・平和 経済活動 

観光 国際協力 職業能力開発・雇用機会拡充 

文化・芸術･スポーツ 男女共同参画 消費者の保護 

環境 子どもの健全育成 市民活動支援 

その他（ ） 

記入例 

代表者印

を押印 

代表者の肩書も記入

してください。 
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  一 般 事 業 計 画 書

団体名 ＮＰＯ法人しんじゅく 

事業名 

① 事業目的・概要

ア 事業目的

イ 事業概要

② 地域課題・

社会的課題

③ 過去にこの助

成を受けた実績 

助成年度（ ） 事業名（ ） 

助成年度（ ） 事業名（ ） 

助成年度（ ） 事業名（ ） 

④ この事業に対す

る他の助成の有無 

（申請中のものを含む）

□ 有 □ 無

有の場合は、助成名称（団体）及び助成額 

助成名（団体名）： 

助成額：           円 

※新宿区の他の助成制度からの助成が決定した場合には、本助成金は受けられません。新宿区以外の団体

からの助成金がある場合には、その金額を差し引いた額が本助成額になります。

事業名は、助成決定後に、区報や助成事業紹介冊子に使用します。

出来る限りわかりやすく、簡潔に記入してください。 

新宿区でどのようなニーズや現状があり、どのようなことが課題と

なっているのか、なぜこの事業が必要とされているのか、データを用

いながらわかりやすく具体的に記入してください。 

👉ニーズや現状に関してはその根拠（アンケートや統計資料等）も

具体的に示してください。 

（必要に応じて、別途、図表・地図・イラスト、写真等を添付し、又

は印刷物等の資料を提出していただいても結構です。） 

旧制度「新宿区ＮＰＯ活動資金助成」による助成実績を含みます。 

記入例 
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⑤ 活動内容

（イベントが複数ある場合

は、こちらのページを複写

して作成してください）

 Ⅰ.イベント（会議）名：（ ） 

ア イベント（会議）の開催予定等

実施期間：  年  月  日（開始） ～  年  月  日（終了） 

実施回数：（ ）回／月・年 

実施場所： 

活動内容： 

イ 対象者及び参加予定人数

対象者： 

参加予定人数： のべ（ ）名 

ウ 周知

＜媒体＞ 

□ ポスター □ チラシ □ ＨＰ □その他（ ） 

＜周知先＞ 

□ 区施設（特別出張所、地域センター等） □ 区直営掲示板

□ その他（ ） 

エ スタッフ人数

団体構成員 （ ）名 アルバイト（ ）名 

ボランティア（ ）名 

 Ⅱ.イベント（会議）名：（ ） 

ア イベント（会議）の開催予定等

実施期間：     年  月  日（開始） ～  年  月  日（終了） 

実施回数：（    ）回／月・年 

実施場所： 

活動内容： 

      

イ 対象者及び参加予定人数 

対象者： 

参加予定人数： のべ（   ）名 

ウ 周知

＜媒体＞ 

□ ポスター □ チラシ □ ＨＰ □その他（ ） 

＜周知先＞ 

□ 区施設（特別出張所、地域センター等） □ 区直営掲示板

□ その他（ ） 

エ スタッフ人数

団体構成員 （ ）名 アルバイト（ ）名 

ボランティア（ ）名 

ア イベントの開催予定等

イ 対象者及び参加予定人数 

ウ 周知

エ スタッフ人数 を記入してください。

事業の一環として複数のイベントを行う場合は、アからエをイベント

ごとに記入し、ページが足りない場合はこちらのページを複写して作

成してください。 

👉②で掲げた課題に対し⑤の活動が解決手法として対応するように

記入してください。 
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⑥ 実行体制

（安全対策等） 

ア 事業実施にあたっての安全対策

イ 新型コロナウイルス感染症対策

⑦ 期待される効果

ア 区民や地域社会への成果・効果

イ 現状や課題に対する成果・効果

⑧ 先駆性・専門性

⑨ 今後の展望

活動を行うにあたって必要とされる設備などをご記入してくださ

い（人員等の確保状況含む）。また、安全対策等、実施にあたって配

慮すべき事項への対策があれば記入してください。 

活動を行うにあたって必要とされる新型コロナウイルス感染症対

策について記入してください。 

ボランティアとしての区民参加といった事業への参加方法等、区民

や地域への成果や効果を具体的に記入してください。 

👉多くの区民への普及啓発に寄与する事業が対象になります。どの

ように区民参加が図られるか記入してください。 

②で記入したニーズや現状、課題に対してどのような効果が見込ま

れるか、②と対比してわかりやすく記入してください。 

👉審査の非常に重要なポイント！！②地域課題・社会的課題がこの

事業によってどのように解決されるか、わかりやすく記入してくだ

さい。 

課題解決の方法について、団体としてどのような先駆性や専門性が

発揮できるか、貴団体の持つ強みを記入してください。 

来年度以降も事業継続を考えているか、計画や方針をできるかぎり

具体的に記入してください。団体の経営状況につきましても改善策等

ございましたら記入してください。 

同一の事業に対する助成は３回までとなりますので、資金確保に向

けた取り組みや資金計画等を記入してください。 
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実施要領 第２号様式 

一 般 事 業 収 支 予 算 書 

支

出

区

分

費 目 予算額 内  訳 

事

業

費

①使用料及び賃借料 46,000円 

〇〇センター会議室（大会議室 午後使用）  

1,000円×6回＝6,000円 

〇〇ホール（終日） 20,000 円×2日＝40,000円 

②印刷製本費 30,000円 
チラシ印刷（A4片面モノクロ） 5 円×2,000枚＝10,000 円

ポスター印刷（A1片面カラー） 1,000 円×20枚＝20,000円 

③消耗品費 22,000円 
コピー用紙（A4） 1 円×7,000枚＝7,000 円

封筒（長 3）5 円×1,000枚＝5,000円、プリンタインク代 10,000 円 

④委託費 130,000円 会場設営料 100,000円 ポスター作成委託 30,000円 

⑤講師謝礼 210,000円 
講師謝礼（講座分） 30,000 円×3日×2人＝180,000円 

講師謝礼（写真展分） 30,000円×1日×1人＝30,000 円 

⑥その他謝礼 40,000円 ボランティア謝礼 2,000 円×4日×5人＝40,000 円 

⑦交通費 10,000円 打ち合わせ交通費 1,000 円×2日×5名＝10,000円 

⑧保険料 10,000円 参加者イベント保険料 100 円×100 名＝10,000円 

⑨その他諸経費 168,000円 郵便代 84 円×2,000 通＝168,000 円 

⑩新型コロナウイルス

感染症対策経費
2,000円 

※上限２万円、助成率10/10

手指消毒液代 1,000円×2本＝2,000 円 

⑪人件費 167,000円 

※事業費の２０％以内（167,000円以内）

（団体構成員分）4,000 円×5人×8日＝160,000円 

（アルバイト分）2,000円×2人×4日＝16,000 円

176,000 円のうち、9,000 円は助成対象外事業費へ 

事業費（①から⑪の合計） 835,000円 

⑫ファンドレイジングに関

する経費 
20,000円 

※事業費の５％以内（41,750 円以内）

寄附金募集ダイレクトメール発送料 200 円×100 名＝20,000円 

⑬助成対象経費

（事業費＋⑫）
855,000円 

（助成率 2/3）…①～⑨、⑪～⑫の合計額（853,000 円） 

（助成率 10/10）…⑩の額(2,000 円) 

⑭助成対象外経費 109,000円 
人件費 9,000円（助成対象外分） 

プロジェクターの購入 100,000 円 

事 業 総 額 964,000円 

収

入

区

分

内 容 予算額 積算根拠（内訳） 

㋐事業収入 

（参加費、資料代等） 
102,500円 

講座参加料 (会場)500円×20人×3回＝30,000 円 

(ｵﾝﾗｲﾝ)500 円×35人×3回=52,500 円

写真展参加料 500 円×40人×1回＝20,000円 

㋑寄附金 150,000円 サポーターによる寄附金収入

㋒補助金収入 0円 

㋓協働推進基金助成金 500,000円 
助成金申請額 上限は 50 万円（千円未満切り捨て） 

※(①～⑨+⑪～⑫の合計)×2/3＋⑩ 

㋔団体負担金 211,500円 

収 入 総 額 964,000円 

⑬助成対象経費

＋⑭助成対象外経費 

上記１１項目の合計 

事業総額と一致

15



収支予算書作成の注意点 

１ 記入における注意点 
（１）内訳はできる限り「単価×数量」で記入してください。

  消耗品やコピー用紙等についても規格等が分かるように記入してください。 

（２）会議室等の使用料については、利用区分によって金額が変わる場合があります。「どの部屋を

どの区分」で利用するのか分かるように記入してください。 

（３）備品（購入予定価格が50,000 円以上（消費税等含む））については、認められません。

※対象経費については、Ｐ８「【参考②】新宿区協働推進基金助成金（一般事業助成）対象経費算定

基準」を参照してください。 

２．人件費に関する積算方法 
賃金台帳・給与明細・雇用契約書等をもとに、以下の計算式に従い、従事者の一人一人について

人件費を算出します。  

・ 従事時間は１時間単位で計算してください。

・ 最低賃金法で定められている最低賃金を下回らないように注意してください。

３ 収支予算書作成のながれ 
（１）まずは支出区分の金額を確定します。

ア 支出区分のうち、①から⑩の各項目の内訳の内容を計算してください。

イ 次に、⑪人件費の計上金額を算定します。人件費は事業費の２０％が上限のため、上記アで

計算した金額すべてを計上できない場合もあります。上限額の範囲内で算定した金額を計上し

てください。なお、超過分は助成対象外経費に計上してください。 

ウ 事業費に①から⑪の合計金額を記入してください。

エ 次に、⑫ファンドレイジングに関する経費を算定します。こちらも上限額が決まっています

ので、すべて計上できない場合もあります。上限額（「事業費（①～⑪の合計）」の５％が上限）

の範囲内で算定した金額を計上してください。なお、超過分は助成対象外経費に計上してくだ

さい。 

【⑪人件費の上限額の求め方】 

「①から⑩の合計額」×１／４＝人件費上限額 

（例）５０万円（①から⑩の合計）×１／４＝１２万５千円（上限額） 

【⑫ファンドレイジングに関する経費の上限額の求め方】 

「事業費（①から⑪の合計）」×５／１００＝ファンドレイジングに関する経費の上限額 

（例）８３万５千円（①から⑪の合計）×５／１００＝4１，75０円（上限額） 

人件費＝時間単価×従事時間  

【月額給与の場合】 

時間単価＝基本給（賞与、各種手当除く）÷（所定の勤務時間（時間外除く）） 

※賃金台帳等で時間単価が分かる場合は、その時間単価を用いてください。
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オ 次に、⑬助成対象経費を計算します。事業費と⑫の合計金額を記入してください。

カ ⑭助成対象外経費は、人件費やファンドレイジングに関する経費の上限額の超過分のほか、

備品購入費など「本事業に必要だが助成対象とならない経費」を記入してください。 

キ 最後に、⑬助成対象経費と⑭助成対象外経費の合計が「事業総額」になります。

（２）次に収入区分の金額を確定します。

ア 本事業に対する事業収入（㋐参加費収入・資料代等）やその他収入（㋑寄附金収入㋒補助金

収入等）がある場合は、必ず計上してください。原則として事業収入で不足する部分を助成し

ます。 

イ 次に、㋓協働推進基金助成金を計算します。

・｢①～⑨、⑪～⑫の合計｣×２/3（２年目以降は1/2）と｢⑩｣の合計

・上限５０万円

上記のいずれか少ない金額の範囲内で計上してください（千円未満切り捨て）。 

ウ 収入区分の㋐～㋓の合計と事業総額（支出の計）を比較してください。

㋐～㋓の合計＞事業総額の場合 ㋓協働推進基金助成金から超過分を差し引いてください。 

㋐～㋓の合計＝事業総額の場合 そのままの金額で助成金申請が可能です。 

㋐～㋓の合計＜事業総額の場合 ㋔団体負担金に不足分を計上してください。 

※助成額は必ず上限額を申請しなくてはならないわけではありません。また、団体負担金の割合を

増加することも可能です。（ただし、その場合も実施後に助成金の増額・追加支払いはできませんの

でご注意ください。） 

支出区分及び収入区分の金額が決まったら、最後に以下の項目を確認してください。 

□⑩新型コロナウイルス感染症対策経費は、2 万円以内におさまっているか。

□⑪人件費は事業費の２０％以内におさまっているか

□⑫ファンドレイジングに関する経費は事業費の５％以内におさまっているか

□事業費（①から⑪の合計）や助成対象経費（①から⑫の合計）の金額は正しいか

□㋓協働推進基金助成金の額（｢①～⑨、⑪～⑫の合計｣の２／３（２年目以降は１／２）と「⑩」 

の合計）が上限額５０万円以内におさまっているか

□「事業総額」と「収入総額」が一致しているか

【助成金申請上限額の求め方】 

｢①～⑨、⑪～⑫の合計｣×２/3(2 年目以降は1/2)＋｢⑩｣(上限 2 万円)＝助成金申請上限額 

(ただし、５０万円以下) 

(例)60 万円(①～⑨、⑪～⑫の合計)×2/3＋2 万円(⑩)＝４２万円⇒上限額以下なのでこの額 

(例)80 万円(①～⑨、⑪～⑫の合計)×2/3＋2 万円(⑩)＝55 万円⇒上限額以上なので 50 万円 

（例）㋐～㋓の合計６０万円＞事業総額５５万円⇒超過分の５万円を助成金から控除 

（例）㋐～㋓の合計６０万円＝事業総額６０万円⇒そのまま 

（例）㋐～㋓の合計６０万円＜事業総額６５万円⇒不足分５万円を団体負担金で計上 

区ＨＰではエクセル版も公開しています。 

計算式が入っているのでわかりやすいです。

ご活用ください！ 
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実施要領 第３号様式 

団 体 概 要 書 （ 一 般 ）

団 体 名 
（ふりがな） 

所 在 地 

（主たる事務所） 

〒 

代 表 者 氏 名 
（ふりがな） 

連絡者氏名 

住所 

電話 （ ） FAX 

e-mail

設 立（ 活 動 ） 開始 年 月 

（ 法 人 設 立 年 月 ） 

法人の場合  

法人設立 年 月 

その他の場合 

年 月活動開始 活動歴 年    か月（  年  月末日現在） 

会  員 数 

(構 成 員 数) 

個人： 

団体： 

入会条件 

主 な 活 動 地 域 
東京都 区・市 

その他（ ） 

広報関係の有無 

（会報、広報誌等の発行） 

有 （年 回発行） ／  無 

（ホームページ）

有 （URL ） ／ 無 

団 体 の 目 的 

(定款の目的） 
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主 な 活 動 

(具体的に記入して

ください） 

新宿区民を対象とした活動 

上記以外の活動 

新宿区との連携実

績 

・部署名

・連携事例

・連携した内容の詳細
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実績報告に必要な書類について 

毎年度、事業終了後に以下の書類を提出して実績報告を行って下さい。 

【提出書類一覧】 

① 協働推進基金助成金事業実績報告書（規則第６号様式）

② 一般事業収支決算書（要領第４号様式）

③ 一般事業自己評価表（要領第５号様式）

④ 事業に要した費用の支払い金額が確認できる領収書等（写し可）

⑤ 賃金・給与の支払いに係る賃金台帳または給与台帳の写し

⑥ アンケート結果

①②③の書類は、様式が決まっています。次ページからの記入例を参考に作成してください。

提出がない場合は、助成金を返還していただく場合がありますので、ご注意ください。 

＊アンケート結果は、集計し、傾向等を分析する等により、わかりやすくして添付してくだ

さい。必ず添付が必要となりますのでご注意ください。 

【提出方法】 

 混雑緩和のため、事前予約のうえ、必要書類を持参するか、来庁が困難な場合は、区へ連

絡のうえ郵送で提出してください。 

提出の際は、紙書類とあわせて提出に必要なデータを記録媒体（CD‐R や USB メモリ

等）に入れて提出してください。郵送提出の場合は、返却不要な記録媒体で提出してくださ

い。 

Ｐ２５人件費、Ｐ２６領収書の取り扱い

に注意点を記載しています。 

申請時にも、確認しておいてください。 
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第６号様式（第１２条関係） 

年  月  日 

新 宿 区 長  宛て 

団 体 名 

所 在 地 

（フリガナ）

代表者氏名 印

新宿区協働推進基金助成金事業実績報告書 

新宿区協働推進基金条例施行規則第 12条の規定により、下記のとおり報告します。 

記 

１ 収支計算額 

収 入  円 

（内助成金） 円 

支 出 円 

２ 助成事業 

事 業 名 

○○○○事業

実施の日時又は期間 
令和３年７月から令和４年３月 

対象者の範囲及び人数 
○○をしている新宿区民 〇名

事 業 内 容 

○○に対する普及啓発を行うことを目的に、○○に関する講座や○

○に関する写真展を開催した。 

各イベントの開催前に運営会議を行い、事業の精査を図った。 

具 体 的 な 活 動 状 況 

 

 

・運営会議の開催（２回）

○月○日 ○○センター会議室

○月○日 ○○センター会議室（オンライン）

・○○講演会の開催（２回）

○○を対象とした○○に関する講座を実施

○月○日 ○○センター会議室

参加者数○○人（うちオンライン参加者 〇〇人） 

○月○日 ○○センター会議室 参加者数○○人

参加者数○○人（うちオンライン参加者 〇〇人） 

記入例 

助成金交付申請書に記入した事業名を記入してください。 

活動内容毎に日時、会場、参加者数等を具体的にわかりやすく

記入してください。 

代表者印を押印 

(助成金交付申請書

の印と同一) 
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参加者総数のうち、区民の参加者は〇名。 

・○○写真展の開催（１回）

○○に関する写真展を開催

○月○日～○日 ○○ギャラリー 入場者数○○人

入場者総数のうち、区民の参加者は〇名 

事 業 の 成 果 

 講演会については当初の目標とした参加者〇名を大きく上回る参加

者があり、多くの区民への普及啓発につなげることができた。 

 写真展については、入場者数は目標数を達成できたものの、区民の

参加者が約５割程度となった。 

一方で、アンケート結果から、両イベントともに満足度は８０％を

超える意見が９割以上となった。参加者からの評価も高く、普及啓発

につながったものと考える。 

事業によりどのような成果があったか、具体的に記入してください。 
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実施要領 第４号様式 

一般事業収支決算書 

支

出

区

分

費 目 決算額 内  訳 

事

業

費

①使用料及び賃借料 46,000円 
〇〇センター会議室（大会議室 午後）1,000円×6回＝6,000円 

〇〇ホール（終日） 20,000 円×2日＝40,000円 

②印刷製本費 15,000円 
チラシ印刷（A4片面モノクロ） 5 円×1,000枚＝5,000円

ポスター印刷（A1片面カラー） 1,000 円×10枚＝10,000円 

③消耗品費 14,000円 
コピー用紙（A4） 1 円×1,000枚＝1,000 円

封筒（長 3）5 円×1,000枚＝5,000円、プリンタインク代 8,000 円 

④委託費 120,000円 会場設営料 100,000円  ポスター作成委託 20,000 円 

⑤講師謝礼 210,000円 
講師謝礼（講座分） 30,000 円×3日×2人＝180,000円 

講師謝礼（写真展分） 30,000円×1日×1人＝30,000 円 

⑥その他謝礼 48,000円 ボランティア謝礼 2,000 円×4日×6人＝48,000 円 

⑦交通費 8,000円 打ち合わせ交通費 1,000 円×2日×4名＝8,000 円 

⑧保険料 8,500円 参加者イベント保険料 100 円×85名＝8,500 円 

⑨その他諸経費 84,000円 郵便代 84 円×1,000 通＝84,000 円 

⑩新型コロナウイルス感

染症対策経費
2,000円 手指消毒液代 1,000円×2本＝2,000 円 

⑪人件費 138,875円 

※事業費の２０％以内（138,875円以内）

（団体構成員分）4,000 円×4人×8日＝128,000円 

（アルバイト分）2,000円×4人×4日＝32,000 円

160,000 円のうち、21,125円は助成対象外事業費へ 

事業費（①から⑪の合計） 694,375円 

⑫ファンドレイジングに関

する経費 
30,000円 

※事業費の５％以内（34,718 円以内）

寄附金募集ダイレクトメール発送料 200 円×150 名＝30,000円 

⑬助成対象経費

（事業費＋⑫） 
724,375円 

(助成率 2/3)… 

①～⑨、⑪～⑫の合計額(722,375円)

(助成率 10/10)…⑩の額(2,000 円) 

余剰金（Ａ） 16,000円 

助成金交付額 50 万円－（722,375 円×2/3＋2,000 円）＝16,417

円⇒16,000 円 ＊千円未満切り捨て 

⑭助成対象外経費 106,125円 
人件費 21,125 円（助成対象外分） 

プロジェクターの購入 85,000円 

事 業 総 額 846,500円 

事業費と⑫の合計 

上記１１項目の合計 

㋓助成金交付額－（①～⑨＋⑪～⑫×2/3+⑩） 
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余剰金（Ａ）+余剰金（Ｂ） 

収

入

区

分

内 容 決算額 内 訳 

㋐事業収入 

（参加費、資料代等） 
67,500円 

講座参加料 (会場)500円×50人＝25,000 円 

 （オンライン）500円×50人=25,000 円 

写真展参加料 500 円×35人＝17,500円 

㋑寄附金 100,000円 サポーターによる寄附金収入

㋒補助金収入 0円 

㋓協働推進基金助成金交付額 500,000円 当初助成金交付額 

㋔団体負担金 179,000円 

収 入 総 額 846,500円 

余 剰 金 （ Ｂ ） 
0円 

返 還 金 
16,000円 

収入総額－事業総額 

㋐～㋓の合計が事業総額に足りない場合は、差額分を記入 
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収支決算書作成の注意点 

１ 記入における注意点 
（１）内訳はできる限り「単価×数量」で記入してください。

  消耗品やコピー用紙等についても「どの規格」のものか、分かるように記入してください。 

（２）会議室等の使用料について、「どの部屋をどの区分」で利用したか分かるように記入してくだ

さい。 

２ 人件費に関する精算方法 
 Ｐ２７の人件費算定表を参考に、従事者ごとの人件費及び従事時間が分かる資料を作成してくだ

さい。あわせて賃金台帳または給与台帳の写しを提出してください。賃金台帳等の提出が困難な場

合は、従事者ごとに支払い金額の確認できる資料（領収書等）を添付してください。 

※ボランティアの方は「その他謝礼」、外部講師の方は「講師謝礼」に計上してください。

３ 収支決算書作成の流れ 
（１）まず、収入区分のうち、㋐事業収入㋑寄附金㋒補助金収入㋓協働推進基金助成金交付額を実

績に基づいて記入します。 

（２）次に、支出区分のうち、事業費の決算額を実績に基づいて入力します。

※➉新型コロナウイルス感染症対策費用の上限額は2 万円です。

※⑪人件費及び⑫ファンドレイジングに関する経費は、事業費に基づいた上限額があります。

 

 

 

 

 

（３）⑭助成対象外経費の決算額を実績に基づいて記入してください。

（４）「㋓助成金交付額」と「①～⑨と⑪～⑫の合計に助成率 2/3 を乗じた額＋⑩」を比較してく

ださい。助成率を乗じた額が㋓助成金交付額より少ない場合は、余剰金（Ａ）として差額が区

への返還額になります。 

（５）「⑬助成対象経費」、「⑭助成対象外経費」及び「余剰金（Ａ）」の合計が事業総額になります。 

（６）収入額と事業総額との比較を行います。

㋐～㋓の収入額＞事業総額：差額が「余剰金（Ｂ）」として区への返還金となります。 

㋐～㋓の収入額＜事業総額：㋔団体負担金に不足額を記入してください。 

【余剰金（Ａ）の求め方】 

助成金交付額－（（①～⑨＋⑪～⑫）×２／３＋⑩） 

(例)50 万円(交付額)－(57万円(①～⑨＋⑪～⑫)×２／３＋２万円(⑩))＝10万円(余剰金(Ａ)) 

「(①～⑨＋⑪～⑫)×2/3＋⑩」が助成金交付額を上回っていれば、余剰金(Ａ)は発生しません。 

【⑪人件費の上限額の求め方】 

「①から⑩の合計額」×１／４＝人件費上限額 

（例）５０万円（①から⑩の合計）×１／４＝１２万５千円（上限額） 

【⑫ファンドレイジングに関する経費の上限額の求め方】 

「事業費（①から⑪の合計）」×５／１００＝ファンドレイジングに関する経費の上限額 

（例）６２万５千円（①から⑪の合計）×５／１００＝３１，２５０円（上限額） 
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（７）区への返還金を確定します。上記（４）で算出した「余剰金（Ａ）」と（６）で算出した「余

剰金（Ｂ）」の合計が区への返還金となります。 

最後に以下の項目を確認してください。 

□⑩新型コロナウイルス感染症対策経費は、2万円以内におさまっているか。

□⑪人件費は事業費の２０％以内におさまっているか

□⑫ファンドレイジングに関する経費は事業費の５％以内におさまっているか

□事業費（①から⑪の合計）や助成対象経費（①から⑫の合計）の金額は正しいか

□事業総額と「収入総額＋余剰金（Ｂ）」の合計は一致しているか

４ 領収書の注意点 
 事業実績報告時に、原則として全ての領収書（写し可）の提出が必要となります。領収書が提出

できない場合や不備がある場合は、助成金を返還していただく場合がありますので、ご注意くださ

い（支出の日時は事業対象期間中のものに限ります）。 

なお、下記(1)(2)に該当するものは、領収書に準じたものとして報告することが可能です。 

（１）領収書に準じて取り扱うもの

① 切手購入のレシート

・数量、単価、購入日等が明記されていること

② ①以外のレシート（次の要件をすべて満たしたもの）

・１万円未満のもの

・領収年月日、店名が明記されていること

・品名、数量、単価等が明記されていること

③ 屋号のみが印刷またはゴム印により表示されているもの

・手書きによるものは認定外

・１万円未満のもの

（２）交通費

従事者等氏名、従事した日、交通経路及び金額が確認できる資料を作成し、団体代表者の証

明を受けて提出してください。 

（３）その他の注意点

ア 切手購入以外の１万円以上のレシートや納品書等は、領収書としては取り扱えません。

イ インターネットで購入される場合は、要件を満たした領収書が発行できること、請求書等

の内訳が確認できるものを発行できるか事前に確認してください。 

ウ ポイントカード等の貯まったポイントを使用した購入品は助成対象外経費となります。

エ 代引による購入の場合、送付先が領収書宛名となることが多いのでご注意ください。

オ その他、領収書の提出が困難な経費が発生した場合には、必ず地域コミュニティ課までご

連絡ください。 

【余剰金（Ｂ）の求め方】 

収入額（㋐～㋓の合計）－事業総額 

（例）８０万円（収入額）－７０万円（事業総額）＝１０万円（余剰金（Ｂ）） 

【団体負担金の求め方】 

収入額（㋐～㋓の合計）－事業総額 

（例）８０万円（収入額）－９０万円（事業総額）＝－１０万円 

（８０万円＋１０万円（団体負担金））－９０万円（事業総額）＝０円 
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実施要領 第５号様式 

一般事業自己評価表 

※事業実施における成果や実施にあたっての課題を記入してください。

評価のポイント 自己評価 

事業計画及びスケジュールに沿って事業を

実施できたか。 

計画通り実施することができた。 

講演会後に写真展を開催する工夫をしたことが、

イベントの連動につながり、参加者が増加したも

のと評価する。 

実施にあたって、必要な人員体制がとられ

たか。安全確保がなされたか。 

計画通り実施することができた。 

新型コロナウイルス感染症対策は、消毒と当日検

温を行う職員を配置することで対応した。 

また、当日参加者の連絡リストを作成しておき、

感染者が発生した際に速やかに連絡がとれる体制

を取っていた。 

事業を通じて、多くの区民の社会貢献活動

の啓発に役立つものとなったか。 

本事業の参加者からボランティアの希望が〇名申

し出があり、社会貢献活動の啓発につながったも

のと評価する。 

地域課題や社会的課題に対してどのような

成果や効果があったか。今後、見込まれる

効果はどのようなものか。 

参加者数及びアンケートによる満足度からも、事

業の目的である〇〇の普及啓発に貢献できたもの

と評価する。 

団体の先駆性や専門性を活かすことができ

たか。 

著名な有識者を招き講演会を開くなど、団体の持

つネットワークを活用し実施することができた。 

経費見積りは適正だったか。 

計画と大きな相違なく実施することができた。 

（今回の事業を次年度以降も継続していく

場合）継続性や発展性が期待できるものと

なったか。資金確保に努めたか。 

本事業をきっかけにボランティアの希望者が出る

など、担い手の育成につながった。 

また、費用面においても企業への協賛を働きかけ

るなど、取り組みを行った。金銭面での支援はな

かったものの、チラシの設置等イベントの周知に

協力を得ることができた。 

事業の実施にあたって、課題や問題点はあ

ったか。どのような対策が考えられるか。 

講演会の区民参加者が想定より少なかったことが

課題である。広報面において、区報を活用するな

どの工夫を図ることが必要である。 

記入例 
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実施要領 第５号様式 

その他 
＊参加者アンケートの結果を報告してください。  

＊事業の成果物(冊子等)、事業の開催時の写真等提出できるものがあ

る場合は、添付してください。  
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必要書類については、区のホームページからダウンロードすることができます。 

ご不明な点等ございましたら、お気軽にお問い合わせください。 

※本事業は、令和３年度予算の成立をもって実施します。

URL: https://www.city.shinjuku.lg.jp/seikatsu/chiiki01_001012.html 

地域振興部地域コミュニティ課管理係 

（新宿区歌舞伎町１－４－１ 

  新宿区役所本庁舎１階１５番窓口） 

TEL：03-5273-3872 

FAX：03-3209-7455 
E-mail：kiramiranet@city.shinjuku.lg.jp

URL：https://www.city.shinjuku.lg.jp/ 

©Chinami

©Chinami

©Chinami



資料　４

no 頁 項番/行数など ご意見、お気づきの点など 対応状況

① 表紙 問合せ先にメールアドレスを記載したらどうか 対応しました。

② 表紙/裏表紙 作成日を入れたらどうか
対応せず。内容がアップデートされる資料等には、最新
版が分かるように日付を入れていますが、募集案内は期
間中に更新を行わないため、日付を入れておりません。

③ 目次 省略されているページ番号も記載したらどうか 記載しました。※同一ページは「〃」で対応します。

④ 目次

P9以降の資料集の記載を追加したらどうか
(例)【資料集】P9－P28
１申請に必要な書類について（P10－P19）
２実績報告に必要な書類について（P20－P28)

目次に追加記載しました。

⑤ 1
２　助成対象事業
(1行目)

(文言修正)不特定かつ多数のものの利益
→不特定かつ多数の区民の利益　の方が良いので
はないか

対応せず。条例施行規則と表記をそろえており、該当箇
所は社会貢献活動の説明文のため。

⑥ 2
４　助成金の額
　　　　　　　　の中　（3行目)

(誤字)を聞いた上で を聴いた上で　に修正しました。

⑦ 2
７　助成のながれ
(1)事前相談期間(5行目)　など

P2と裏表紙は「URL：http:～」だが、P9は「URL：
https:～」になっている。

URL：https:～　に標記を統一しました。

⑧ 3
７　助成のながれ
(2)申請受付期間(4行目)

(脱字)区へ連絡うえ郵送で 区へ連絡のうえ郵送で　に修正しました。

⑨

3

10

20

７　助成のながれ
(2)申請受付期間(4行目)

申請に必要な書類について

実績報告に必要な書類について

データ記録媒体について
｢CD-R等｣ではなく、｢USBメモリ等｣の方が妥当で
は。
USBメモリも安価になって返却不要としても問題なく
なり、CDドライブのないデバイスが増えてきたので、
わざわざ外付けのCDドライブを用意しなければなら
ないとの無用の誤解を招く可能性あり。

CD-RやUSBメモリ等　に修正しました。

⑩

4

25

(7)助成金の確定と清算

収支決算書作成の注意点
２　人件費に関する清算方法

(誤字)助成金の確定と清算

(誤字)人件費に関する清算方法

助成金の確定と精算　に修正しました。

人件費に関する精算方法　に修正しました。

⑪ 7
【参考①】新宿区協働推進基金
助成金(一般事業助成)のながれ

「７助成のながれ」の前後に【参考①】の表を入れた
ほうがよいのではないか

対応せず。「参考①」は、「７助成のながれ」「８助成及び
活動内容の公表」に対応しており、「８助成及び活動内容
の公表」の後ろに「参考①」が入ると、「９助成事業への支
援」のページが分断されてしまい、読み飛ばされる可能
性があるため。

⑫ 12
②地域課題・社会的課題
　　　　　　　　の中　【3行目】　など

(文言修正)記入してください、ご記入ください等、文
言が混在している。

記入してください　に統一しました。

⑬ 23-24 一般事業収支決算書について
事業総額の行が24ページにあるが、23ページにあ
る方が見やすいのではないか

対応しました。

⑭ 26
４　領収書の注意点
(1)領収書に準じて取り扱うもの

(文言修正)｢郵券｣という単語は一般的でなく、誤解
を招く可能性があるのではないか

「切手購入」　に修正しました。

⑮ 26
４　領収書の注意点
(1)領収書に準じて取り扱うもの

文章が不明である。②レシート(郵券購入にかかる
もの)には、｢1万円未満｣という記載がないことにつ
いて、⑶その他の注意点のアの表記と矛盾している
ように読める。

分かりやすいように文章を修正し説明を加えました。
※郵券(切手)購入に関しては、1万円を超えるレシートで
あっても領収書として取り扱うため、切手代以外のレシー
トと分けています。

令和3年度一般事業助成事業募集要項(案) 意見書とりまとめ



資料５

令和３年３月２２日時点
会議名 日程 議題

４月１９日（月） ・委嘱状交付式

　１０時～　１２時 ・３年度一般事業助成の状況について

　本庁舎６階第２委員会室 ・制度のあり方検討①

４月２６日（月） ・一般事業助成書類審査にあたっての事前協議

　１４時～　１６時
　本庁舎６階第２委員会室

４月２８日（水） ・制度のあり方検討②

　書面会議

５月１８日（火） ・一般事業助成一次選考（書類）

　１４時～　１６時 ・制度のあり方検討③

　本庁舎６階第２委員会室
６月１日（火） ・制度のあり方検討④

　１４時～　１６時
　本庁舎５階大会議室

６月２８日（月） ・一般事業助成二次選考（プレゼン）

　　　時～　　　時

７月中旬 ・制度のあり方検討⑤

　　　時～　　　時

８月上旬 ・制度のあり方検討⑥

　　　時～　　　時

８月下旬（土日の可能性あり） ・舞はんど舞らいふ（レッスン事業視察）

　　　時～　　　時

９月上旬 ・制度のあり方検討⑦

　　　時～　　　時

９月下旬 ・制度のあり方検討⑧

　書面会議

１０月下旬 ・制度のあり方検討⑨

　　　時～　　　時

１１月上旬 ・舞はんど舞らいふ

　　　時～　　　時

１１月中旬 ・制度のあり方検討⑩

　　　時～　　　時

１２月中旬 ・制度のあり方検討⑪

　　　時～　　　時

令和４年１月下旬 ・制度のあり方検討⑫

　　　時～　　　時

令和４年２月上旬 ・４年度新制度募集要項確定

　　　時～　　　時

令和４年３月下旬 ・令和４年度について

　　　時～　　　時 ・３年度協働事業進捗状況調査結果について

第５回協働支援会議

第６回協働支援会議
（一般事業選定）

第７回協働支援会議

令和３年度協働支援会議等　開催予定（案）

第１回協働支援会議
（一般事業選定）

第２回協働支援会議
（一般事業選定）

第３回協働支援会議

第４回協働支援会議
（一般事業選定）

第１０回協働支援会議

第１２回協働支援会議
（協働事業中間点検）

第１３回協働支援会議

第８回協働支援会議

協働事業中間点検視察

第９回協働支援会議

第１７回協働支援会議　

第１４回協働支援会議　

第１５回協働支援会議　

第１６回協働支援会議　

第１１回協働支援会議



令和２年度協働事業進捗状況総括 

１ 集計結果 

【協働事業】（＊総事業数は２５９事業） 

［協働事業進捗状況一覧 ①協働の形態］（複数カウント有り）

協働形態 １ 共催 ２ 実行委員会・協議会 ３ 事業協力 ４ 委託 ５ 情報提供・交換 ６ その他 

事業数 ２４ ３０ １２３ ５７ ６０ ６５ 

［協働事業進捗状況一覧 ②相手方の選定方法］（複数カウント有り）

相手方の 

選定理由 
１ 公 募 ２ プロポーザル ３ 提案・持込 ４ その他 

事業数 ７４ ９ ５２ １４８ 

［協働事業各部事業数］ 

総合 

政策部 
総務部 

危機管理

担当部 

地域 

振興部 

東京オリン

ピック・パラ

リンピック

開催等担当

課

文化観光 

産業部 
福祉部 

子ども 

家庭部 

４ ５ ２４ ５０ １ ３４ ２３ １４ 

子ども 

総合セン

ター

健康部 
みどり 

土木部 

環境 

清掃部 

都市 

計画部 

新宿駅周

辺整備担

当部 

教育 

委員会 

中央図

書館 
計 

１３ ２６ １２ １６ １４ ２ １９ ２ ２５９ 

［協働事業進捗状況調査における協働事業数の推移］ 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

71 81 121 129 112 104 109 107 104 101 157 195 249 265 264 257 259 259 

※H19 ：調査研究等、一部調査対象から除外したことによる減少

※H25～：調査対象の掘り起しを行ったことによる増加

２ 概 要 

  各部・課から令和２年度に実施している２５９事業について報告があり、「協働

の形態」・「相手方の選定方法」をそれぞれ上記のとおり集計した。 

  令和元年度の２５９事業から増減はなかった。 

資料６



 

【協働事業進捗状況調査 対象事業】 

① 令和元年度協働事業進捗状況調査において、報告のあった事業で、 

令和元年度も実施している事業 

② 上記以外で、区民、地域団体、ＮＰＯ、企業等と協働で取り組んでいる事業 

 

 【各集計結果概要】 

① 協働の形態 

事業協力が１２３事業と一番多く、以下、その他、情報提供・交換、委託、

実行委員会・協議会、共催の順となっている。 

「事業協力」における区の役割内容としては、連携・支援の仕組み作り、広

報等のＰＲ面での協力、行政情報の提供、会議・作業場所の提供、機材の貸出

などが挙げられる。 

② 相手方の選定方法 

その他が一番多く、以下公募、提案・持込、プロポーザルの順となっている。

「その他」の内訳で多いのは区の要綱での規定、契約による業者指定となって

いる。公募、プロポーザルなど公開された形での相手方の選定方法は、全体の

３割近くを占めている。 
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

1

総
合
政
策
部

企
画
政
策
課

継続 自治基本条例の推進
新宿区自治基本条例の更な
る周知に努める。

新宿区自治基本条例の更なる周知に
努める。

区民
町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
ＮＰＯ

地区協議会、自治基本条
例を推進する区民の会等

平成23年4月
～(新宿区自
治基本条例施
行以降)

その他（今
後の協働・
連携のあり
方など検
討）

条例制定に当たって、区民と
協働・連携を図って進めてき
たので、引き続きともに取り
組んでいく。

連携・支援の仕組み
作り（今後区として
協力できるところは
積極的に支援して
いく。）

その他
新宿区の自治の推進に取り
組む。

新宿区の自治を推進するために区民
の参加は不可欠であり、今後様々な団
体（個人）と連携し、取り組んでいくこと
が必要。

2

総
合
政
策
部

区
政
情
報
課

継続
多様なメディアを活用
した区政情報の提供・
発信

区政情報サービスの充実。
新宿区地域ポータルサイト「しんじゅく
ノート」の運営。（サイトの管理運営・保
守、コンテンツ取材・編集・配信等）

その他（㈱フューチャーリン
クネットワーク）

平成21年9月
から(｢しんじゅ
くノート｣は21
年11月仮公
開､22年2月本
公開)

事業協力
情報提供・
交換

地域・民間・行政情報を一体
的に配信できる地域ポータ
ルサイトの構築・運営のため
の企画提案プロポーザルで
募集。

行政情報提供
広報ＰＲ面での協力

プロポーザル

新宿区地域ポータルサイト
「しんじゅくノート」の運営（サ
イトの管理運営・保守、コンテ
ンツ取材・編集・配信等）。

民間企業と協働することで、区だけで
は発信できない店舗情報、口コミ情
報、広告を掲載することができる。

3

総
合
政
策
部

区
政
情
報
課

継続
区政普及のための出
版物の発行及び配布

新宿区くらしのガイド、新宿
区地図等を発行・配布し、区
政情報、区の歴史・産業等の
情報を提供する。

くらしのガイド制作にあたり、広告の募
集・掲載における募集方法や広告主
や内容の審査基準等について、事業
者のノウハウを活用している。なお、事
業者の募集する広告を掲載することで
区の負担する発行経費の削減を図っ
ている。（くらしのガイドの制作は隔年
で実施している。次回制作は令和3年
度を予定）

その他（2020年版は㈱サイ
ネックス）

平成１９年４月
※くらしのガイ
ド２００７年版か
ら

委託
冊子の魅力向上と制作経費
削減に向けた検討。

行政情報提供
委託・助成等
その他（行政情報部
分の原稿作成、校
正)

プロポーザル

紙面構成の提案、特集記事
の原稿作成と編集、医療機
関情報・広告の収集と編集、
印刷。

効果:制作経費の削減。

4

総
合
政
策
部

区
政
情
報
課

実行
広聴活動
（若者の区政参画に向
けた広聴活動推進）

区内在住の18歳から39歳の
若者が、区政への関心を高
め、区政への関わりを高める
きっかけづくり・場づくりを目
的とする。

しんじゅく若者会議の開催・インター
ネットによる意識調査の実施

その他（区民） 平成２９年４月
情報提供・
交換

これまでの広聴活動におい
て若者の区政参加が課題と
なっていたため

事業企画への参加
情報収集
行政情報提供

公募
その他（無作
為抽出による
募集　）

しんじゅく若者会議への出席
しんじゅく若者意識調査への
協力

区政全般について、若者の意見・要望
を反映すること

5
総
務
部

総
務
課

実行

継続

平和啓発事業の推進
(平和派遣者との協働
事業）

平和啓発の推進。
平和啓発事業の計画・実施。（平和派
遣報告会、平和講演会・映画会、すい
とんの会、平和マップウォーキング等）

その他（新宿区平和派遣
の会）

平成2年 共催
平成２年に平和派遣者で会
を発足し、区と協働で報告会
を開催するようになった。

情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
人員の応援

その他
事業の企画、地域でのＰＲ、
会場準備、当日の進行、講
師との調整等。

準備段階での支援を区が行い、当日
は会が主体となって実施している。双
方の役割分担は明確であり、スムーズ
に運営されている。

6
総
務
部

総
務
課

継続 成人の日のつどい
成人を迎えた若者たちの門
出にあたり、区内在住の新成
人が集い、成人の日を祝う。

地区育成委員会、明るい選挙推進委
員、通訳ボランティア等の区民ボラン
ティアに協力をしてもらい、事業を実施
する。

地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）

その他(地区育成委員会、
明るい選挙推進委員等)

昭和44年度 事業協力 不明

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等

公募
その他（ボラ
ンティア募
集）

通訳、会場整理、受付等。

地区青少年育成委員会や区民等のボ
ランティアの方に、会場整理、受付、手
話通訳、着付け等の協力をしてもらうこ
とで、区職員だけでは人手が足りない
部分を補っていただき事業を円滑に実
施することができる。

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

令和元年度しんじゅく若者会議の様子

2020年版

（令和2年

版）

くらしのガ

イド

資料７
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

7
総
務
部

総
務
課

継続
たばこ商業協同組合へ
の事業助成

路上喫煙禁止や喫煙者のマ
ナーの向上を図るとともに、
吸い殻のポイ捨てのないきれ
いなまちづくりを進める。

環境美化活動、喫煙者のマナー向上
啓発活動。

地域団体（協力団体など）
その他(新宿文京たばこ商
業協同組合)

平成3年度 事業協力 不明

連携・支援の仕組み
作り
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援

その他

区は、団体に助成金を交付
し、団体は当該助成金を利
用した啓発キャンペーン等を
実施することにより、路上喫
煙の禁止や喫煙マナー向上
の働きかけを、直接、喫煙者
に行っている。

効果：たばこのポイ捨てのないきれい
なまちづくりを進めることができる。
課題：健康志向の高まり等により、たば
こ販売数が数年前に比べると減少し小
売店も減る傾向にある中、より効果の
高い環境美化活動、啓発活動のあり
方を、区と団体でともに考えていくこと
が必要。

8
総
務
部

総
務
課

継続 新年賀詞交歓会

新年にあたって、区内各種
団体の役員等を招待して、新
年の賀詞を交歓し、併せて区
政の発展を祝う。

名誉区民による舞台披露、新宿区合
唱連盟による歌唱、江戸消防記念会
による木遣り。

地域団体（協力団体など）
その他（名誉区民、新宿区
合唱連盟、江戸消防記念
会）

昭和41年度 事業協力 不明 事業企画への参加 その他

区が主催する式典で、相手
側の名誉区民や団体自身が
主体となって舞台（演目）を
披露する。区は舞台披露に
要する会場や設備を整える。

上記団体等の協力を得ることは、新年
を祝い、互いの親睦を深める場として
効果的である。

9
総
務
部

税
務
課

継続
税に関する正しい知識
の普及啓発

税務行政の協力団体への助
成を通じた、税知識の普及な
らびに納税思想の普及・啓
発。

納期内納税等、各種広報活動。中学
生を対象とする税の作文の募集・展
示。

地域団体（四谷税務署管
内納税貯蓄組合連合会、
新宿納税貯蓄組合連合
会）

昭和26年 事業協力

区税の納期内納付及び区税
の納税推進に関する事業へ
の補助を通じて、納税に対
する意識の高揚を図っていく
必要が生じたため。

広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等
人員の応援

その他（要
綱）

税知識の普及ならびに納税
思想の普及・啓発。

納税貯蓄組合連合会は、税知識の普
及や納税思想の普及・啓発のために
区の税務行政の協力団体として様々
な事業を行っており、このような団体へ
の助成により、税の正しい知識の普及
啓発に大きく寄与している。

10

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

実行

継続

安全推進地域活動重
点地区の活動強化

安全で安心して暮らせるまち
づくりの推進のため。

区が主催する地域安全マップ作成研
修会・防犯活動推進連絡会のほか、各
種防犯資器材等の配布を実施して、
重点地区の防犯意識と防犯力の向上
に努める。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）

平成15年6月 事業協力
新宿区民の安全・安心の推
進に関する条例の施行。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
機材貸出等
委託・助成等

提案・持込
各種団体の区域内における
自主防犯活動の実施。

区だけでは、犯罪件数の減少や体感
治安の向上は難しい。そのため、区内
の各種団体との協働により、地域の防
犯意識と防犯力の更なる向上が見込
まれる。
重点地区の活動を更に活性化していく
ため、連絡会の内容や、重点地区へ
の支援の方法について調査研究して
いく必要がある。

11

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
事業所と地域の連携推
進

新宿駅周辺地域の事業者や
行政機関等の連携により、当
該地域の防災力向上を図
る。

新宿駅周辺地域の事業者や行政機関
等で構成する新宿駅周辺防災対策協
議会を運営し、セミナーや講習会、訓
練を実施する。また、クリアファイルや
ポスター等により、新宿ルール及び行
動指針の周知啓発活動を行う。

地域団体（協力団体など）
その他
（新宿駅周辺防災対策協
議会）

平成14年3月
(区による母体
となる団体の
設立)

実行委員
会・協議会
事業協力
委託

平成13年度の区による母体
となる団体の設立。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等

その他

新宿駅周辺地域防災対策協
議会の運営への参画及び、
セミナーや講習会、訓練等
への参加。周知啓発活動の
実施。

新宿駅周辺の事業者間で問題意識や
課題の共有を図り、セミナーや講習
会、訓練等を行政と事業者等が連携し
て実施することにより、地域の防災力
が向上する。

12

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
防災区民組織の育成
219組織

防災区民組織に対して、組
織独自の防災活動(自主防
災訓練・勉強会・資機材整備
等)に必要な助成金を交付す
ることにより、組織の育成及
び活動能力の向上を図り、地
域における自主防災体制の
確立・強化を目的とする。

防災区民組織に対し、活動助成金を
交付する。

その他
（防災区民組織（町会自治
会等）

平成11年4月 事業協力
各防災区民組織からの申込
みによる。

行政情報提供
会議作業場所提供
機材貸出等
委託・助成等

その他（申込
み）

災害用備蓄物資の配備、防
災訓練及び防災勉強会等の
自主的な防災活動の実施。

災害用備蓄物資選定等の助言及び防
災訓練等の指導・協力により、各地域
の防災力向上が図られる。一方、地域
防災の担い手の高齢化・偏在化は大
きな課題である。

税の作品展

（区役所本庁舎１階ロビー）
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

13

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
安全で安心して暮らせ
るまちづくりの推進

安全で安心して暮らせるまち
づくりの推進のため。

防犯カメラに関する補助金（設置・維
持管理）の助成、警察等との各種キャ
ンペーン、落書き消去剤の貸与、各種
犯罪被害防止啓発物品の配布を実施
して、区内の防犯意識と防犯力の向上
に努める。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）

平成15年6月 事業協力
新宿区民の安全・安心の推
進に関する条例の施行。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
機材貸出等
委託・助成等

提案・持込
各種団体の区域内における
自主防犯活動の実施。

区だけでは、犯罪件数の減少や体感
治安の向上は難しい。そのため、区内
の各種団体との協働により、地域の防
犯意識と防犯力の更なる向上が見込
まれる。防犯カメラの設置促進のほ
か、設置後の継続的な運営に対する
支援や、地域協働による活動を、いか
に活性化させていくかが課題である。

14

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続 防災会議等の運営等

災害対策基本法第１６条に
基づき新宿区防災会議を運
営し、新宿区地域防災計画
の修正や、防災に関する重
要事項を審議する。

新宿区地域防災計画を修正する。
区の地域に係る防災に関する重要事
項を審議する。

地域団体（協力団体など）
その他（四谷消防団、牛込
消防団、新宿消防団、新
宿区医師会、新宿区歯科
医師会、新宿区薬剤師
会、自主防災組織構成
者、学識経験のある者）

平成8年6月
情報提供・
交換

法定のため その他（法定）
その他（条例
の規定）

防災会議での修正方針を基
に新宿区地域防災計画の修
正を図る。
区の地域に係る防災に関す
る重要事項を審議し、区長に
意見を述べる。

防災会議での修正方針を基に新宿区
地域防災計画の修正、区の地域に係
る防災に関する重要事項の審議など
を行うことで、防災力を向上させる。

15

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
災害時要援護者対策
の推進

「新宿区災害時要援護者名
簿」登録者へ家具転倒防止
対策を行う。また、要配慮者
向けに要配慮者防災活動マ
ニュアル「いざ大地震に備え
て」の改定と配布を行う。

「新宿区災害時要援護者名簿」登録者
に対して、家具転倒防止対策を行う
（器具5点まで無料）。

町会・自治会
避難所運営管理協議会
民生委員・児童委員
警察署
消防署等

平成19年4月
事業協力
情報提供・
交換

災害時要援護者の支援体制
づくり。

連携・支援の仕組み
作り
広報ＰＲ面での協力

その他 事業の周知協力。
災害時要援護者名簿への登録勧奨を
行うとともに、制度に対する理解を広く
求め、地域の支援体制を整備する。

16

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
家具類転倒防止対策
の推進

地域防災計画に掲げる安全
な都市づくりの実現のため
に、具体的な地震対策とし
て、家具類転倒防止対策を
推進する。

家具類転倒防止対策の推進。

町会・自治会
避難所運営管理協議会
民生委員・児童委員
消防署等

平成23年10月
情報提供・
交換

事業の周知を図る。 行政情報提供 その他 事業の周知協力。
地域団体や組織を通じ、様々な機会
を捉えて家具転倒防止の重要性につ
いて普及啓発を図ることができる。

17

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続 防災思想の普及

防災講演会や防災講座の開
催及び防災啓発用冊子やパ
ンフレット等の配布を行い、
区民の防災意識の向上を図
る。

防災講演会については、企画運営の
専門事業者と連携して実施する。

その他（委託業者） 不明 委託
専門事業者との連携等によ
り、一層効果的な講演会が
実施できるため。

連携・支援の仕組み
作り
広報ＰＲ面での協力
講演会会場確保等
委託・助成等
人員の応援

その他(見積
競争)

講演会の企画運営。
専門事業者のノウハウの活用により集
客力が高まるとともに、効果的な防災
啓発を行うことができる。

18

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続 災害訓練等の実施

区民一人ひとりが災害発生
時において、自分や家族の
安全を守るための行動を考
えると共に、地域防災力の強
化を図る。

事業の実施。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）

防災区民組織、防災関係
機関、学校、事業者、避難
所運営管理協議会等

不明
実行委員
会・協議会

不明

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
人員の応援

その他（地
縁）

企画、立案、実施について
中心的な役割を果たしてい
る。

地域住民、事業者、学校、防災関係機
関が連携し、地域の実情に応じた防災
訓練を継続して行うことで、災害等発
生時の人的物的被害を減らすことが可
能となる。運営組織の高齢化と若年層
の参加の促進が課題である。

避難所訓練の様子
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

19

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
備蓄物資の購入及び
備蓄倉庫の維持管理

災害時、備蓄物資の円滑な
供給に資するため、消費期
限等が到来する物資の更新
及び物資を保管する各備蓄
倉庫の維持管理を行う。

備蓄物資の運搬等において、委託業
者と調整して効率的な作業を行ってい
る。

その他（委託業者） 不明 委託
専門業者に委託等を行うこと
で、物資を効果的・効率的に
運搬できるため。

備蓄物資と倉庫の
管理等

その他（見積
競争）

備蓄物資の運搬作業等。
専門業者に委託等を行うことで、物資
を効果的・効率的に運搬できる。

20

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
防災活動拠点の維持
管理

災害時の応急活動拠点とし
て、防災施設の管理運営を
行う。

防災施設の管理運営（維持修繕工
事、資材運搬）を、業者が行う。

その他（業者） 不明 委託
建築物の維持管理を、専門
知識及び技術のない職員の
みで行うのは困難なため。

委託・助成等
その他（見積
競争）

工事、運搬等の現場作業。
工事、運搬等を業者が行うことにより、
適正な維持管理が行われる。

21

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
各種団体への事業助
成（防火防災協会　３
協会）

区内の防火防災協会が実施
する地域住民に対する防火
防災事業を支援し、災害に
強い地域防災体制を構築す
る。

補助対象事業に係る経費の２分の１以
内を補助。

地域団体（協力団体など）

四谷防火防災協会、牛込
防火防災協会、新宿防火
防災協会

平成3年度
事業協力
情報提供・
交換

防火防災知識の普及、啓発
を効果的に行うため。

行政情報提供
委託・助成等

その他

防火防災知識の普及、広報
防災週間、火災予防運動等
の広報事業。
地域の防火防災力の向上に
資する事業。

区、消防署、防火防災協会の三者が
協力・連携することにより、効率効果的
な防災知識の普及啓発を行えるととも
に、強固な地域防災体制が構築でき
る。

22

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
各種団体への事業助
成（防犯協会　４協会）

区内の防犯協会に対して助
成金を交付し、地域の防犯
活動を支援することを目的と
する。

補助対象事業に係る経費の２分の１以
内を補助。

地域団体（協力団体など）

牛込防犯協会
新宿防犯協会
戸塚防犯協会
四谷防犯協会

昭和39年度
事業協力
情報提供・
交換

不明
行政情報提供
委託・助成等

その他
防犯知識の普及、広報活
動。

地域防犯活動を行う防犯協会と協働
することにより、警察との連携も高まり、
地域住民に対する防犯知識の普及、
啓発を目的とした広報活動やイベント
を効果的に行うことができる。

23

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続

地域の初期消火体制
等の確立（消火器の配
備（地域配備消火器の
維持管理））

震災時及び平時の火災に対
する初期消火態勢を確保す
るために、消火器の維持管
理等を行う。

住民の所有の土地に消火器を配備す
る。

その他（区民） 不明 事業協力
地域配備消火器を設置し初
期消火体制を整備するた
め。

その他（消火器の設
置と維持管理）

その他（申し
出）

消火器の設置場所の提供。
地域配備消火器をより効果的に配備
することで地域の初期消火体制等が
確保される。

24

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続

地域の初期消火体制
等の確立（各種水利の
維持管理（小型防火貯
水槽））

小型消防ポンプの水利として
活用する小型防火貯水槽及
び水利標識の維持管理を行
う。

消防団へ小型消防貯水槽の点検を委
託する。

その他（消防団） 不明 委託
消防団は地域の住民であり、
また、地域防災のリーダーで
あるため。

委託・助成等
その他（特命
随意契約）

区内に設置している小型貯
水槽を点検する。

小型ポンプに精通し、地域に密着した
組織である消防団に点検を委託するこ
とで、震災時の初期消火体制がより強
固になる。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

25

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
地域の初期消火体制
等の確立（各種水利の
維持管理（井戸））

災害時の生活用水・消防水
利を確保する。

民間所有の井戸を災害時協定井戸に
指定する。

その他（区民） 不明 事業協力
災害時の生活用水・消防水
利を地域で確保するため。

委託・助成等 提案・持込
区と協定を締結し、災害時に
は生活用水等として区民等
へ提供する。

災害時に不足する生活用水・消防水
利の確保ができる。

26

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
地域の初期消火体制
等の確立（小型消防ポ
ンプの保守点検）

防災区民組織に配備してい
る小型消防ポンプの保守点
検を行い、地域の初期消火
体制を確立する。

消防団に小型消防ポンプの保守点検
を委託する。

その他（消防団） 不明 委託
消防団は地域の住民であり、
また、地域防災のリーダーで
あるため。

委託・助成等 その他 小型消防ポンプの点検。

消防団は消防ポンプの操作・機能等を
熟知していることから、適正な点検を行
うことができる。また、小型消防ポンプ
の配置位置等を把握することにより、
災害時の迅速な初期消火が実施でき
る。

27

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
消防団活動への振興
助成（消防団への事業
助成）

消防団の各種防災事業の支
援を通し、地域防災力の向
上を図る。

消防団活動における管理運営助成及
び消防団福祉共済団体保険料の負
担。

その他（消防団） 不明 その他
消防団活動の充実・強化を
図り、地域防災力の向上を
図るため。

委託・助成等 その他

消防団員への教育訓練、地
域住民への防災訓練指導、
消防団員募集活動を通じ
て、地域防災力の向上を図
る。

地域防災のリーダーである消防団活
動を支援することにより、地域防災力
の向上が図られる。

28

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続
消防団活動への振興
助成（消防団用具等の
購入）

消防団活動に必要な資器材
等を助成することにより、消
防団の育成及び活動能力の
向上を図ることを目的とする。

各消防団へ必要な資器材等を助成す
る。

その他（消防団） 平成8年11月
その他（資
器材助成）

消防団の活動能力等の向上
を図り、地域の安全・安心を
確保するため。

委託・助成等 その他
助成された資器材を活用し、
活動能力の向上を図る。

消防団の活動能力が向上し、地域防
災力の向上が図られる。

29

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続

消防団活動への振興
助成（優良消防団員表
彰等（優良消防団員表
彰等））

消防団員表彰等を通じ、消
防団員の意識向上を図る。

優良消防団員への表彰、消防団操法
大会での区長賞の授与等。

その他（消防団） 不明
その他（表
彰）

消防団員の意識高揚を図る
ため。

その他（表彰） その他
優良消防団員として、表彰さ
れるように消防団活動に精
励すること。

消防団員表彰等を通じ、消防団員の
意識向上が図られた。

30

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

継続

消防団活動への振興
助成（優良消防団員表
彰等（消防団員家族観
劇会））

消防団員とその家族に対す
る慰労。

消防団員とその家族を観劇会等に招
待する。

その他（消防団） 不明
その他（招
待）

各消防団員とそれを支える
御家族に区として感謝の意
を表すため。

その他（招待） その他
観劇会への参加を通じ、消
防団活動への意欲を持って
もらうこと。

各団員の献身的な地域貢献の姿勢と
高い防災意識・共助意識、また、それ
を支える家族へ敬意と慰労の意を表
し、消防団の意識の向上が図られる。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

31

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

実計
マンション防災対策の
充実

マンションにおけるマンション
管理組合などを中心とする自
主防災組織等の体制づくりを
強化するなどし、災害対応力
の向上を図る。

長周期地震動シミュレータ訓練の実施
やマンションの勉強会へ参加するな
ど、マンション住民の防災意識の向上
を図る。
また、マンション管理組合等による自
主防災組織の結成を支援するため、
防災資機材等の現物支給制度を実施
する。

その他（各マンション管理
組合・避難所運営管理協
議会等）

平成２８年４月
情報提供・
交換

事業の特性上、マンション管
理組合等協働の相手との協
力が不可欠なため。

マンション自主防災
組織への資機材支
援、防災講話、長周
期地震シミュレータ
訓練の実施

その他
マンションにおける自主防災
訓練や自主防災組織の結
成。

マンション居住者一人ひとりの防災対
策の充実及び組織化によるマンション
防災の強化が図られる。

32

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

実行

継続

客引き行為防止等の
防犯活動強化

公共の場所における客引き
行為等を防止し、区民生活
の平穏を保持し、安全で安
心な地域社会の実現を図
る。

「新宿区安全・安心パトロール隊」業務
委託・客引きしない宣言店ステッカー
の交付。

町会自治会
地域団体
その他（東京青年会議所、
商店街振興組合、警察）

平成２８年４月 委託
新宿区公共の場所における
客引き行為等の防止に関す
る条例の施行。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等
人員の応援

プロポーザル
客引き防止パトロール業務
従事。

区・地域団体・警察との三位一体と
なった合同パトロールを実施する際
に、パトロール隊とも連携することによ
り、より効果的な客引き行為等の防止
活動を実施することができる。今後、悪
質・巧妙化する客引きに対し、与えら
れた権限の中でどのように対策・取締
りを行っていくかが課題となる。

33

危
機
管
理
担
当
部

危
機
管
理
課

実行

多様な主体との連携に
よる多世代への防災意
識の普及啓発
（※地域防災の担い手
育成）

若年層、外国人、要配慮者
等幅広い層への防災思想の
普及及び地域防災の担い手
育成。

多様な層への防災思想の普及（しん
じゅく防災フェスタの企画・実施）
地域防災の担い手育成（区の一次避
難所となっている高等学校生徒の避
難所訓練への参加及び地域住民との
意見交換）。

社協
町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
NPO
その他（障害者団体、民間
事業者）

平成31年4月 事業協力

平成28年度から30年度ま
で、協働提案事業として実施
してきた地域防災の担い手
育成事業を平成31年度以降
も引き続き実施することとなっ
たため。

連携・支援の仕組み
作り
会議作業所提供
イベント会場確保等
機材貸出当
その他（防災イベン
トの企画・調整・開
催）

その他（設営
業者は入札、
その他イベン
ト開催に係る
企画・調整等
は区が実
施。）

防災イベントへの出展・周知
協力。関係機関との調整。

外国人、乳幼児、要配慮者、学生、災
害ボランティア等、様々な主体とのつ
ながりを持つ区内の団体との協働によ
り、それぞれの団体の専門分野を生か
し、多様な層への防災意識の普及啓
発が可能となる。
また、地域の顔の見える関係が推進さ
れ、自助・共助による地域防災力が向
上する。

34

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

継続
公衆浴場の支援（公衆
浴場設備費等助成）

浴場組合が実施する活性化
モデル事業に補助することに
より、利用者増加を図り安定
的な浴場経営を支え、転廃
業を防止し区民の入浴の機
会を確保することを目的とす
る。

東京都浴場組合新宿支部が実施する
区内公衆浴場の活性化のための事業
に補助する。

地域団体（協力団体など）

東京都公衆浴場業生活衛
生同業組合新宿支部

平成24年4月 事業協力
東京都公衆浴場業生活衛生
同業組合新宿支部からの要
望による。

広報ＰＲ面での協力
その他（要
綱）

区イベントへの協力。

公衆浴場設備の老朽化や経営者の高
齢化、後継者不足など、公衆浴場経
営は今後も厳しい状況にあると予想さ
れる。利用者の拡大を図るための経営
者の自助努力に期待するとともに、設
備更新の費用や公衆浴場活性化のた
めの事業に補助金を交付することで、
区民の入浴機会の確保、健康増進や
地域コミュニティの存続を担う公衆浴
場の転廃業の防止を図りたい。

35

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

実行

継続

協働推進基金を活用し
た一般事業助成

ＮＰＯ等の社会貢献活動に
資金助成を行い、ＮＰＯ等の
特性を活かした区民サービス
の向上を図る。

区民・事業者等からの寄附金を活用し
た「新宿区協働推進基金」により、NPO
等に対し、区民を対象とした非営利活
動事業に資金助成を行う。

ＮＰＯ法人
その他（任意団体等）

平成30年4月
（NPO活動資
金助成は平成
16年7月）

事業協力
情報提供・
交換
その他（事
業費補助）

16年３月に策定した「新宿
区・地域との協働推進計画」
の仕組みづくり推進プランの
具体化を図るもので、多くの
区民・事業者によって支えら
れた基金の活用により、NPO
等の専門性、柔軟性を活か
した事業を支援し区の課題
解決を図る。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等

公募

区民・事業者等から寄附とい
う形でボランティア参加をし
てもらい、ＮＰＯ等は、区民を
対象とした社会貢献事業を
実施する。

効果：ＮＰＯ等が持つ先駆性・専門性
などを活かした事業の支援により区民
サービスの向上が図れる。

課題：新規団体の発掘、助成対象団
体の拡大、趣旨普及のさらなる促進。
また、コロナの影響下でも審査を継続
していく方法を協働支援会議にて協議
していく必要がある。

36

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

実行

継続
協働支援会議の運営

区の各分野でＮＰＯ等との協
働を推進するための仕組み
づくりと具体的な問題を協議
する場として「協働支援会
議」を設置・運営する。

一般事業助成・協働事業助成の審
査、協働事業評価と協働を推進するた
めのしくみづくり。

社協
ＮＰＯ
その他（公募区民）

協働支援会議

平成16年7月
その他（委
員会形式
の会議体）

平成16年3月に策定した「新
宿区・地域との協働推進計
画」の仕組みづくり推進プラ
ンの具体化を図るもので、協
働を推進するための仕組み
づくり及び協働の過程で生じ
る具体的な問題を協議する
場として「中間支援組織」の
役割を果たす機関としての
会議体を設置し、協働を推
進する環境を整えるものであ
る。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
会議作業場所提供
その他（事務局とし
て会議を運営)

公募
その他（選
任）

協働の過程で生じる具体的
な問題を協議して報告する。
また、一般事業助成・協働事
業助成の審査、協働事業提
案制度の課題検証・検討、
協働事業提案実施事業の評
価を行う。

効果：会議の専門性を活かした助言を
受け、協働推進の課題の改善をするこ
とにより、NPOとの協働事業が拡大し、
区民サービスの向上が図れる。

課題：協働事業の評価等を踏まえた新
宿区にふさわしい協働のあり方。コロ
ナの影響下でも、協働推進事業の協
議を継続して行うために、書面会議や
リモート会議等新たな手法を取り入れ
ながら運営をしていく必要がある。

イベントの様子（しんじゅく防災フェスタ２０１９）イベントの様子（しんじゅく防災フェスタ２０１９）
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

37

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

継続
新宿ＮＰＯ協働推進セ
ンターの管理運営

区内において社会貢献活動
を行うNPOや様々な地域団
体等との協働の取り組みを推
進し、多くの地域課題の解決
を図るための活動拠点として
設置。指定管理者による管
理運営を行う。

施設の貸出しの他、社会貢献活動に
関する情報の収集・発信、各種相談、
NPOの活動基盤を強化し自立性を高
めるための講座、地域団体や企業と
NPOとの交流事業を実施。

その他（指定管理者） 平成25年4月

共催
実行委員
会・協議会
事業協力
委託
情報提供・
交換

指定管理者の指定。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
機材貸出等
委託・助成等

プロポーザル
施設の管理運営・指定管理
事業の実施。

効果：社会貢献活動団体が、情報共
有・連携・協力していくことにより団体
活動の充実と安定、発展を図ることが
できる。また、講座実施に際しては、区
内ＮＰＯのニーズに即した事業実施が
可能になる。
課題：センター稼働率の向上。

38

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

継続
協働促進のための情
報提供

地域を支える多様な主体の
活動や協働と参画によるまち
づくりへの区民の一層の理
解・参加を図るため、冊子編
集講座を開催し、協働事業
の紹介冊子の作成を行う。

公募した区民と一般事業助成事業・協
働事業提案制度実施事業等を取材
し、協働事業普及啓発冊子を作成。
※令和2年度はコロナによる影響で中
止。

ボランティア（個人・団体）

公募区民

平成21年10月
試行実施(協
働事業普及啓
発冊子作成)

実行委員
会・協議会

協働推進基金・協働事業の
趣旨普及を図るにあたって、
その対象である区民とともに
取材・冊子作成をすること
で、区民目線でよりわかりや
すい冊子の作成が期待でき
るため。

情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
委託・助成等

公募
編集講座への出席、取材記
事作成・レイアウト検討。

効果：区民目線で読み手にとってわか
りやすい冊子の作成ができる。公募区
民が取材活動を通じて、ＮＰＯ活動・協
働事業への関心が高まる。
課題：公募区民の確保。コロナの影響
下においても、事業を実施をするため
に、リモート会議等新たな手法を検討
していく必要がある。

39

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

実行

継続

協働事業提案制度の
推進

新宿区協働事業提案制度
は、NPO等の専門性や柔軟
性等を生かした事業の提案
を募集し、新宿区とNPO等が
「協働の基本原則」（平成１６
年３月策定「新宿区・地域と
の協働推進計画」）に基づい
て事業に取り組むことで、地
域課題の効果的・効率的な
解決を図ること、また、適切か
つ確実に事業を行える自立
性と実行力のあるＮＰＯ等の
育成を促進することを目的と
する。

ボランティア団体・ＮＰＯなどの地域活
動団体から、その専門性や柔軟性を
活かした事業の提案を公募し、審査の
結果、選定された事業を地域活動団
体と区が協働して実施する。新総合計
画の策定に向けて、これまでの協働事
業制度を見直し、平成30年度より新た
な支援制度（協働事業助成）を実施し
ているため、審査は行わず、平成28年
度に採択された1事業（3年目）を令和
元年度末まで実施。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア
ＮＰＯ
その他
（ＮＰＯ法人や地域活動団
体等の社会貢献活動団
体）

平成18年6月

事業協力
委託
情報提供・
交換

平成16年3月に策定した「新
宿区・地域との協働推進計
画」の仕組みづくり推進プラ
ンの具体化を図るもので、協
働支援会議において審議が
され、平成１８年３月導入に
ついて報告書の提出を受け
た。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等

公募
選定された提案事業につい
て区と協働で実施する。

効果：ＮＰＯ法人、ボランティア団体、
地域団体等の社会貢献活動団体が、
専門性や柔軟性を活かして区と協働し
て事業を実施することで効果的・効率
的な解決を図り、多様化する地域の課
題や区民ニーズに対応することができ
る。
課題：事業実施効果の把握方法。

40

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

実行

継続

協働推進基金を活用し
た協働事業助成

NPO等の多様な団体が実施
する地域課題の解決に向け
た事業に対して助成を行うこ
とにより、多様な主体との協
働の推進を目指す。

ボランティア団体・ＮＰＯなどの地域活
動団体から、その専門性や柔軟性を
活かした事業の提案を公募し、審査の
結果、選定された事業を地域活動団
体と区が協働して実施する。
※令和2年度は審査中止。令和２年度
に実施を予定していた元年度採択事
業（１年目）は令和３年度へ延期した。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア
ＮＰＯ
その他
（ＮＰＯ法人や地域活動団
体等の社会貢献活動団
体）

平成30年4月
事業協力
情報提供・
交換

新総合計画の策定により、こ
れまでの協働事業提案制度
が見直され、新たな制度とし
て実施。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等

公募
選定された提案事業につい
て区と協働で実施する。

効果：ＮＰＯ法人、ボランティア団体、
地域団体等の社会貢献活動団体が、
専門性や柔軟性を活かして区と協働し
て事業を実施することで効果的・効率
的な解決を図り、多様化する地域の課
題や区民ニーズに対応することができ
る。
課題：コロナの影響下でも審査を継続
していく方法を協働支援会議にて協議
していく必要がある。

41

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

継続
住居表示の実施・維持
管理

判りやすい住所表記にする
ために、住居表示を実施し、
区民の利便向上を図ってい
く。

街区案内板をＮＰＯとの協働により、新
しいものに建替えていく。

ＮＰＯ

特定非営利活動法人日本
ソフトインフラ研究センター

平成19年4月 委託
近隣区及び他課（危機管理
課等）への協働提案による。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供

提案・持込
街区案内板の設計・設置・維
持管理。

ＮＰＯとの協働による案内板の設置・維
持費用は広告収入によるが、広告主
が見つからないものも多く、新規設置
件数が伸び悩んでいる。

42

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

継続 地域活動への支援
地域のコミュニティづくりとコ
ミュニティ活動を活性化する
こと。

地域団体の活動や地域情報等を周知
する広報紙やチラシ等を印刷するため
の印刷機の貸出しや地域活動援助物
品として地域のイベントやコミュニティ
活動等で利用できる物品の貸出し及
び管理。

地域団体（協力団体など）

地域センター管理運営委
員会

平成元年9月 委託 指定管理者制度導入。
広報ＰＲ面での協力
機材貸出等
委託・助成等

その他（非公
募）

貸出物品購入の希望調査、
物品の管理及び貸出しに係
る事務。

通常の勤務時間外の対応が可能。
事業内容及び貸出物品の選定につい
て、より広く地域の意見を反映する方
法の検討。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

43

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

継続
地域センターの管理運
営

地域センターを設置し、会
議、集会その他文化的活動
等の場を提供し、区民相互
の交流を通じた地域における
区民のふれあいと連帯意識
の形成を図る。

地域センターの施設貸出、コミュニティ
事業の実施。

地域団体（協力団体など）

地域センター管理運営委
員会

平成18年4月

その他（地
域センター
の運営は
指定管理
者である地
域センター
管理運営
委員会が
行う）

地域センター管理運営委員
会が指定管理者に指定され
たため。

事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等

その他（非公
募）

地域センターの施設貸出、コ
ミュニティ事業の実施。

地域センター管理運営委員会は地域
の多様な立場の委員で構成されてお
り、地域に根差し、利用者の立場に
立ったサービスが提供されている。

44

地
域
振
興
部

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
課

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

45

地
域
振
興
部

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

継続
スポーツ環境会議の運
営

平成24年度に策定した「新宿
区スポーツ環境整備方針」に
基づき、区のスポーツ環境を
支える、区民・スポーツ団体・
事業者・学識等によって構成
する「スポーツ環境会議」を
設置し、現状確認や意見交
換を行うとともに、社会的な
変化に伴う区民ニーズの多
様化にも対応できる体制づく
りを検討する。

区のスポーツ環境における現状確認・
報告・意見交換。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
その他
学識、体育協会、スポーツ
推進委員協議会、レクリ
エーション協会、町会連合
会、高齢者クラブ、障害者
団体連絡協議会、青少年
育成委員会、小学校PTA
連合会、中学校PTA協議
会、事業者、公募委員

平成25年10月
情報提供・
交換

「新宿区スポーツ環境整備
方針」の策定。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供

公募

その他
（要綱で団体
を指定）

「スポーツ環境整備方針」に
基づく、区のスポーツ環境推
進に配慮すべき役割・責務
の実践報告。

会議での意見を踏まえ、横断的に情
報を共有し、スポーツ環境の現状確認
を行うとともに、社会的な変化に伴う区
民ニーズの多様化にも対応できるス
ポーツ環境推進の体制づくりを検討。

46

地
域
振
興
部

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

継続 運動広場の開放

北新宿公園多目的広場、新
宿ここ・から広場多目的運動
広場のほか、都立戸山公園
（箱根山地区）多目的運動広
場、上智大学真田堀運動広
場など、他自治体や民間との
協定により、運動広場をス
ポーツの場として開放するこ
とを通して、区民のスポーツ
活動を支援します（新宿未来
創造財団による管理）。

新宿区の事業としてグラウンドを使用
するための協定を民間企業と締結し、
運動広場として無料で屋外運動施設
登録団体へ貸出しを行っています。

その他（株式会社コーチン
グ・スタッフ）

平成21年10月 事業協力
旧淀橋中学校（大智学園）の
グラウンドの改修工事の終
了。

その他（区民に運動
広場として提供す
る。※実際の事務は
新宿未来創造財団
に委託）

その他（グラ
ウンドを所有
している民間
企業）

運動広場として、グラウンドの
提供。

平成29年度　利用件数69件　利用者
数2,282人
平成30年度　利用件数114件　利用者
数3,764人
令和元年度　利用件数90件　利用者
数3,285人
株式会社コーチング・スタッフと連携を
し、今後も協定、要綱に基づき区民へ
の開放をしていく。開放可能日につい
て、区民への情報提供を強化し、区民
のスポーツ振興を図る。

47

地
域
振
興
部

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

継続
区民ギャラリーの管理
運営

区民の文化活動、学習活動
等により創作したものを展示
し、又は発表する場を区民に
提供することにより、区民の
創作意欲の促進及び文化・
学習活動を支援する。

区民ギャラリー利用者懇談会の開催。
区民ギャラリーの運営等について、利
用者の意見や要望を聞くとともに、利
用者間の交流を図ることにより利用者
サービスの充実や利用率向上を図る。

地域団体（協力団体など）

登録団体、一般利用団体
等

平成16年4月
事業協力
情報提供・
交換

指定管理者制度導入を契機
に協働を開始。

情報収集
行政情報提供

その他
区民ギャラリーの運営につい
て、利用者側からの意見、要
望を提案する。

区民ギャラリーに関連する団体、個人
の連携を深め、より良い管理運営を行
うことができる。

48

地
域
振
興
部

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

継続
生涯学習館の管理運
営

区民が学び、集い、文化的
活動等に親しむことができる
機会及び場所を提供し、生
涯学習の振興を図ることを目
的に運営している。

指定管理者の企画・提案により実施す
る事業として実施している「生涯学習
館まつり」で、館長をコーディネーター
役として、参加希望団体の代表等によ
る「実行委員会形式」により、団体同士
の意見と交流を重視した生涯学習館ま
つりを運営している。

その他（生涯学習館登録
団体）

平成20年4月
実行委員
会・協議会

登録団体同士の連携と交流
を深めることを目的として、公
益財団法人新宿未来創造財
団が各登録団体に提案し
た。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
広報ＰＲ面での協力
会場作業場所提供
イベント会場確保等

公募

実行委員会に出席すること
により、登録団体同士の連携
と交流を図り、より良いまつり
にするため意見を出しあい、
祭りの運営を行う。

H29 開催日数10日間　参加団体数214団体
来場者数11,124人
H30 開催日数10日間　参加団体数191団体
来場者数  10,558 人
R1開催日数8日間　参加団体数164団体　来
場者数9758人
参加団体数は全体の登録団体数の32.8%（平
成30年度）となっており、実行委員会に参加
する登録団体が高齢化により減少しているこ
とが課題である。このため、周知や声掛けに
力を入れ新たな団体の参加を促していく必
要があると考えている。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

49

地
域
振
興
部

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

継続
新宿コズミックスポーツ
センターの管理運営

区民に、生涯学習・スポーツ
の場を提供し、生涯学習・ス
ポーツに関する活動を行う団
体を育成し、支援することに
より、区民とともに生涯学習・
スポーツの振興を図ることを
目的としています。

財団補助金事業の講座（ガーデニン
グ）の受講生が、講座終了後も活動で
きる場としてボランティアグループを結
成し、コズミックセンター前で鉢植えの
草花を育てている。また体育協会加盟
団体による各種スポーツ教室を実施し
ている。

地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）

レガスガーデニングクラブ
各種スポーツ団体

ガーデニング：
平成23年4月､
各種スポーツ
団体：平成18
年4月

事業協力
その他
（ガーデニ
ング講座
終了後の
ボランティ
アグルー
プ）

財団補助金事業の講座
「ガーデニング」。

会場作業場所提供
機材貸出等
その他（植栽材料を
指定管理料で提供)

その他（ボラ
ンティア）

植栽・草花の鉢植えの水や
り、季節ごとの植え替え等、
スポーツ教室の指導。

効果：講座終了後の仲間づくりと活動
の場をボランティアに提供できる、ス
ポーツ人口の増に繋がる。
課題：ボランティアメンバーの入れ替え
が出来ず、同一人物に偏ってしまう。

50

地
域
振
興
部

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

継続
公園における運動施設
の管理運営

新宿区立公園条例第2条の2
及び新宿区立妙正寺川公園
条例第2条の2に基づき、運
動施設の管理に関する事務
について定めており、新宿区
立公園内の運動施設におい
て、運動施設の利用に関す
ること、スポーツ活動及びレク
リエーション活動を行う団体
の育成、支援及び連携に関
すること、利用者への助言、
指導及び相談に関することな
どを目的としています。

登録利用団体等の意見を取り入れ、
冬季夜間時間延長を実施する。

その他（運動施設登録利
用団体）

平成25年11月

その他（登
録利用団
体との毎年
実施する
懇談会で
の意見を、
運動施設
運営に役
立ててい
る）

毎年実施する利用者懇談会
における意見交換。

その他（懇談会を開
催し意見を聞く）

提案・持込
公園における運動施設への
運営について懇談会で、参
考意見等を述べる。

効果：指定管理者と利用者との意見交
換により、より良い施設運営となる。
課題：懇談会出席の登録団体が毎年
同じところになる傾向があり、新たな団
体が出席するような工夫が必要。

51

地
域
振
興
部

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

継続
大久保スポーツプラザ
の管理運営

区民に、生涯学習・スポーツ
及び相互交流の場を提供
し、生涯学習・スポーツに関
する活動を行う団体を育成
し、支援することにより、区民
とともに生涯学習・スポーツの
振興を図ることを目的として
います。

財団補助金事業の講座（ガーデニン
グ）の受講生が、講座終了後も活動で
きる場としてボランティアグループを結
成し、大久保スポーツプラザ前で鉢植
えの草花を育てている。

ボランティア（個人・団体）

レガスガーデニングクラブ
平成23年4月

その他
（ガーデニ
ング講座
終了後の
ボランティ
アグルー
プ）

財団補助金事業の講座
「ガーデニング」。

会場作業場所提供
機材貸出等
その他（植栽材料を
指定管理料で提供)

その他（ボラ
ンティア）

植栽・草花の鉢植えの水や
り、季節ごとの植え替え等。

効果：講座終了後の仲間づくりと活動
の場をボランティアに提供できる。
課題：ボランティアメンバーの入れ替え
が出来ず、同一人物に偏る。

52

地
域
振
興
部

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

継続
中強羅区民保養所の
管理運営

神奈川県箱根町にある保養
施設「中強羅区民保養所」
（箱根つつじ荘）を運営し、区
民の健康回復・増進や慰安
を図ることを目的としていま
す。

区内に活動拠点を置く団体と連携し、
宿泊者を対象とした懐古布教室、無料
寄席などのイベントを実施しています。

ボランティア（個人・団体） 平成17年4月 事業協力
指定管理者と実施団体との
協議。

広報ＰＲ面での協力 提案・持込
教室、イベント等の事業の実
施。

効果：利用者満足度の維持に寄与。

53

地
域
振
興
部

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

継続
区民健康村の管理運
営

区民健康村は、区民が豊か
な自然の中でくつろぎ、様々
な運動を体験し、区民相互の
交流及び地元住民との交流
を通じて人々とふれあい、心
身の健康を増進し、明日へ
の活力を生み出す場となるこ
とを目的とする。

宿泊者向けのコンサート、太鼓演奏等
のイベントを実施。参加は無料。

地域団体（協力団体など）
その他（都内の演奏団体）

平成15年4月 事業協力
指定管理者と実施団体との
協議。

その他（窓口でのチ
ラシ配布による周
知)

提案・持込 各種イベント等の実施。 効果：利用者満足度の向上。

54

地
域
振
興
部

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

実行

継続

スポーツ普及啓発（子
ども・成人向けスポーツ
体験イベント）事業
（新宿区×よしもと　ワ
クワク！スポーツ体験
プロジェクト）
(※新宿スポーツ環境
推進プロジェクト)

子どもから高齢者まで、区民
誰もが年齢や障がいのあるな
しに関わらず、個々の目的や
ライフステージに応じて多様
なスポーツに親しめる機会を
創出するとともに、2020年オリ
ンピック・パラリンピックの気
運醸成を図る契機とする。

年11回（うち子ども向け9回、成人向け
2回）スポーツ体験イベントを区内施設
にて開催する。

民間事業者
（吉本興行株式会社）

平成30年4月 委託

平成27年度から3年間、新宿
区協働事業提案制度にて採
択され、実施した「スポーツ
体験支援事業」を発端とし、
従前別に実施していた「成人
向け、高齢者向けスポーツ
体験」と事業統合。平成30年
4月より、事業開始となった。

情報収集
行政情報提供
広報PR面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等

プロポーザル

業務委託契約仕様書に基づ
き、スポーツ体験イベントの
実施（講師及び出演者の調
整、イベント当日の進行管
理、イベント会場設営、イベ
ント参加者受付等）

本事業は、協働事業提案制度を発端
として、3年間実施した後、平成30年度
より「委託契約」に形態を変え、実施し
ている。民間の持つノウハウを生かし
て、効果的に区政課題解決に取り組
む事業としたい。

左：体操教室（成人向け）　右：水泳教室（子ども向け）
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

55

地
域
振
興
部

多
文
化
共
生
推
進
課

実行

継続

ネットワーク事業の推
進

地域住民や活動団体が参加
できる事業を企画するととも
に、情報交換や団体紹介の
できる場を提供することで、
顔の見えるネットワークを構
築する。さらには、ネットワー
クをもとに外国人が発言・提
案できる場の創出を図る。

新宿区多文化共生連絡会の運営、連
絡会イベント・多文化防災フェスタの企
画開催。

社協
町会自治会
地域団体（協力団体など）

町会・商店会・外国人支援
NPO・外国人コミュニティ等
ボランティア
ＮＰＯ

平成18年1月
情報提供・
交換

多文化共生のまちづくりを推
進するためには、日本人・外
国人を含めた地域住民や、
ボランティア、事業者、学校、
行政等が連携することが必
要不可欠であるため。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
その他（事務局とし
て連絡会を運営)

その他(参加
を希望する多
文化共生に
取り組む団
体・個人）

多文化共生連絡会の活動を
通じて情報交換や意見交
換、相互のネットワーク作りを
進め、参加団体それぞれが
連携して多文化共生の活動
に取り組む。

ネットワークの構築によって、多文化共
生関連団体等との情報交換を通じた
連携を図ることができる。
※令和2年度9月多文化防災フェスタ
中止

56

地
域
振
興
部

多
文
化
共
生
推
進
課

継続
日本語学習への支援
（※外国人の子どもの
学習支援等）

新宿区で生活する外国人の
言語に対する不安を取り除
き、日本語を用いてコミュニ
ケーションをしながら地域で
安定的な生活がおくれるよ
う、日本語学習の機会の充
実を図る。

日本語教材・資料の整備、新宿区日
本語ネットワークの開催、新宿区日本
語教室の開催。

ボランティア（個人・団体）
その他（公益財団法人新
宿未来創造財団　日本語
ボランティア）

平成18年4月 委託

日本語教室の地域展開等を
図るうえでは、多くの日本語
ボランティアを確保する必要
がある。

広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等

その他（実績
により選定）

教材・資料の選定、日本語
教室等の運営。

同財団は約130名の日本語学習ボラン
ティア（子ども日本語教室も含む）登録
を有し、区とボランティア間で運営方
法、カリキュラム等を調整する能力、更
には、ボランティア間の調整及びネット
ワーク化のノウハウを有しているため、
効果的な運営が可能になっている。
※新宿区日本語教室9月から一部再
開

57

地
域
振
興
部

多
文
化
共
生
推
進
課

継続 地域国際交流事業

外国人と地域住民とが幅広
い分野で交流を行うことによ
り、国際交流を促進させ、多
様な文化の相互理解を深め
るため。

国際交流事業、共催・後援事業（国際
交流イベント等）、多文化共生関連会
議等への出席、ふれあいフェスタへの
参加。

地域団体（協力団体など）
ＮＰＯ
その他（公益財団法人新
宿未来創造財団）

平成17年4月

共催
事業協力
情報提供・
交換

区民に対しより多くの国際文
化に触れる機会を提供する
には、独自事業を企画すると
同時に、区内団体（民間・Ｎ
ＰＯ等）の国際交流関連事業
との協働や支援（後援・共
催）が効果的であることから。

事業企画への参加
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等

提案・持込
国際交流事業の企画実施
等。

共催・後援名義の承認を通じて区内団
体（民間・ＮＰＯ等）の国際交流関連事
業を支援することは、区民に対しより多
くの機会提供になるだけでなく、活動し
ている団体の活性化に繋がる。
※令和２年度10月ふれあいフェスタ中
止

58

地
域
振
興
部

多
文
化
共
生
推
進
課

継続
しんじゅく多文化共生
プラザの管理運営

日本人と外国人との交流を
促進し、文化、歴史等の相互
理解を深め、多様な文化を
持つ人々が共に生きる地域
社会の形成に資するため、し
んじゅく多文化共生プラザを
運営する。

しんじゅく多文化共生プラザの運営。

社協
町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
NPO

新宿区多文化共生連絡会

平成17年9月
事業協力
情報提供・
交換

区の多文化共生・国際交流
の拠点となるしんじゅく多文
化共生プラザの運営には、
外国人コミュニティ団体や外
国人支援団体等との情報交
換や、相互の事業協力が不
可欠なため。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等

公募
外国人に対する行政情報・
生活情報等の提供の協力、
プラザ事業への協力。

新宿区多文化共生連絡会のネットワー
クを活用した効果的な情報提供・交換
を行うことができる。

59

地
域
振
興
部

多
文
化
共
生
推
進
課

継続 外国人への情報提供
外国人が必要とする生活情
報・行政情報を多言語で提
供することを目的とする。

外国人向け生活情報ホームページ・
外国語版SNSの運営、外国語広報紙・
生活情報紙・新宿生活スタートブック
の発行。

社協
町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
NPO
その他（外国人コミュニティ
団体・日本語学校等）

平成17年
事業協力
情報提供・
交換

外国人への情報提供にあ
たっては、区施設だけでな
く、様々な団体等を通じて広
く情報を発信する必要がある
ため。

行政情報提供
その他（区か
らの協力依頼
による）

外国語広報紙・生活情報紙
等の配布協力。

外国人コミュニティ団体・外国人支援
団体のほか、外国人が多く集まる飲食
店や日本語学校と連携することで、区
施設を利用する機会の少ない外国人
に対しても行政情報や生活情報を提
供することができる。

60

地
域
振
興
部

多
文
化
共
生
推
進
課

継続
外国人相談窓口の運
営

多言語で生活相談ができる
窓口を設置し、新宿区で暮ら
す外国人の生活不安等を取
り除くことを目的とする。

区役所本庁舎１階及びしんじゅく多文
化共生プラザに、多言語で生活相談
に対応する外国人相談窓口を設置・
運営する。

その他（公益財団法人新
宿未来創造財団）

平成3年 委託

公益財団法人新宿未来創造
財団は、（財）新宿区生涯学
習財団と（財）新宿文化・国
際交流財団との統合により設
立された財団であり、両財団
が実施していた事業を引き
継いでいる。
その実績や経験により行政
情報等に精通した相談員の
確保が行えることから、同財
団と連携した運営を行ってい
る。

行政情報提供
委託・助成等

その他（実績
により選定）

相談員の確保、外国人相談
窓口(2ヵ所)の運営。

行政情報に精通した相談員が確保さ
れており、外国人からの幅広い相談内
容に対応することが可能となっている。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

61

地
域
振
興
部

多
文
化
共
生
推
進
課

継続
外国人学校児童生徒
保護者の負担軽減補
助金

外国人学校に在籍し、経済
的理由で就学が困難な児
童・生徒の保護者へ補助金
を交付し、その負担を軽減す
る。

外国人学校に通う児童・生徒の保護者
に対する補助金の交付。

その他（外国人学校（東京
韓国学校ほか５校））

昭和58年4月
事業協力
情報提供・
交換

対象者への事業周知及び申
請に係る取りまとめをする必
要があるため。

行政情報提供
委託・助成等

その他（対象
校への依頼）

児童・生徒の保護者に対す
る事業の周知、申請書類等
のとりまとめ。

学校を通じて対象者一人ひとりに対し
事業周知が行えるため、申請漏れの
防止や申請書類の提出における事務
の簡素化が図れる。

62

地
域
振
興
部

多
文
化
共
生
推
進
課

その他

多文化共生まちづくり
会議の運営等
（新宿生活スタートガイ
ド（映像）の作成

区に新たに居住する外国人
に対し、効果的に生活ルー
ル等を伝えるとともに必要な
時に手軽にアクセスできる配
信環境を整備する。

映像は暮らしのルールや住まいの探し
方、行政情報等８チャプター構成。
言語は７言語（日本語、英語、中国
語、ネパール語、ベトナム語、ミャン
マー語）対応とし、外国人住民へ周知
したい内容を集約し幅広く配信する。

その他（日本電子専門学
校）

平成31年4月 事業協力

多文化共生まちづくり会議で
「外国人住民と日本人住民
が新宿でともに暮らしていく
ための課題と情報提供」を
テーマに審議した結果、映
像による情報発信の強化が
提言された。

連携・支援の仕組み
づくり
事業企画への参加

その他（多文
化共生まちづ
くり会議委
員）

映像の作成を行う。
留学生の多い新宿区の特色から、留
学生にも分かりやすい映像を作成する
効果を期待している。

63

地
域
振
興
部

四
谷
特
別
出
張
所

継続
四谷ひろばの維持管
理

廃校となった学校跡地を地
域住民・団体等との協働によ
り地域のひろばとして活用す
る。

参加と協働によるひろば事業の安定
的な運営を図る。

地域団体（協力団体など）
ボランティア
NPO
四谷ひろば運営協議会、N
ＰＯ法人市民の芸術活動
推進委員会、NＰＯ法人日
本グッドトイ委員会

平成20年3月

事業協力
情報提供・
交換
その他（財
産貸付）

区実施計画及び地区協議会
からの提案。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
その他（維持管理事
務の実施)

提案・持込
区との協定に基づき、ひろば
事業を担う。

地域文化発信の場を目指して地域住
民とＮＰＯ団体との協働でひろば事業
を推進することによって、都市型コミュ
ニティの創出や新たな交流と活力が生
まれることが期待できる。

64

地
域
振
興
部

四
谷
特
別
出
張
所

継続
コミュニティ推進員の活
動

地域内のコミュニティ事務の
円滑な執行及び地域コミュニ
ティ活動の総合支援を行うた
め。

地域コミュニティの活性化を行うため、
1名を配置し以下の業務を行う。
①地域コミュニティ事業助成に関する
こと
②地域コミュニティ活動への支援

地域団体
平成24年4月 事業協力

地域コミュニティの活性化に
向けた総合的な支援を行う
ため設置した。

その他（会計年度任
用職員による活動
支援)

公募

①地域コミュニティ事業助成
に関すること。
②地域コミュニティ活動への
支援。

町会等の地域活動団体が行う地域課
題への取組や、地域コミュニティの活
性化を図る活動に大きな役割を担って
おり、地域の協働、連携に大きな効果
をあげている。

65

地
域
振
興
部

四
谷
特
別
出
張
所

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

66

地
域
振
興
部

箪
笥
町
特
別
出
張
所

継続
コミュニティ推進員の活
動

地域内のコミュニティ事務の
円滑な執行及び地域コミュニ
ティ活動の総合支援を行うた
め。

地域コミュニティの活性化を行うため、
1名を配置し以下の業務を行う。
①地域コミュニティ事業助成に関する
こと。
②地域コミュニティ活動への支援。

地域団体
平成24年4月 事業協力

地域コミュニティの活性化に
向けた総合的な支援を行う
ため設置した。

その他（会計年度任
用職員による活動
支援)

公募

①地域コミュニティ事業助成
に関すること。
②地域コミュニティ活動への
支援。

地域内の各コミュニティ団体の活動支
援と横の連携を円滑に推進していく上
で、潤滑油的な役割を果たし、大きな
効果が出ている。



12/44

令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

67

地
域
振
興
部

箪
笥
町
特
別
出
張
所

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

新小川町灯かりまつり

68

地
域
振
興
部

榎
町
特
別
出
張
所

継続
コミュニティ推進員の活
動

地域内のコミュニティ事務の
円滑な執行及び地域コミュニ
ティ活動の総合支援を行うた
め。

地域コミュニティの活性化を行うため、
1名を配置し以下の業務を行う。
・地域コミュニティ活動への総合支援

地域団体
平成24年4月 事業協力

地域コミュニティの活性化に
向けた総合的な支援を行う
ため設置した。

その他（会計年度任
用職員による活動
支援)

公募
地域コミュニティ活動への総
合支援。

地域住民の地域活動の活性化と地域
課題解決の促進。

69

地
域
振
興
部

榎
町
特
別
出
張
所

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

70

地
域
振
興
部

若
松
町
特
別
出
張
所

継続
コミュニティ推進員の活
動

地域内のコミュニティ事務の
円滑な執行及び地域コミュニ
ティ活動の総合支援を行うた
め。

地域コミュニティの活性化を行うため、
1名を配置し以下の業務を行う。
①地域コミュニティ事業助成に関する
こと
②地域コミュニティ活動への支援

地域団体
平成24年4月 事業協力

地区協議会を含む地域コミュ
ニティの活性化に向けた総
合的な支援を行うため設置し
た。

その他（会計年度任
用職員による活動
支援)

公募

①地域コミュニティ事業助成
に関すること
②地域コミュニティ活動への
支援

地域活動団体が行う地域課題への取組や地
域コミュニティの活性化を図る活動に大きな
役割を担っており、地域コミュニティ事業助成
事務についても円滑に進めることができた。
また、若松地域センター、新宿区社会福祉協
議会、商店街等との調整役となることで、連
携事業を円滑に進めている。

71

地
域
振
興
部

若
松
町
特
別
出
張
所

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

72

地
域
振
興
部

大
久
保
特
別
出
張
所

継続
コミュニティ推進員の活
動

地域内のコミュニティ事務の
円滑な執行及び地域コミュニ
ティ活動の総合支援を行うた
め。

地域コミュニティの活性化を行うため、
1名を配置し以下の業務を行う。
①地域コミュニティ事業助成に関する
こと。
②地域コミュニティ活動への支援。

地域団体
平成24年4月 事業協力

地区協議会を含む地域コミュ
ニティの活性化に向けた総
合的な支援を行うため設置し
た。

その他（会計年度任
用職員による活動
支援)

公募

①地域コミュニティ事業助成
に関すること。
②地域コミュニティ活動への
支援。

コミュニティ推進員の設置により、地域
コミュニティ事業助成事務を円滑に進
めることができている。さらに、地域の
活性化に向けた総合支援の担い手と
して十分に機能している。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

73

地
域
振
興
部

大
久
保
特
別
出
張
所

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

74

地
域
振
興
部

戸
塚
特
別
出
張
所

継続
コミュニティ推進員の活
動

地域内のコミュニティ事務の
円滑な執行及び地域コミュニ
ティ活動の総合支援を行うた
め。

地域コミュニティの活性化を行うため、
1名を配置し以下の業務を行う。
①地域コミュニティ事業助成に関する
こと。
②地域コミュニティ活動への支援。

地域団体
平成24年4月 事業協力

地域コミュニティの活性化に
向けた総合的な支援を行う
ため設置した。

その他（会計年度任
用職員による活動
支援)

公募

①地域コミュニティ事業助成
に関すること。
②地域コミュニティ活動への
支援。

専従の職員を充てることにより、町会、
避難所運営協議会等の地域団体が実
施する地域活動を円滑に進めることが
でき、地域課題への取り組みや、コミュ
ニティの活性化を図る上で、大きな役
割を果たしている。

避難所訓練

75

地
域
振
興
部

戸
塚
特
別
出
張
所

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

76

地
域
振
興
部

落
合
第
一
特
別
出
張
所

継続
コミュニティ推進員の活
動

地域内のコミュニティ事務の
円滑な執行及び地域コミュニ
ティ活動の総合支援を行うた
め。

地域コミュニティの活性化を行うため、
1名を配置し以下の業務を行う。
①地区協議会への支援
②地域コミュニティ活動への支援

地域団体
平成24年4月 事業協力

地区協議会を含む地域コミュ
ニティの活性化に向けた総
合的な支援を行うため設置し
た。

その他（会計年度任
用職員による活動
支援)

公募
①地区協議会への支援。
②地域コミュニティ活動への
支援。

効果：地域住民の交流促進や住民自
身の課題解決に向けた取り組みへの
支援、住民による事業企画へのサポー
ト面等で大きな効果が期待できる。

77

地
域
振
興
部

落
合
第
一
特
別
出
張
所

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

78

地
域
振
興
部

落
合
第
二
特
別
出
張
所

継続
コミュニティ推進員の活
動

地域内のコミュニティ事務の
円滑な執行及び地域コミュニ
ティ活動の総合支援を行うた
め。

地域コミュニティの活性化を行うため、
1名を配置し以下の業務を行う。
①地域コミュニティ事業助成に関する
こと。
②地域コミュニティ活動への支援。

地域団体
平成24年4月 事業協力

地域コミュニティの活性化に
向けた総合的な支援を行う
ため設置した。

その他（会計年度任
用職員による活動
支援)

公募

①地域コミュニティ事業助成
に関すること。
②地域コミュニティ活動への
支援。

町会等の地域活動団体が行う地域課
題への取組や地域コミュニティの活性
化を図る活動に大きな役割を担ってお
り、地域の協働、連携に大きな効果を
あげている。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

79

地
域
振
興
部

落
合
第
二
特
別
出
張
所

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

80

地
域
振
興
部

柏
木
特
別
出
張
所

継続
コミュニティ推進員の活
動

地域内のコミュニティ事務の
円滑な執行及び地域コミュニ
ティ活動の総合支援を行うた
め。

地域コミュニティの活性化を行うため、
1名を配置し以下の業務を行う。
①地域コミュニティ事業助成に関する
こと。
②地域コミュニティ活動への支援。

地域団体
平成24年4月 事業協力

地域コミュニティの活性化に
向けた総合的な支援を行う
ため設置した。

その他（会計年度任
用職員による活動
支援)

公募

①地域コミュニティ事業助成
に関すること。
②地域コミュニティ活動への
支援。

町会等の地域活動団体が行う地域課
題への取組や地域コミュニティの活性
化を図る活動に大きな役割を担ってお
り、地域の協働、連携に大きな効果を
あげている。

81

地
域
振
興
部

柏
木
特
別
出
張
所

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

82

地
域
振
興
部

角
筈
特
別
出
張
所

継続
コミュニティ推進員の活
動

地域内のコミュニティ事務の
円滑な執行及び地域コミュニ
ティ活動の総合支援を行うた
め。

地域コミュニティの活性化を行うため、
1名を配置し以下の業務を行う。
①地区協議会への引継ぎに関する支
援
②地域コミュニティ事業助成に関する
こと。
③地域コミュニティ活動への支援

地域団体
平成24年4月 事業協力

地区協議会を含む地域コミュ
ニティの活性化に向けた総
合的な支援を行うため設置し
た。

その他（会計年度任
用職員による活動
支援)

公募

①地区協議会活動への引継
ぎ業務。
②地域コミュニティ事業助成
に関すること。
③地域コミュニティ活動の支
援。

効果：地域住民の交流促進や住民自
身の課題解決に向けた取り組みへの
支援、住民による事業企画へのサポー
ト面等で大きな効果が期待できる。

83

地
域
振
興
部

角
筈
特
別
出
張
所

継続
新宿区地域コミュニティ
事業助成

区民主体の地域活動団体が
行う、地域全体の課題解決、
安全安心なまちづくり及び地
域交流の促進に向けた取組
みに対して支援を行い、地域
コミュニティの活性化や絆づ
くりを推進していくため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限10万円）

町会自治会
地域団体(協力団体)
ボランティア(個人・団体)
NPO
その他(実行委員会等)

平成30年4月
その他（事
業への助
成）

区の募集に対する相談・申
請

委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

地域コミュニティの活性化、各地域団
体相互の連携・協力体制の強化

左：普通救命講習　　　　　　右：施設見学会

84

東
京
オ
リ
ン
ピ

ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン

ピ

ッ
ク
開
催
等
担
当
部

東
京
オ
リ
ン
ピ

ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン

ピ

ッ
ク
開
催
等
担
当
課

その他
新宿区東京オリンピッ
ク・パラリンピック区民
参画事業助成

東京2020オリンピック・パラリ
ンピック競技大会の気運醸成
に資する自主的な活動に助
成することで、大会が将来に
わたって区民の記憶に残るも
のとするため。

①　助成事業の募集
②　助成事業に関する事前相談と申
請受付
③　審査会の開催
④　交付の可否決定
⑤　助成金の交付（原則、1事業に付き
上限100万円）

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（団体）
ＮＰＯ
その他（実行委員会）

平成31年4月
その他（事
業への助
成）

東京2020大会の開催 委託・助成等 公募

事業の企画・提案（助成事業
の申請）、事業の実施、事業
の振り返り（事業成果報告書
の提出）

東京2020大会の気運醸成
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

85

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
(H29ま
で実
計）

文化体験プログラムの
展開

区民の自主的な文化・芸術
活動を活発化し、地域文化
の活性化を図るため、区内で
活動する文化芸術団体や芸
術家などと連携し、区民が低
廉で気軽に文化芸術が体験
できる機会を提供する。

プログラム内容の検討・決定、講師・会
場等の手配など。

地域団体（協力団体など）

公益社団法人日本芸能実
演家団体協議会ほか

平成18年4月 委託 区と地域団体等との協定等。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
委託・助成等
人員の応援

その他
（事業執行に
相応しい事業
者及び団体）

プログラム企画、講師の選
定、会場の確保等。

（課題）利用率拡大に向けて引続き取
り組む必要がある。

86

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
乳幼児文化体験
（※乳幼児文化体験事
業）

わらべうたのワークショップ等
を通して、文化の香り高い新
宿に誇りを持ち、新宿を"ふる
さと"して自らも地域の一員と
して発信していける人材を育
成するとともに、安心して子
育てをし、生活できる環境を
つくりあげる。

乳幼児を持つ親子を対象としたわらべ
うたワークショップ・舞台劇等の鑑賞。

ＮＰＯ

ＮＰＯ法人あそびと文化の
ＮＰＯ新宿子ども劇場

平成22年4月 委託
協働事業提案制度に基づき
採択。

事業企画への参加
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等
人員の応援

その他（実行
委員会目的
に賛同する
事業者及び
団体）

事業の企画調整・実施。

協働の相手方の専門的なスキル、ノウ
ハウ、ネットワーク等の活用により、参
加者の満足度の高い事業の実施がで
き、事業目的の達成に資することがで
きる。

87

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

実行

継続

新宿フィールドミュージ
アムの充実

新宿のまちの魅力の掘り起こ
しと創造、「私たち区民」の文
化芸術活動の更なる活性化
を図り、「文化芸術創造のま
ち　新宿」を実現する。

協議会による事業の組み立て、ガイド
ブック・ホームページによるイベント情
報の発信、鉄道事業者等へのパブリシ
ティの実施等。

地域団体
ＮＰＯ
その他

文化芸術活動団体、各種
実行委員会、学校、企業
等

平成23年10月

協議会
事業協力
委託

文化芸術振興会議から「文
化月間を設定して、新宿のま
ちが持つ文化的な魅力を集
中的・連続的に発信していく
こと」という提言を受けた。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供

公募
協議会への参加、文化芸術
イベントの実施、広報宣伝協
力等。

文化芸術活動団体に対する活動・発
表の場の拡大、相互の関わりによるシ
ナジー効果の確保、区民の鑑賞の機
会の拡大等、文化芸術振興基本条例
の実効性を高めることができる。

88

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続 染の小道

地場産業である染色関連の
工房が集まる落合・中井を
「染のまち」として根付かせ、
国内外へ広く発信し、集客す
ることで、地域の活性化や染
色業の発展につなげる。

地域住民が主体となり実行委員会を
組織し、企画・運営している染色の催
し。
①妙正寺川の川面に反物を架け渡す
「川のギャラリー」
②商店街の各店舗の軒先に暖簾を飾
る「道のギャラリー」

地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）

「染の小道」実行委員会

平成22年2月 共催 団体からの提案による。

広報ＰＲ面での協力
その他（開催会場と
なる妙正寺川の河
川法の許可申請・占
用料免除申請)

提案・持込
区の役割を除いた事業実施
に係るすべての企画・運営・
経費負担。

染色事業者・鉄道事業者・大学・商工
会等の協力を得て実施された。本事業
に付随した関連イベントも催され、30年
度は３日間の開催期間中に約17,000
人が来場し賑わいを見せた。地域住
民が主体となって企画・運営すること
で、そのネットワークを活かした事業実
施が可能となっており、住民どうしの交
流促進にもつながっている。また、主
催者自身の広報活動に加えて区がパ
ブリシティの協力をすることで、さまざま
なメディアで取り上げられ宣伝効果が
上がっている。

89

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続 大新宿区まつり

区民や来街者の交流を促進
し、『「新宿力」で創造する、
やすらぎとにぎわいのまち』を
創り上げる。

①新宿まちフェス：一般社団法人新宿
観光振興協会が多彩なイベントを開
催。ダンス、映画、グルメなどを通じ
て、新宿のまちがもつ多様性を展開。
（共催）
②ふれあいフェスタ：ＮＰＯ・ボランティ
ア等の区民団体、官公庁等がブース
やステージに出展・出演（主催）

町会自治会
地域団体（協力団体など）
その他

実行委員会等

昭和55年10月
実行委員
会・協議会

伝統ある２つの主要な区民ま
つりにおいて、新宿の魅力を
発信するため、区民団体や
区内事業所等と区が連携し
てイベントを実施してきた。

事業企画への参加
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等
人員の応援

その他（実行
委員会目的
に賛同する
者及び各種
団体）

事業の企画調整・実施。

事業者のアイディアや、専門的なスキ
ル・ノウハウの活用により、区民にとっ
て満足度の高いイベントが実施可能と
なる。

90

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
「私たち区民」を基本と
した文化芸術活動の可
視化・顕在化

区内で行われている文化芸
術活動を可視化・顕在化する
ことにより、文化芸術振興基
本条例（以下、条例）で規定
する「私たち区民」を基本とし
た着実な文化芸術振興を発
信する。

文化芸術振興に関する事業につい
て、後援・共催名義の使用承認を積極
的に行い、広報新宿・区ホームページ
のイベントカレンダー等を活用して文
化芸術活動の紹介を行う。

地域団体（協力団体など） 平成22年4月
その他（情
報発信）

条例制定と総合計画に掲げ
る「文化芸術創造のまち新
宿」の実現を図るため。

広報ＰＲ面での協力 提案・持込
自主的な文化芸術活動の展
開、及び区民等への文化芸
術に触れる機会の創出。

区の文化芸術活動について、文化芸
術活動団体等の多様な主体がイベント
を実施するとともに、行政はその活動
の情報発信等、側面支援することで、
区の文化芸術振興を進めることができ
る。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

91

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
夏目漱石記念施設整
備基金積立金

漱石山房記念館の資料収集
等に役立て、区民の地域へ
の愛着の誇りを育むととも
に、区の文化発信や観光・交
流の拠点として活用するた
め。

夏目漱石記念施設整備基金への寄
付。

その他
（夏目漱石記念施設整備
基金への寄付者）

平成25年7月
その他
（基金への
寄付）

夏目漱石記念施設整備基金
への寄付。

その他（基金設置）
その他（任意
の寄付）

夏目漱石記念施設整備基金
への寄付。

夏目漱石記念施設整備基金を設置す
ることで、新宿区のみならず全国の漱
石愛好家や文化振興に理解のある企
業等が、寄付という形で本事業に参画
できる。今後もイベント等で広く周知を
行っていく。

92

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
漱石山房記念館の管
理運営

夏目漱石終焉の地におい
て、夏目漱石が晩年を過ごし
た旧居「漱石山房」を再現し
公開するとともに、夏目漱石
の作品や功績を広く発信をし
ていくことにより、地域の文化
や歴史に対する区民の愛着
と誇りを育み、もって地域文
化の振興と発展に資する。

漱石山房記念館ガイドボランティアに
よる展示解説等を行う。

ボランティア
（漱石山房記念館ガイドボ
ランティア）

平成29年9月 事業協力 漱石山房記念館の開館。 事業企画への参加 提案・持込
施設の魅力向上、来館者増
大。

利用者サービスの向上ができ、来館者
の獲得につながる。

93

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
林芙美子記念館の管
理運営

小説家林芙美子が建てた住
居を公開し、直筆原稿や愛
用品等を展示し、郷土の記
憶として共有・継承すること
で、区民の文化の向上及び
文化の発展に寄与する。

林芙美子記念館ガイドボランティアに
よる展示解説等を行う。

ボランティア（個人・団体）

林芙美子記念館ガイドボラ
ンティア

平成4年3月 事業協力 林芙美子記念館の開館。 事業企画への参加 提案・持込
施設の魅力向上、来館者増
大。

利用者サービスの向上ができ、来館者
の獲得につながる。

94

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
佐伯祐三アトリエ記念
館の管理運営

洋画家、佐伯祐三のアトリエ
を一般に公開するとともに、
佐伯祐三に関する様々な情
報を発信することで、地域の
文化や歴史に対する区民の
愛着と誇りを育み、地域の文
化の振興と発展に寄与する。

落合アトリエ記念館ガイドボランティア
による展示解説等を行う。

ボランティア（個人・団体）

落合アトリエ記念館ガイド
ボランティア

平成22年4月 事業協力
佐伯祐三アトリエ記念館の開
館。

事業企画への参加 提案・持込
施設の魅力向上、来館者増
大。

利用者サービスの向上ができ、来館者
の獲得につながる。

95

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
中村彝アトリエ記念館
の管理運営

洋画家、中村彝のアトリエを
記念館として整備・保存し、
施設の公開による活用・情報
発信を行うことで、地域の文
化や歴史に対する区民の愛
情と誇りを育み、地域文化の
振興と発展に寄与する。

落合アトリエ記念館ガイドボランティア
による展示解説等を行う。

ボランティア（個人・団体）

落合アトリエ記念館ガイド
ボランティア

平成25年3月 事業協力
中村彝アトリエ記念館の開
館。

事業企画への参加 提案・持込
施設の魅力向上、来館者増
大。

利用者サービスの向上ができ、来館者
の獲得につながる。

96

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
地域文化財の発掘及
び発信

平成23年度に創設された地
域文化財制度に基づき、地
域で守られてきた文化資源を
掘り起し、専門的な調査や文
化財保護審議会からの意見
聴取を経て、区地域文化財
に認定する。

地域文化財の候補となる文化資源の
掘り起こし。

ボランティア
（文化財協力員）

その他
（個人・団体・企業等）

平成23年4月
情報提供・
交換

新宿区地域文化財制度の創
設。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力

公募
その他（広く
一般からの情
報提供や申
出）

地域文化財の候補となる文
化資源の掘り起こし、情報提
供、申出。

地域で守られてきた文化資源に関して
は、古くから知られていた社寺等の文
化財とは異なり、地域に根ざした情報
の掘り起しが不可欠である。こうした情
報の掘り起こしには、文化財協力員や
地域住民からの情報提供が、極めて
有効である。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

97

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続

文化財協力員(区民ボ
ランティア)による区内
の文化資源調査等の
実施

区民ボランティアである文化
財協力員の参画を得て、区
内の文化資源の掘り起こし
や、文化財の保存や普及・活
用等を推進する。

区内の文化資源の掘り起こし、文化財
や現地標示の現況調査、文化財調査
や公開事業等の補助。

ボランティア（個人・団体）

文化財協力員
平成17年4月 その他

04事業「区民とすすめる文化
財ガイドの養成」。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
会議作業場所提供
その他

公募

区との協議により決定された
各年度の活動計画に沿っ
て、区内の文化資源の掘り
起こし、文化財や現地標示
の現況調査、文化財調査や
公開事業等の補助等の事業
に参加する。

区民共有の財産である文化財を、区民ボラン
ティアである文化財協力員とともに保護及び
普及・活用を進めていくことは、区民に文化
財を通じて地域への愛着を深めてもらうという
観点から重要な事業である。また、地域に根
ざした情報の収集という観点からも有効な事
業と考えられる。一方、区の歴史・文化事業
の企画・運営を行う公益財団法人新宿未来
創造財団の新宿歴史博物館にも区内の文化
財や郷土資料の普及を担うガイドボランティ
アがおり、双方を兼務する人も多いことから、
役割分担や連携についても視野に入れなが
ら、より活動実態に即した展開をしていくこと
が求められる。

98

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
新宿歴史博物館の管
理運営

新宿の歴史・文化資源を「ま
ちの記憶」として多くの人々と
共有し、未来へ継承していく
ため、資料の収集・保存・調
査・研究、情報発信や展示
公開等を行う。

文化芸術活動団体、企業等と連携し、
展示会や講座、講演会等を実施する。
博物館ボランティアによる展示解説等
を行う。

地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
民間企業、他自治体
博物館ボランティア

平成元年1月 事業協力 新宿歴史博物館の開館。 事業企画への参加 提案・持込 博物館のPR、来館者増大。
多様な事業の開催ができ、来館者の
獲得につながる。

99

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続 ミニ博物館の充実

区内に所在する文化資源及
び地場産業・伝統工芸等の
現場をミニ博物館として整備
し、区民の身近な文化遺産と
して公開する。

ミニ博物館の設置・運営・利用。
その他
（ミニ博物館設置者・運営
者・利用者）

平成3年4月
その他
（設置・運
営・利用）

ミニ博物館の設置。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

公募 ミニ博物館の設置、運営。

民間の保有する文化資源や産業資産
をミニ博物館として整備・公開してもら
うことで、新宿区域にある多様な文化
遺産を、現地で所有者・経営者等の手
によって周知・公開を行うことで、民間
活力を取り入れた協働・連携による文
化行政を推進することができる。

100

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
一般社団法人新宿観
光振興協会への事業
助成

一般社団法人新宿観光振興
協会(以下「協会」)という。)の
行う情報発信等の観光事業
に対する助成。

観光情報の発信、イベントの開催等の
区として推進すべき観光振興事業に
ついて、補助金等を支出している。協
会において、観光情報誌の作成、ホー
ムページの運営等の事業を企業・学
校・商店街・地域団体等の協力の下、
実施している。
また、区補助金等を充当していない
が、例年、協会主催・区共催におい
て、実行委員会の分担金や企業から
の協賛金等により「新宿御苑・森の薪
能」及び「新宿まちフェス（旧新宿芸術
天国）」を実施している。区はイベント
に対し、広報宣伝や当日従事等の協
力をしている。

その他
（一般社団法人新宿観光
振興協会）

平成26年4月

共催
実行委員
会・協議会
事業協力
委託
情報提供・
交換
その他（補
助金交付
による観光
事業推進）

官民協力のもと観光振興に
取り組む目的で、平成２６年
４月に協会を設立した。

広報ＰＲ面での協力
助成等
人員の応援

その他

協会において、観光振興事
業の実施に際しては、会員
企業を始め、地域の百貨店・
大規模商業施設・鉄道事業
者・商店街・学校等と連携し
て行っている。
（企業等と協働で観光情報
誌を作成。企業等と実行委
員会を組織し、主催イベント
の企画・運営・実施。他団体
の主催イベントに大学と連携
して企画・出展等。）

協会の実施する観光振興事業に対
し、助成等を行い、協会のもつ会員企
業を始めとする、民間事業者や学校、
地域団体とのネットワークを活用した新
規性の高いさまざまな観光事業の展開
が可能となっている。区直営では実現
しえなかった産学との連携が図れ、魅
力的なコンテンツの観光事業が可能と
なった。今後は、協会において、さらに
協力団体の裾野を広げていけるとよ
い。

101

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
新宿区文化芸術振興
会議の運営

区の文化芸術の振興に関す
る基本的事項について調査
審議するため。

区内の文化芸術活動等を持続的・継
続的に促進していくために、文化芸術
活動等の調査検討を行う。

地域団体（協力団体など）
その他（文化芸術振興会
議委員）

平成22年9月
情報提供・
交換

新宿区文化芸術振興基本条
例第１７条による新宿区文化
芸術振興会議の設置。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
会議作業場所提供

その他（区民
委員は公募）

諮問事項の審議。 区政への区民意見の反映。

102

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
新宿文化センターの管
理運営

新宿区における文化芸術活
動の拠点として、区民や文化
芸術団体に参加・体験・鑑賞
の場を提供し、文化芸術の
振興及び区民の文化の向上
及び発展に寄与する。

区民ニーズに沿った文化芸術団体、
民間企業等と連携し、公演やコンサー
ト等を実施する。

その他（指定管理者） 平成18年4月 委託
指定管理者制度が導入され
たことによる。

連携・協力の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

その他

指定管理者として施設を管
理運営するとともに、文化芸
術振興のための事業を実施
する。

利用者サービスの向上ができ、稼働率
の向上につながる。また、区の文化芸
術振興に寄与することができる。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

103

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

実行

その他

無料公衆無線ＬＡＮ環
境の整備

区内の公共的空間で訪日外
国人旅行者や国内旅行者
が、区内の観光情報を容易
に入手できるよう、アクセスポ
イントを整備する。これにより
利便性を高めるとともに、区
内での回遊性を向上させるこ
とを目的とする。

アクセスポイントの運用、観光情報（コ
ンテンツ）の管理。

地域団体（新宿観光振興
協会）
その他（東日本電信電話
株式会社・エヌ・ティ・ティ・
ブロードバンドプラット
フォーム株式会社）

平成２８年４月
事業協力
委託

新宿クリエイターズフェスタ協
賛において、相手方からの
提案があったため。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
委託・助成等
人員の応援

提案・持込

新宿観光振興協会：地域や
企業の枠組みを超えた「ＡＬ
Ｌ新宿」の取組みを活かした
新宿の観光情報（コンテン
ツ）の提供。
ＮＴＴグループ：光回線やア
クセスポイントの提供、技術
的助言。

（課題）訪日観光客への周知力強化。

104

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
観光関連団体との事業
連携・情報交換

新宿の持つ歴史・文化・産
業・人材等の多様な資源を
活用することにより、国際性・
多様性等の区の強みや魅力
を積極的に区内・外に発信
し、観光により地域活性化を
図る。

・新宿御苑 森の薪能・・・新宿御苑で
能の公演を行う。

地域団体（一般社団法人
新宿観光振興協会）

平成26年9月 共催

区内の国民公園である新宿
御苑では、一般に公演での
利用は禁じられているが、区
が森の薪能の実行委員会に
加入し、共催することにより、
新宿御苑の利用が可能とな
り、御苑の幽玄な雰囲気の
中で、伝統芸能である能の
公演を行うという、地域の要
望が実現した。

広報ＰＲ面での協力
人員の応援

提案・持込
協賛企業・協力企業の募集
及び連絡調整。
事業企画および運営。

新宿御苑での能の公演という特別な内
容から、多くの方に足を運んでいただ
いている。平成30年度からは、野外で
公演できない場合には新宿文化セン
ターを活用するとし、雨天時等の代替
措置の課題解決に取り組んでいる。

105

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

継続
新宿クリエイターズ・
フェスタの開催

①アートを通して新宿の魅力
づくり、イメージアップを図り、
新たな賑わいと活力づくりに
取り組む。
②新宿駅周辺の公共の空
間・施設、民間施設等を活用
し、様々なアートイベントを開
催することで、区民及び来街
者が文化・芸術に触れる機
会を提供する。
③イベントを通して、多くの
アーティストに発表・発信の
場を提供する。

地元商店街振興組合、特別協賛企業
役員の代表者に、区も加わり実行委員
会を組織し、アートイベントを企画・開
催する。
①著名アーティストによる作品展
②子ども参加型のアート体験プログラ
ム
③学生による作品展やイベント
④アーティストと協賛企業とのコラボ
レーションなどによる、まちなかアート
展示

地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人）
ＮＰＯ
その他（アーティスト、地元
商店街振興組合、協賛・協
力企業、大学・専門学校
等）

平成23年10月

実行委員
会・協議会
事業協力
委託
情報提供・
交換

歌舞伎町ルネッサンスの目
指す「新たな文化の創造・発
信」「賑わいづくり」を進める
ため、多様な文化・芸術を育
む新宿の遺伝子を活かした
アートイベントを、官民一体と
なって開催したいという区の
呼び掛けに対し、まちの再生
に向けた取り組みを進めてき
た関係各団体が応じたこと。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援
その他（会計管理）

その他（アー
ティストは継
続参加または
提案、協賛企
業は継続また
は新規開拓）

・実行委員会：フェスタの企
画や予算・決算等の協議。
・協賛・協力企業：協賛金の
拠出、会場・備品の提供。
・アーティスト：アート作品の
制作・展示。
・イベントの企画・運営。
・スタッフ従事。
・広報宣伝。

9回目の開催となり、観覧者数やイベン
ト数も増え、夏の一大アートイベントと
して定着しつつある。
今後も引続き、ＰＲ効果が高い新宿の
立地を活かし、より多くの民間企業の
協力を募るとともに、話題性のあるイベ
ントを企画・運営し、周知していくことが
課題である。

106

文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

実行

継続

歌舞伎町ルネッサンス
の推進（ＴＭＯの運営
支援）

歌舞伎町ルネッサンスの目
指す「誰もが安心して楽しめ
るまち」の実現に向け、歌舞
伎町タウン・マネージメント（Ｔ
ＭＯ）が進めるまちづくりを支
援する。

歌舞伎町タウン・マネージメントは、地
元町会・商店街振興組合、民間事業
者、警察・消防等の関係機関により構
成されており、歌舞伎町ルネッサンス
が掲げる目標を実現するため、情報発
信事業、地域活性化事業、安全・安心
事業、まちづくり事業を、官民一体と
なって実施しています。

その他（歌舞伎町タウン・マ
ネージメント（ＴＭＯ））

平成20年4月

実行委員
会・協議会
事業協力
情報提供・
交換
その他（後
援）

平成17年1月に歌舞伎町ル
ネッサンス協議会が発足し、
歌舞伎町を再生する取り組
みが地元商店街・町会・事業
者の中から始まった。まちづ
くりを効果的に進めるための
活動主体として、ＴＭＯの発
足が必要とされた。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援

その他

歌舞伎町を「誰もが安心して
楽しめるまち」へ再生するた
めに、情報発信事業、地域
活性化事業、安全・安心事
業、まちづくり事業を実施す
る。

ＴＭＯが、歌舞伎町を再生するために
地元商店街・町会・事業者など関係機
関が実施する取組みを取りまとめ、相
互につなげる役割を果たすことで、歌
舞伎町ルネッサンスに向けたまちづく
りがより効果的・効率的に実施できて
いる。
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文
化
観
光
産
業
部

文
化
観
光
課

実行

継続

歌舞伎町活性化プロ
ジェクトの展開（公共空
間・施設等の活用）
 ※旧四谷第五小学校
を拠点とした吉本興業
グループ東京本部との
連携を含む。

地元・事業者、歌舞伎町タウ
ン・マネージメント、関係行政
機関等、様々な活動主体と
連携・協力しながら、まち全
体から、年間を通した「賑わ
いの創出」と「新たな文化の
創造・発信」を進めることで、
歌舞伎町ルネッサンスの目
指す「エンターテイメントシ
ティ」を実現する。

歌舞伎町タウン・マネージメントや地元
商店街振興組合・町会のほか、事業者
等が実施する各種イベントの企画立案
や事業実施の支援、及びイベント会場
や会議室等の確保などを行う。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
NPO
その他（歌舞伎町タウン・マ
ネージメント、歌舞伎町商
店街振興組合、歌舞伎町
二丁目町会、事業者等）

平成17年1月

実行委員
会・協議会
事業協力
情報提供・
交換
その他（後
援）

地元商店街振興組合・町
会、事業者等が、「エンター
テイメントシティ・歌舞伎町」
の実現に向け、公共空間・施
設等でのイベントを開催した
いとの要望が出てきたため。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等

その他

歌舞伎町タウン・マネージメ
ントを中心として、地元商店
街振興組合・町会、事業者、
関係行政機関等がそれぞれ
の立場で役割分担し、歌舞
伎町の活性化に資する取組
みを実施する。

令和元年度は、ゴジラロードやシネシ
ティ広場、区立大久保公園等の公共
空間・施設等で開催した各種イベント
に、年間約47万人が歌舞伎町に訪れ
ており、着実に賑わい創出の成果が出
ている。
また、シネシティ広場は、平成30年12
月に国家戦略特区に認定され、令和
元年11月には東京都屋外広告物条例
の特例が認可された。今後もTMOを中
心として、地元商店街振興組合・町
会、事業者と協力し、歌舞伎町ルネッ
サンスを推進していく。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

108

文
化
観
光
産
業
部

産
業
振
興
課

継続 産業振興会議の運営

区長の附属機関として、産業
振興会議を開催し、産業振
興をより一層推進するととも
に、効果的・効率的に施策を
実施していくための検討を行
う。

産業振興施策の検討、区長への報
告。

その他（学識経験者,区民,
事業者,商店会,産業経済
団体,金融機関,教育機関）

商店会連合会,染色協議
会,印刷・製本関連団体協
議会,東京商工会議所,東
京三協信用金庫/西京信
用金庫,早稲田大学

平成23年8月
その他（審
議会）

区の産業振興に関する基本
的な考え方を示す新宿区産
業振興基本条例を平成２３
年４月１日に施行し、この条
例の規定に基づく区長の附
属機関として開始した。

情報収集
行政情報提供

公募
その他（団体
推薦）

会議への出席、意見交換、
報告書作成等。

産業振興施策の有効性について意見
を頂き、現行施策の改善につながっ
た。
今後は、更に実行性の伴った議論が
求められる。

109

文
化
観
光
産
業
部

産
業
振
興
課

継続
産業コーディネーター
の活用

産業振興施策における各種
事業間の連携、産業関係者
の相互交流を促すなど産業
コーディネート機能を十分に
発揮できるように具体的な提
案及び取り組みへの補完を
行う。

産業振興施策等の実施及び改善に関
する提案。
各事業の審査会委員として参加。

その他（学識経験者） 平成15年4月
その他（委
嘱）

平成１５年７月３０日に、新宿
区は立教大学と区内産業の
活性化、新産業の創造等の
地域産業の発展を目的とし
た協定を締結したこと。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供

その他（紹
介）

産業振興施策における各種
事業間の連携、産業関係者
の相互交流を促すなど産業
コーディネート機能を十分に
発揮できるように具体的な提
案及び取り組みへの補完を
行うこと。

効果…専門的知識や経験に基づく各
審査会における採択・成果検証等や
具体的提案に基づく産業振興施策の
実現。

課題…時代・環境変化に伴い、コー
ディネーターを刷新していく必要があ
る。

110

文
化
観
光
産
業
部

産
業
振
興
課

継続
地場産業団体の展示
会等の支援

地場産業団体の事業経費助
成により、地場産業の活性化
を図ることを目的とする。

地場産業団体が自主的に行う展示会
等の事業実施の助成を行う。

地域団体（協力団体など）

新宿区染色協議会、一般
社団法人新宿区印刷・製
本団体協議会

平成17年4月 事業協力

昭和52年に染色、印刷・製
本業を地場産業と位置付
け、地場産業のPR、振興を
目的とした催しを区主催で実
施し、地場産業団体に協力
または共催で実施していた。

行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

その他（地場
産業団体）

自主事業として企画立案し、
実施する。

区の助成、情報提供等により、意義の
ある事業を実施することが可能となっ
ているが、団体構成員の減少と時代の
ニーズに合わせた事業の在り方が課
題。

111

文
化
観
光
産
業
部

産
業
振
興
課

その他
生鮮三品小売店活性
化事業

生鮮三品業界の自主的な取
り組みを支援し、小売店の活
性化と区民の消費生活の充
実を図る。

連絡会運営支援、魚のおろし方教室
の実施、会員への研修。

その他（業界団体）

新宿区生鮮三品小売店連
絡会

平成9年4月 事業協力

産地直送販売奨励事業補助
金の終了に伴い新宿区生鮮
三品特販組合（現・生鮮三品
小売店連絡会）が設立され、
組合事務所を区（産業振興
課）に置いたことによる。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会場作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等

その他（過去
からの経緯に
よる）

魚のおろし方教室の材料等
準備、講師。

連絡会の自主的な取り組みを支援す
ることで、小売店が活性化し、区民の
消費生活の充実につながっている。

112

文
化
観
光
産
業
部

消
費
生
活
就
労
支
援
課

継続 消費者講座

消費者教育の一環として、学
習の場を提供し、消費者の
権利を自覚した「かしこい消
費者」を育成するために実施
する。

消費者講座を年８回開催（うち６回は
連続講座「消費者大学」を実施）。ただ
し令和２年度は新型コロナにより中止。

地域団体（協力団体など）

新宿区消費者団体連絡会
平成20年4月 委託 区からの提案。

広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等

その他（業者
指定）

事業の企画調整・実施。

消費者団体の専門性を活かし、より消
費者のニーズに即した講座を実施でき
る。
また、講座の準備、実施を通じて団体
活動の活性化を図ることができる。

113

文
化
観
光
産
業
部

消
費
生
活
就
労
支
援
課

継続
消費生活展
（消費生活シンポジウ
ム）

消費者団体の日頃の学習や
活動成果を発表する場とし
て、消費生活展を開催する。
また、区民に対し消費生活に
関する情報提供や普及啓発
を行い、消費者としての意識
の向上を図る。

イベントの企画調整・実施。

地域団体（協力団体など）

消費者団体・グループ
（新宿区消費者団体連絡
会、その他推薦・公募団
体）

平成19年4月
実行委員
会・協議会

区からの提案、団体からの推
薦、公募。

事業企画への参加
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等

公募
その他（区か
らの提案、団
体からの推
薦）

消費者団体の研究成果を、
区民に広く情報提供すること
で、消費生活に関する知識
を深めることができる。また、
区が活動発表の場を提供す
ることで、団体の自主的な活
動の活性化を図ることができ
る。

消費者団体の研究成果を、区民に広
く情報提供することで、消費生活に関
する知識を深めることができる。また、
区が活動発表の場を提供することで、
団体の自主的な活動の活性化を図る
ことができる。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

114

文
化
観
光
産
業
部

消
費
生
活
就
労
支
援
課

継続
消費生活地域協議会
の運営

消費者教育及び消費者安全
の確保など消費者支援を推
進するとともに、効果的・効率
的に施策や事業を実施して
いくための協議を行う。

消費者教育及び消費者安全の確保な
ど消費者支援施策の検討。

社会福祉協議会
町会自治会
地域団体（協力団体など）
その他（学識経験者,弁護
士,公募区民,商店会,教育
機関,福祉機関）

平成27年7月
実行委員
会・協議会

平成24年施行の消費者教育
の推進に関する法律に基づ
く消費者教育推進地域協議
会として設置した。

連携・協力の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供

公募
その他（団体
推薦）

会議への出席、意見交換
等。

効果的な消費者教育の推進、及び消
費者安全の確保の推進について、関
係機関と意見交換を行うことにより、連
携の強化及び施策の推進を図ることが
できる。

115

文
化
観
光
産
業
部

消
費
生
活
就
労
支
援
課

継続 消費者情報の提供

「かしこい消費者」を育成する
ため、商品・サービスをはじ
めとした消費生活に関する情
報提供を行うと同時に、消費
者としての知識を啓発し、消
費生活の安定向上に寄与す
る。

消費生活情報誌「くらしの情報」の紙
面づくり。

その他（新宿区消費者団
体連絡会）

不明 その他

消費者団体の自主的な活動
を促進するとともに、その活
動をＰＲし、消費者活動を行
う区民の拡大を図るため。

広報ＰＲ面での協力 その他
消費生活情報誌「くらしの情
報」の紙面づくり。

消費者団体の自主的な活動を促進す
るとともに、その活動をＰＲし、消費者
活動を行う区民の拡大を図ることにつ
ながっている。

116

文
化
観
光
産
業
部

消
費
生
活
就
労
支
援
課

その他
消費者活動事業助成
等

消費者団体の健全かつ自主
的な活動を促進するととも
に、消費者活動を行う区民の
拡大を図ることを目的とする。

①消費者団体等が行う公益性のある
事業に、その費用の３分の２の範囲内
で助成する消費者活動促進等事業助
成（8月実施、11月予定）。
②一般消費者向けバス見学会(令和２
年度は新型コロナの影響により中止)。

その他（新宿区消費者団
体連絡会、区内消費者団
体）

平成１９年４月
共催
事業協力

消費生活バス見学会などを
協働して行うことにより、より
多くの区民に啓発活動がで
きるため。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援
その他

公募
その他（業者
指定）

消費者団体の研究成果を、
区民に広く情報提供すること
で、消費生活に関する知識
を深めることができる。また、
区が活動発表の場を提供す
ることで、団体の自主的な活
動の活性化を図ることができ
る。

消費者団体の研究成果を、区民に広
く情報提供することで、消費生活に関
する知識を深めることができる。また、
区が活動発表の場を提供することで、
団体の自主的な活動の活性化を図る
ことができる。

117

文
化
観
光
産
業
部

消
費
生
活
就
労
支
援
課

継続 消費生活相談

消費生活相談室を設置し
て、消費生活相談員が消費
生活全般にわたる苦情、相
談に対して助言、情報提供、
相手方事業者とのあっ旋交
渉を行うほか、法律的観点か
らの弁護士による来所相談も
実施している。また、悪質商
法被害の早期発見、被害の
回復、二次被害防止に主眼
を置いた悪質商法被害防止
支援事業を行っている。

「新宿区悪質商法被害防止ネットワー
ク」を構築し、被害の通報、周知、予防
活動を行う。

その他（関連相談機関、区
内介護事業者等）

平成１７年１０
月

情報提供・
交換

関係機関が連携することによ
り、悪質商法被害防止に効
果的に取り組むことができる
ため。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供

その他
悪質商法被害の区への情報
提供、区民への注意喚起。

関係機関との連携で、悪質商法の被
害者の早期発見ができ、今まで消費
生活相談することの無かった方が相談
につながるようになった。また、悪質商
法の事例を情報提供することで、関係
機関の対応が迅速になった。

118

文
化
観
光
産
業
部

消
費
生
活
就
労
支
援
課

継続
消費生活センター分館
の施設利用

各会議室等を、消費者団体
の自主的活動や消費者活動
を目的とした学習等の場とし
て提供し、消費者の安全で
安心な消費生活を支援する
ために必要な情報を提供す
るコーナーを設置する。

利用者懇談会での情報交換・意見交
換。情報提供コーナーでの消費者団
体作成資料の展示。

その他（新宿区消費者団
体連絡会、区内消費者団
体、地域住民）

平成２１年４月
（センター機能
が移転し、分
館となる）

情報提供・
交換

利用者懇談会で消費者団体
連絡会や地域住民と情報交
換・意見交換を行い、より利
用しやすい施設づくりを目指
すため。消費生活に関する
情報を広く周知するため。

情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供

公募
その他

施設を利用する立場からの
意見を述べることで、施設利
用の改善ができる。
消費者団体の活動の成果を
展示することで、消費生活に
関する情報を広く周知するこ
とができる。

異なる立場からの意見を交換すること
で、施設の改善ができる。

119
福
祉
部

地
域
福
祉
課

継続
新宿区民生委員児童
委員協議会（各種団体
への事業助成）

新宿区民生委員・児童委員
協議会研修補助金

福祉団体の円滑な事業の推進を図る
ための研修等事業助成。

その他
(新宿区民生委員・児童委
員協議会)
(各地区民生委員・児童委
員協議会（１０地区）)

令和2年
昭和44年

その他（研
修補助）

地域と行政との要として活動
するため、民生委員・児童委
員の資質と専門性を高める
必要があるため。

委託・助成等
その他（区民
児協及び各
地区民児協）

　区民児協又は各地区民児
協が企画実施する自主研修
において、民生委員・児童委
員の資質の向上と委員同士
の連携・親睦を図ること。

民生委員・児童委員の資質の向上が
図られている。



21/44

令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

120
福
祉
部

地
域
福
祉
課

継続
高齢者在宅サービスセ
ンターの管理運営

介護保険法に基づく通所介
護事業が適切・効果的に行
えるよう、高齢者在宅サービ
スセンターの管理運営を行
い、介護を要する在宅の高
齢者及びその家族への福祉
向上を図る。

指定管理者によるボランティアの受入
れ。

社会福祉協議会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）

平成10年4月
(百人町高齢
者在宅サービ
スセンター)

事業協力
その他（ボ
ランティア）

社会福祉協議会ボランティア
センターからの紹介（介護支
援等ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾎﾟｲﾝﾄ事業を
含む）や指定管理者が運営
する他施設からの紹介。

連携・支援の仕組み
作り

その他（社協
ボランティア
センターから
の紹介）

行事等では、演奏、舞踊、手
品等の披露等。
日常活動では、利用者への
お茶だしや、話し相手（傾
聴）等。

　地域の施設として、区民の方にやり
がいのある活躍の場を提供すること
で、区民の方の生きがいづくりに役
立っている。それが利用者サービスの
向上を図ることにもつながっている。
　より多くの方の活躍の機会を創出し、
利用者との社会的交流の場を地域に
還元できるように、どのような形でボラ
ンティアと協働を進めていくか更に検
討していく必要がある。

121
福
祉
部

障
害
者
福
祉
課

継続
障害児等タイムケア事
業

障害児（小・中・高校生）を対
象とした放課後等の日中活
動支援

障害児支援にノウハウを持つ社会福
祉法人に対し、安定した運営が確保で
きるよう運営経費の一部を補助する。

地域団体（協力団体など）

社会福祉法人新宿あした
会

平成19年4月 事業協力
障害児の保護者、その保護
者が組織する団体からの放
課後支援の要望。

会議作業場所提供
委託・助成等

提案・持込 障害児支援事業の実施

障害児等の放課後・学校長期休業中
の日中活動の場の提供や、交友範囲
の拡大と社会生活上のマナーの習
得、常時介護する保護者の休息の効
果がある。

122
福
祉
部

障
害
者
福
祉
課

継続 自発的活動支援

障害者の自立と社会参加を
促進する自主活動を援助す
るため助成金を交付し、障害
者福祉の増進を図る。

区内に住所を有する障害者のために
次の各号のいずれかに該当する事業
を行うものに助成金を交付する。
①学習及び研修事業　②調査研究事
業　③福祉教育及び啓発事業　④福
祉器具及び福祉器材の開発、整備等
に関する事業　⑤他の模範となる事業
⑥その他区長が認めた事業

その他
（新宿区協働支援会議委
員のうち１名）

平成25年4月

その他（配
分委員会
の外部委
員を依頼）

助成金配分委員会に、外部
委員１名を加えたこと

広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

その他（地域
コミュニティ課
長に推薦依
頼）

助成金配分委員会の外部委
員として、申請事業に助成金
を交付できるかを協議する。

平成２４年度より助成金配分委員会に
新宿区協働支援会議委員のうち１名を
加えることによって、助成金交付の協
議について、より公平性が保たれること
となった。

123
福
祉
部

障
害
者
福
祉
課

継続
実行

こころのバリアフリーの
促進

障害のある方と障害のない方
との相互理解を深め、こころ
のバリアフリーを促進するた
め、障害者週間（１２月３日～
９日）を中心に啓発事業を開
催する。

障害者週間のうち２日間、新宿駅西口
広場イベントコーナーにおいて、障害
者が制作した作品を販売・展示する障
害者福祉施設共同バザール・障害者
作品展を行う。同時に障害への理解を
深めるためのイベントを開催する。ま
た、ギャラリーオーガードみるっくでも
障害者作品展を約１か月間開催する。
共同バザール・障害者作品展は、参
加施設・サークルで構成される実行委
員会で実施運営し、実務については
新宿区勤労者・仕事支援センターに委
託する。

地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
NPO
その他（協力企業）

区内障害者福祉施設、㈱
ファミリーマート、㈱ＥＣＡ、
新宿区勤労者・仕事支援
センター、新宿区社会福祉
協議会

平成18年12月

実行委員
会・協議会
事業協力
委託
情報提供・
交換

障害理解を促すためには、
当事者からの発信が必要と
の考えに基づき、実行委員
会形式となった。協力企業に
ついては、趣旨に賛同した
企業からの提案による。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等
人員の応援

提案・持込
その他（区内
障害者福祉
施設等の有
志を募集）

新宿区勤労者・仕事支援セ
ンター：イベント当日までの
実務を業務委託
共同バザール実行委員会：
共同バザール・障害者作品
展の企画運営
社会福祉協議会：広報ＰＲ面
での協力
協力企業：役務、物品、金券
等の提供

参加団体で組織される実行委員会で
の運営により、障害当事者が主体的に
活躍する場を創出できる。また、民間
企業の協力を得ることで一般来場者の
集客増が可能となる。障害当事者に
とっても社会的関わりを広げることによ
る活動の意欲増進につながる。

124
福
祉
部

障
害
者
福
祉
課

継続
視覚・聴覚障害者支援
事業

視覚障害者又は聴覚障害者
等の地域生活の円滑化と社
会参加の向上を図る。

新宿区社会福祉協議会の１階にある
視覚・聴覚障害者交流コーナーの運
営を委託している。

社会福祉協議会 平成24年4月 委託

障害者への支援に精通し、新宿
区登録手話通訳者連絡会を育成
してきた新宿区社会福祉協議会
が事業を受託し実施することで、
視覚・聴覚障害者への実態に
あった、効果的なサービスを実施
できるため。また、本事業は新宿
区社会福祉協議会１階の視覚障
害者交流コーナー・聴覚障害者
交流コーナーで行うため、新宿区
社会福祉協議会が運営・管理す
るに相応しいため。

委託・助成等
その他（特命
随意契約）

(1)障害者の交流の場の運営
(2)代読・代筆等サービス
(3)インターネット情報検索等
(4)相談、助言、情報提供
サービス
(5)講座・講習会の開催及び
開催支援
(6)運営委員会の開催支援

社会福祉協議会の持つネットワークを
活用し、グループ活動の誘致や支援
員の協力を得ており、利用者も増加し
ている。今後とも協働を推進し、利用
者にとって有意義なコーナーとなるよう
取り組んでいく。

125
福
祉
部

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課

継続 いきいきハイキング

野山等を散策することによ
り、高齢者の体力の保持増
進と健康に対する意識の高
揚を図り、あわせて参加者相
互のふれあいを促すことを目
的とする。

区内在住の６０歳以上の歩行等健康
に自信のある高齢者を東京近県の秋
の野山等にお誘いし、ハイキング等を
行う。

ＮＰＯ法人　新宿区ウォー
キング協会

ＮＰＯ法人新宿区レクリ
エーション協会

昭和46年度 委託

日本ウオーキング協会の企
画委員を務める区民（現：新
宿区ウオーキング協会会長）
から健康づくりに最適なツー
ルとしてウオーキングを提案
された。

事業企画への参加
イベント会場確保等
人員の応援
その他

その他

①企画及び実施場所の提
案。②事前実地踏査の同
行、ハイキング当日の参加者
の誘導・引率等。

ウォーキング協会・レクリエーション協
会のスタッフはウオーキング、ハイキン
グに長じているため、参加者が安心し
て参加できる。参加者の仲間づくりや
ハイキング愛好者への参加を促すこと
で、ハイキングを通じた健康保持が進
められる。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

126
福
祉
部

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課

継続 敬老事業
敬老会、ことぶき祝金により
長寿のお祝いを行う。

敬老会：７７歳以上の方を敬老会の催
しにご招待する。

ことぶき祝金：節目の年齢の高齢者の
方に祝金を贈呈する。

ボランティア（個人・団体）
その他

敬老会：新宿いきいき体操
サポーター、新宿区民踊
連盟
ことぶき祝金：民生委員

敬老会：昭和
46年度

ことぶき祝金：
平成8年度

事業協力
委託

敬老会：会の演目の中に区
民に参加いただくことで楽し
く親しまれる会とするため。

ことぶき祝金：敬老のお祝い
として戸別訪問を実施してい
るため。

事業企画への参加
行政情報提供
イベント会場確保等

その他
敬老会の演目への出演、こと
ぶき祝金の配付。

ことぶき祝金の対象者層の意識の変
化による民生委員の負担の増大。

127
福
祉
部

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課

継続
シニア活動館の管理運
営

シニア世代を含む高齢者が
ボランティアなどの社会貢献
活動の拠点として活用できる
施設として設置・運営する。

①シニア世代等が行う社会貢献活動
その他の地域活動に関すること②シニ
ア世代等を対象として行われる介護予
防に資する活動、体力の向上を目的と
した活動、文化活動その他の健康及
び福祉の増進に向けた活動に関する
こと。

その他
（指定管理者）

平成21年4月 その他
ことぶき館の機能転換によ
り、指定管理制度を導入した
ことから。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力

公募
プロポーザル

指定管理者として施設を管
理運営するとともに、社会貢
献・介護予防のための事業
を実施する。

各指定管理者による独自の魅力ある
事業展開がなされている。また、区民
ボランティア等と共催で事業を実施す
るなど、地域との協働も推進されてい
る。

128
福
祉
部

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課

継続
地域交流館の管理運
営

地域における高齢者の仲間
づくりや介護予防などに取り
組む場となる施設として設
置・運営する。

①地域高齢者の福祉を推進するため
に行われる区民相互交流に関するこ
と。②高齢者を対象とする、介護予防
に資する活動、体力向上を目的とした
活動、文化活動その他の健康及び福
祉の増進に向けた活動。

その他
（指定管理者）

平成21年4月 その他
ことぶき館の機能転換によ
り、指定管理制度を導入した
ことから。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力

公募
プロポーザル

指定管理者として施設を管
理運営するとともに、地域交
流・介護予防のための事業
を実施する。

各指定管理者による独自の魅力ある
事業展開がなされている。また、区民
ボランティア等と共催で事業を実施す
るなど、地域との協働も推進されてい
る。

129
福
祉
部

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課

実行
介護支援等ボランティ
ア・ポイント事業

18歳以上の区民が介護保険
施設等でボランティア活動を
おこなった際に換金又は寄
附できるポイントを付与するこ
とにより、高齢者等を支える
ためのしくみづくりを推進す
る。

ボランティア活動に応じてポイントを付
与し、貯まったポイントを年間50ポイン
ト（5,000円）を限度に換金又は寄附す
る。

社協
ボランティア（個人・団体）

平成21年4月
(ポイント付与
開始は同年7
月)

事業協力
委託

区社協が持つ、地域の支え
合いの仕組みづくりの機能を
活かすため。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
委託・助成等

その他（業者
指定）

・社協に登録したボランティ
アの意向に合った活動を実
施・継続できるようコーディ
ネート・フォローアップを行
う。
・ポイントの換金又は寄附の
手続きを行う。

ボランティア活動の支援を行っている
区社協が、施設側とボランティアとの
コーディネートの役割を果たすことで、
地域の支え合い活動を安定して進め
ることができる。

130
福
祉
部

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課

継続
地域介護予防活動支
援事業（新宿いきいき
体操）

いつでもどこでも気軽に取り
組める「新宿いきいき体操」
の活動を通じて介護予防事
業の普及を目指す。

区と新宿いきいき体操サポーターが協
働して「新宿いきいき体操講習会」や
「新宿いきいき体操サポーター養成セ
ミナー」などを開催し、新宿いきいき体
操の地域への普及を目指す。

新宿いきいき体操サポー
ター

平成20年9月 事業協力
区オリジナルの介護予防体
操の企画時に、公募区民に
協力を呼びかけたことから。

連携・支援の仕組み
づくり
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
機材貸出等

公募

講習会やサポーター養成セ
ミナーの準備、進行、広報活
動。
区の行事への参加協力。

サポーターによる普及啓発により、介
護予防体操に取り組む高齢者が増加
している。
今後の課題はサポーターが行う、新宿
いきいき体操をツールとした地域づくり
である。

131
福
祉
部

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課

継続
高齢者健康増進事業
（湯ゆう健康教室）

６０歳以上の新宿区民を対象
に公衆浴場の脱衣所等で保
健講話や演芸を行い、地域
での交流及び健康増進の意
識づけを行う。

公衆浴場の脱衣所等の場所を提供し
てもらい、技能・知識・経験等を有する
地域の方にレクリエーションを実施して
もらう。

ボランティア（個人・団体）
その他

東京都公衆浴場業生活衛
生同業組合　新宿支部
地域の技能者

平成17年度 委託

公衆浴場の確保の為の法律
第４条（地方公共団体は公
衆浴場が住民の健康と福祉
の為適切な配慮する事に努
める）に基づき、公衆浴場を
活用して健康増進の場として
の事業として開始した。

事業企画への参加
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

その他

公衆浴場の脱衣所等の場所
の提供と浴場利用者への広
報PR
レクリエーションの実施。

地域資源の有効活用による健康増進・
介護予防等の実施と区事業の紹介に
加え、協働の相手方への意識啓発、
地域人材の活躍の場づくりにもつな
がった。
実施場所の固定化と新たな実施プロ
グラムへの取り組みが課題である。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

132
福
祉
部

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課

実行
その他

地域支え合い支援事
業

地域支え合い活動（高齢者
が自立した日常生活を営む
ことができるよう、地域におい
て多様な世代が支え合う活
動）を行う個人及び団体の育
成、支援及び連携。

①地域支え合い活動の入り口及び推
進に資する講座の開催
②地域ささえあい館活動支援員の配
置・活動
③地域支え合い活動を行う登録団体
に対する活動支援

地域団体(協力団体など)
ボランティア(個人・団体)
NPO

平成30年2月

共催
事業協力
委託
情報提供・
交換

地域で支え合い活動を行う
多様な世代や主体の育成が
必要であるため、薬王寺地
域ささえあい館の開設に合
わせ、取り組みを開始した。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報PR面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等

提案・持込
その他(委託)

事業の企画・立案、実施及
びポスター・チラシの作成

効果：講座開催においては、NPO等の
専門性やノウハウを活かすことで、効
果的・効率的に実施することができる。
地域支え合い活動を行う団体に対し
活動支援を行うことにより、活動が活性
化するだけでなく、地域のつながりが
促進されている。
課題：活動や活動者の裾野を広げるた
め、更なる地域支え合い活動の趣旨
普及。

133
福
祉
部

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課

その他
いきがいづくり支援事
業等

高齢者の健康及び福祉の増
進

①いきがいづくり支援事業：高齢者自
主活動団体への活動支援
②地域交流支援事業：高齢者同士・高
齢者と地域住民との交流への支援
③介護予防事業：介護予防に資する
教室及び講座等の開催

その他(株式会社日本ライ
フデザイン)

平成30年4月 委託

グループホームあんじゅうむ
大久保が開館するにあたり、
高齢者地域交流スペースを
設けたため

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報PR面での協力
委託・助成等

その他(業者
指定)

高齢者自主活動団体への活
動支援をするとともに、地域
交流・介護予防のための事
業を実施する。

独自の魅力ある事業展開がなされて
いる。

134
福
祉
部

高
齢
者
支
援
課

継続
高齢者の権利擁護の
普及啓発

高齢者の権利擁護に関する
ネットワークの充実を図り、区
民や関係者に対して普及・啓
発を行うことで高齢者の総合
的な権利擁護を図る。

高齢者の権利擁護ネットワーク協議会
及び推進部会の開催。
権利擁護の普及啓発に関する講演会
の実施。

社協
町会自治会
その他
（医師会、弁護士、司法書
士、社会福祉士、警察、消
防、病院、介護サービス事
業者協議会、民生委員）

平成21年4月

実行委員
会・協議会
情報提供・
交換

高齢者虐待防止法の成立に
より虐待防止のネットワーク
構築が必要になったと同時
に、孤独死防止、徘徊や成
年後見など認知症高齢者等
に対して包括的なネットワー
クの構築が必要となったこと
がきっかけとなった。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供

その他（団体
の推薦）

施策の検討及び普及啓発。

高齢者の権利擁護ネットワーク協議会
は、情報交換、共有の場として有効に
機能しており、具体的な取組みにも繋
がっている。

135
福
祉
部

高
齢
者
支
援
課

実行

継続

地域安心カフェの運営
支援
（※ほっと安心地域ひ
ろば）

一人暮らし高齢者、認知症
高齢者及びその介護者等が
気軽に交流や相談ができる
場を設け支援することにより、
高齢者や介護者の孤立を予
防し、地域における区民の支
え合いの充実を図る。

・地域安心カフェの開催。
・ボランティア募集説明会の実施　等。

ボランティア（個人・団体）
その他(介護福祉施設等）

平成21年7月 事業協力

①協働事業提案制度
②地域における区民の支え
合いの充実を図り、区民が主
体的に地域の担い手となっ
て高齢者の生活を支援する
体制を整備していく必要があ
るため。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等

提案・持込
事業企画の立案、情報収
集、事業広報・ＰＲ、スタッフ
の養成・確保、事業実施。

・気軽で身近な形で高齢者等が知り合
うきっかけづくりを行うことにより、人と
人のつながりが深まっている。また、高
齢者の抱える不安や心配事を早期に
把握し、専門機関への橋渡し等の支
援を実施している。
・様々な事情やニーズを持つ人がいる
地域での事業実施を通じて、住民等
の力を引き出し、自主的な活動への
きっかけをつくっていく必要がある。

136
福
祉
部

高
齢
者
支
援
課

実行

継続
地域見守り協力員事業

一人暮らし等の高齢者に対
して、ボランティアが定期的
に見守り・声かけ訪問を行う
ことで、安否の確認と孤独感
の解消を図る。また、必要に
応じて関係機関へつなげ、
高齢者を地域で支えるしくみ
づくりを進める。

ボランティアの地域見守り協力員が希
望する高齢者宅を訪問し、声かけ活動
や安否確認を行う。

社協
ボランティア（個人・団体）

平成12年
事業協力
委託

高齢化に伴い地域との交流
のない引きこもりがちな高齢
者が増加し問題となってい
た。そのような中、ボランティ
アで地域の高齢者を見守り・
声かけを行うため、社会福祉
協議会と連携し、本事業を開
始した。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
イベント会場確保等
委託・助成等

その他（業者
指定）

事業対象者への訪問・見守
り活動及び協力員へのサ
ポート、コーディネート。

高齢者の孤独感を解消する。また、活
動を通して地域や近隣との交流を図
る。

137
福
祉
部

高
齢
者
支
援
課

実行

継続

一人暮し高齢者への
情報紙の訪問配布

75歳以上の一人暮し高齢者
宅へ情報紙を月2回訪問配
布することにより、見守り・安
否確認を定期的に実施す
る。

①情報紙の編集・発行。
②訪問配布。
　・民生委員による訪問配布（居住実
態等の把握を兼ねる） 2回/年
　・委託法人による訪問配布　22回/年
③訪問配布辞退者への勧奨及び不明
者の再調査。

ＮＰＯ
その他（シルバー人材セン
ター等）

平成19年7月
事業協力
委託

情報紙訪問配布への協力呼
びかけに対し、関係団体から
賛同が得られたことから。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
委託・助成等

その他（業者
指定）

・地域の支え合いにより高齢
者を見守る仕組みづくりを行
なうため、地域ボランティアを
コーディネートし情報紙の配
布を行う。
・孤独死防止対策に力を入
れているマンション管理会社
で、マンション管理組合の承
認を得られたマンションの管
理員が、配布を行う。

地域の支え合い活動に、区と連携する
ＮＰＯ等が参加することで、安定した仕
組みとして見守り事業が実施されてい
る。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)
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令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

138
福
祉
部

高
齢
者
支
援
課

実行

継続

高齢者見守り登録事業
等

地域における高齢者の見守
りの強化。

高齢者に身近な事業者が、業務中に
気づいた高齢者の異変を高齢者総合
相談センター等へ連絡し、関係機関と
連携して地域の高齢者をゆるやかに
見守る。

その他（新宿区高齢者見
守り登録事業者）

平成24年9月
事業協力
情報提供・
交換

高齢者の権利擁護ネットワー
クにおいて、地域における高
齢者の見守り強化の一環とし
て、日頃から高齢者の日常
生活と関わりのある事業者等
の協力を得て、高齢者をゆる
やかに見守っていくべきであ
るということが提案されたた
め。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供

その他（申請
による登録）

通常業務において高齢者の
異変に気付いた場合に、高
齢者総合相談センター等へ
速やかに連絡する等、関係
機関との連携を図ること。

地域における見守りの目が増えている
（令和2年8月末現在495事業者）。

139
福
祉
部

高
齢
者
支
援
課

実行

継続

認知症高齢者支援の
推進（認知症サポー
ター活動登録者【オレ
ンジの輪】の活動）

認知症サポーター活動登録
者（オレンジの輪）が、認知症
高齢者や介護者を地域で支
える取組みに参加することに
より、支援の輪を広げる。

区や高齢者総合相談センターで行う
認知症サポーター養成講座の修了者
で、認知症についての普及啓発活動
を希望する登録者（オレンジの輪）に、
各取組みに参加してもらう。

ボランティア（個人・団体）

認知症サポーター活動登
録者（オレンジの輪）

平成24年4月
事業協力
情報提供・
交換

認知症サポーター養成講座
を行う中で、認知症サポー
ターが地域の支え合いの輪
を広げる活動に参加するしく
みづくりが求められたことか
ら。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
人員の応援

公募

①認知症サポーターフォ
ローアップ講座の受講。

②認知症高齢者を支える取
組み（区内グループホーム等
のボランティア）。
③認知症介護者を支える取
組み（認知症介護者家族会
ボランティア）。
④認知症サポーター養成講
座の普及活動（講座の運営
補助等）。

地域のボランティアと区が協働で行うこ
とにより、認知症サポーター養成講座
やオレンジの輪の活動が広がる。

140

福
祉
部

介
護
保
険
課

継続
特別養護老人ホー
ムの入所調整

特別養護老人ホームの
入所に際し、透明性と公
平性を確保した上で、優
先入所システム（入所の
必要性の高い申込者か
ら優先的に入所する仕
組み）により、円滑な入所
を図る。

区が受け付けた入所申込みに対
し、入所調整基準により点数付け
した優先順位名簿を作成し、特
別養護老人ホームはこれを基に
入所事務を行う。

その他
（区内9か所の特別養
護老人ホーム、区外２３
か所の特別養護老人
ホーム）

平成15年7
月

実行委員
会・協議
会
情報提
供・交換

「指定介護老人福祉施
設の入所に関する指針
について」（厚生労働省
老健局計画課長通知）。

連携・支援の仕
組み作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での
協力
会議作業場所提
供

その他（区
内及び協
力特養ホー
ム）

区が作成した優先順位
名簿をもとに、必要度の
高い申込者が優先して
入所できるよう入所事務
を行う。

優先入所システムにより、透明
性・公平性のある円滑な入所が
図られている。また、介護老人福
祉施設優先入所システム協議会
により区と各施設間の情報共有
がなされている。

141

福
祉
部

介
護
保
険
課

継続
介護サービス事業
者の質の向上

保険者としての責務及び
区民の福祉の向上を図
る行政主体として、高齢
者が安心して介護保険
サービスを利用できること
を目的として、介護サー
ビス事業者の質の向上を
図る。

介護サービス事業者への支援、
介護従事者、介護利用者及び介
護家族の支援。

その他（新宿区介護
サービス事業者協議
会）

平成15年12
月 (新宿区
介護サービ
ス事業者協
議会)

共催
事業協力
情報提
供・交換

事業者間の連携の確保
が課題であったため。

行政情報提供
広報ＰＲ面での
協力
会議作業場所提
供
イベント会場確保
等
機材貸出等
人員の応援

その他
事業者情報の提供、事
業の企画運営。

効果：区内介護サービス事業者
のサービスの質の向上の促進。
課題：サービスの質の向上のた
めの具体的・効果的な取り組み。

142

子
ど
も
家
庭
部

子
ど
も
家
庭
課

継続
保護司会への事業助
成

青少年非行防止・地域環境
浄化活動の普及啓発事業に
対する助成を行うことで、ＰＲ
効果を高める。

犯罪や非行のない明るい社会を築くこ
とを目的に、地域活動を通して青少年
の非行防止と環境浄化に取り組む。

その他
（新宿区保護司会）

昭和39年 事業協力 不明

事業企画への参加
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等
その他(会議相談場
所提供)

その他
(事業開始時
からの継続）

関係機関・団体と連携しなが
ら、「社会を明るくする運動」
としての新宿通り広報パレー
ドや講演会等の実施、青少
年非行防止を目的とした講
演会の実施など、様々な啓
発活動を行う。

区が協働し、更生保護事業の広報等
の役割を担うことで、区民に幅広く周
知されるとともに、身近なものとして受
け入れられる。
今後も「社会を明るくする運動」をはじ
めとした更生保護活動に関わる団体と
区が、互いの活動や取組み・課題等の
情報及び意見交換を積極的に行うこと
により、更生保護活動のさらなる充実
に向けた協働関係を築いていく。

143

子
ど
も
家
庭
部

子
ど
も
家
庭
課

継続
地区青少年育成委員
会活動への支援

地区青少年育成委員会が行
う事業に対し補助金の交付
や情報の提供・共有の場を
設ける等の支援を行い、青少
年の健全育成活動の活性化
を図る。

新宿区地区青少年育成委員会事業補
助金交付要綱（平成23年4月1日施行）
に基づき補助金交付を行うほか情報
の提供・共有の場として会長会や合同
研修会を実施し、活動がより充実する
ための支援を行う。

地域団体（協力団体など）

地区青少年育成委員会
昭和46年

事業協力
情報提供・
交換

昭和４６年に区内全地区に
「地区青少年対策委員会」が
設置され、活動に対し補助
金を支出していた。昭和４９
年に「新宿区各地区青少年
対策委員会等補助金交付要
綱」が設置され、その後、活
動の実態に即した改正を行
い、現在に至る。

事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
その他(全地区合同
の会長会を開催、
研修会開催への支
援)

その他
(事業開始時
からの継続）

地区青少年育成委員会が実
施する事業の拡大及び充実
を図り、各地区の青少年の健
全育成に貢献すること。

地域ごとの特色や実情をふまえた事業
の実施により、地域の絆、見守りの輪
を強化することができている。また、地
域ぐるみで若い子育て世帯を支援でき
る仕組みとなっている。
会長会や合同の研修会を通して各地
区の枠組を越えた情報共有が可能で
ある。
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実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業
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子
ど
も
家
庭
部

子
ど
も
家
庭
課

継続 青少年健全育成活動

社会を明るくする運動や子ど
も・若者育成支援強調月間な
どを通じて、青少年の非行防
止、非行に陥った者の更生・
援助のための地域活動、青
少年自身の社会参加の実践
活動を奨励し、青少年の健
全育成に努める。

(1)社会を明るくする運動は、青少年の
非行防止と非行に陥った者の更生・援
助のための地域活動について、広く国
民の理解と協力を得ようとするものであ
る。法務省の主唱で全国的に実施さ
れており、新宿区では、７～8月を強調
期間としている。
(2)子ども・若者育成支援強調月間は、
次世代を担う子どもと若者が健やかに
育成するための施策の推進とともに、
子どもと若者が社会生活を円滑に営め
るよう、社会全体が育成支援への理解
を深め、子どもと若者への支援を広げ
ようとするものである。内閣府の主唱で
全国的に実施しており、新宿区は１１
月を強調月間としている。
(3)ピーポ110ばんのいえは、子どもが
身の危険を感じたときに逃げ込める緊
急避難場所である。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）

⑴社会を明るくする運動推
進委員会
⑵地区青少年育成委員会
等
⑶地区青少年育成委員
会・警察署等

(1)(2)不明
 (3)平成9年か
ら

⑴実行委
員会・協議
会
、事業協
力
⑵情報提
供・交換、
その他
⑶事業協
力、情報
提供・交換

（１）（２）運動の効果的な推
進のため区と地域団体が協
働している。
（３）戸塚警察署から区にス
テッカーの作成依頼があり、
区と警察署と町会連合会が
協力し、地域へ設置の呼び
かけを行った。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等

その他
(事業開始時
からの継続）

地区青少年育成委員会や新
宿区保護司会等、様々な地
域団体が、より多くの人に青
少年の健全育成に関心を
もってもらい、参加していた
だくよう周知等を行っている。

青少年健全育成活動については、
様々な形できめ細かく行うことが必要
であるため、今後も、他部署や他団体
の実施する運動とより一層連携しなが
ら進めていく必要がある。
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子
ど
も
家
庭
部

保
育
課

継続
保育所（管理運営委託
1所）

区立保育所に公設民営方式
を導入することで、運営の効
率化を図るとともに、多様な
保育サービスを提供する。

富久町保育園の管理運営（基本保
育、延長保育、専用室型一時保育、休
日保育等の実施）。

その他（社会福祉法人　新
栄会）

平成15年4月
その他（指
定管理）

多様な保育サービスを実施・
充実させていく方策として、
民間保育事業者の能力を活
用するため、指定管理者制
度を導入した。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等
その他（指導、人材
育成支援)

非公募

園運営における具体的な計
画策定、各保育事業等の実
施。

同事業者が運営する私立認可保育所
（新栄保育園）と園児交流を行うなど、
多様な保育サービスを柔軟に実施して
いる。
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子
ど
も
家
庭
部

保
育
指
導
課

継続
未就園児親子の交流
事業

地域の子育て支援

在園児親子や、未就園児親子を対象
に、相互交流の遊び場として施設を開
放するほか、保育士や幼稚園教諭に
よる講座や子育て相談を実施する。

ボランティア（個人・団体） 平成１９年４月
その他（運
営協力の
受け入れ）

ボランティア活動の申し出に
よる。

その他（活動の場の
提供)

その他（申し
出を受け、当
該園が必要と
する支援と一
致するかを園
長が判断す
る。）

専門的な技術及び知識を活
用した行事・講座等の実施、
事業の運営補助。

職員だけでは提供できない活動も可
能となり、児童の体験の幅が広がって
いる。職員が、参加した児童の保育や
保護者の相談により多くの時間を割け
る。
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子
ど
も
家
庭
部

男
女
共
同
参
画
課

実行

継続

男女共同参画への啓
発活動の充実（ウィズ
新宿の編集）

男女共同参画を推進する。
男女共同参画啓発情報誌「ウィズ新
宿」の編集・発行。

その他（編集委員） 平成19年4月

その他（公
募区民、
編集委員
会、地域
団体、協
力団体な
ど）

区民ニーズに即し、より親し
みやすい男女共同参画啓発
の情報誌を作成する。

事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
人員の応援
その他（講師謝礼、
印刷経費、配付等)

公募 編集・取材・執筆。

編集作業を通した男女共同参画の意
識の啓発。
編集委員の意見から区民ニーズを読
みとる。
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子
ど
も
家
庭
部

男
女
共
同
参
画
課

実行

継続

男女共同参画への啓
発活動の充実（男女共
同参画フォーラム）

男女共同参画社会づくりに
向けて、区民の関心と意識を
高め、区民の交流を促進す
る。

男女共同参画フォーラムの企画・運
営・評価。

その他（男女共同参画
フォーラム実行委員会）

平成11年6月
実行委員
会・協議会

企画・運営を通して男女共同
参画に対する意識を浸透さ
せる。

事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
人員の応援
その他（講師、保育
士、手話通訳謝礼・
印刷経費等の支出)

公募
企画、講師交渉、ポスター作
成、当日の運営・評価。

企画・運営を通して男女共同参画に対
する意識を浸透させることができる。
ただし、新型コロナウイルス感染症の
影響により、令和2年度フォーラムの実
行委員会は中止。
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子
ど
も
家
庭
部

男
女
共
同
参
画
課

継続

男女共同参画への啓
発活動の充実（男女共
同参画推進センター運
営委員会）

男女共同参画推進センター
の運営に関して利用者の視
点を取り入れる。

男女共同参画推進センターの利用・運
営等に関することの協議・参加。

その他（男女共同参画推
進センター運営委員会）

平成17年4月

情報提供・
交換
その他（講
座企画提
案・運営）

男女共同参画推進センター
の運営に関する検討会で常
設の委員会の必要性が提案
された。

情報収集
行政情報提供
会議作業場所提供
人員の応援

その他（男女
共同参画推
進センター利
用団体有志）

男女共同参画推進センター
の運営に関する助言と事業
実施等。

区民の視点に立った施設運営と事業
展開を行うことができる。
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子
ど
も
家
庭
部

男
女
共
同
参
画
課

実行

継続

男女共同参画への啓
発活動の充実（ウィズ
新宿とのパートナー
シップ講座）

男女共同参画に関する区民
の意識を高め、区民との交流
を促進する。

区内で活躍する団体と協働で講座を
開催
（年間７講座まで）。

地域団体（協力団体など） 平成17年6月 共催
啓発講座をより一層利用者
ニーズに即したものにする。

事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
人員の応援
その他（講師謝礼の
支出)

提案・持込
企画・講師交渉・ポスター・チ
ラシ作成・当日の運営・評
価。

共催団体との相互理解が深まるととも
に、新たな受講生の確保が図れる。
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子
ど
も
家
庭
部

男
女
共
同
参
画
課

継続
しんじゅく女性団体会
議の運営

区内の女性団体の交流促進
し、女性問題解決のための
学習活動等を通じて団体相
互の連携と女性のエンパ
ワーメントを図ること、女性の
地位向上にかかわる、問題
解決に向けた活動を行いま
す。

年6回定例会を偶数月開催。
定例会では、年間テーマを設定し、
テーマに沿った内容で研修、視察、講
演会を実施している。

地域団体（協力団体など） 平成10年4月

その他（定
例会の進
行、講演
会、研修、
視察など
の企画提
案）

企画・運営をすることによっ
て女性のエンパワーメントを
図る。

事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
人員の応援
その他（バスの雇上
げ・講師謝礼・印刷
経費・配付等)

公募
年間テーマの決定、講演会・
研修・視察などの企画の提
案、定例会の司会進行。

企画・運営を通して男女共同参画に対
する意識を浸透させることができる。ま
た、企画の立案や運営することを通し
て女性のエンパワーメントを図り、女性
のリーダー育成の助力となっている。
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子
ど
も
家
庭
部

男
女
共
同
参
画
課

継続
図書・資料による情報
提供

男女共同参画に関する情報
の収集・提供により、男女共
同参画社会の実現に向け
て、区民の関心や理解を深
める。

男女共同参画推進センター運営委員
から、男女共同参画に関する資料・情
報の提供を受ける。

その他（男女共同参画推
進センター運営委員会）

昭和57年1月
情報提供・
交換

男女共同参画推進センター
の運営に関する検討会で常
設の委員会の必要性が提案
された。

情報収集
行政情報提供
会議作業場所提供
人員の応援

その他（男女
共同参画推
進センター利
用団体有志）

男女共同参画推進センター
の資料収集に関する助言
等。

区民の視点に立った資料収集を行うこ
とができる。
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子
ど
も
家
庭
部

男
女
共
同
参
画
課

継続
男女共同参画推進セ
ンターの管理運営

女性の地位向上と社会参画
の促進、男女共同参画社会
の実現を図るための活動拠
点として運営している。

男女共同参画推進センター運営委員
による、センターの管理・運営等に関
することの協議・助言。

その他（男女共同参画推
進センター運営委員会）

昭和57年1月
情報提供・
交換

男女共同参画推進センター
の運営に関する検討会で常
設の委員会の必要性が提案
された。

行政情報提供
会議作業場所提供
人員の応援

その他（男女
共同参画推
進センター利
用団体有志）

男女共同参画推進センター
の管理に関する助言等。

区民の視点に立った施設管理・運営を
行うことができる。
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子
ど
も
家
庭
部

男
女
共
同
参
画
課

継続
男女共同参画推進会
議の運営

男女共同参画の推進に関す
る基本的事項について調査
審議するため区長の附属機
関として設置。

男女共同参画の推進にあたり、専門的
意見や区民の声を取り入れるため、学
識経験者や公募区民などで構成され
る会議の運営。

その他（新宿区男女共同
参画推進会議委員）

平成16年7月

情報提供・
交換
その他（委
員会）

新宿区男女共同参画推進条
例に基づき設置。

情報収集
行政情報提供
会議作業場所提供

公募
その他（推
薦）

男女共同参画に関する基本
的な事項についての審議や
計画の実施状況を継続的に
点検し、施策の方向性につ
いて提言していく。

様々な立場からの委員で構成され、多
角的な視点から意見交換がなされてい
る。
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子
ど
も
家
庭
部

男
女
共
同
参
画
課

継続 若者のつどい

若者同士の交流及び若者が
行政、地域、地域団体・若者
支援団体を知るきっかけづく
り。

イベントの実施。
地域団体
NPO
その他（関係自治体等）

平成23年11月
事業協力
委託

イベント開催にあたり事業へ
の参加を団体に呼びかけ
た。

事業企画への参加
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援

その他
事業企画、事業運営、広報
PR。

【課題】関係者が増えることで調整にか
かる時間が増加している。
【効果】それぞれの専門性を活用する
ことで事業の幅が広がる。

ただし、令和2年度は事業中止
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子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続 落合三世代交流事業

子どもを中心に、幅広い各世
代がそれぞれの役割を担い
ながら交流し、誰もが気軽に
立ち寄ることができる多世代
交流の拠点とする。

5つのプロジェクトによる定例事業に加
え、お祭り等の特別イベントの企画・立
案・実施など。

地域団体（協力団体など）

落合三世代交流を育てる
会

平成21年4月 委託

西落合ことぶき館の廃止に
伴う施設活用について、多
世代が交流できる場を作るた
め、公募のメンバーによる
ワークショップを開催し、設
備・事業内容・運営方法等を
協働で検討した。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等

その他（業者
指定）

落合三世代交流サロンの運
営。各プロジェクト及び特別
イベント等の事業の企画、実
施。サロンの運営について検
討、協議する運営委員会の
実施。

住民自身が事業の実施主体として企
画・立案・運営する事で、地域ニーズ
に合ったものを提供できる。なお、今
後の事業実施については、担い手とな
る人材の新規開拓や事業内容のさら
なる充実を図っていく。
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子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続
プレイパーク活動の推
進

プレイパーク活動を実施する
区民団体と協働し、子どもが
「自分の責任で自由に遊ぶ」
機会を作ることを目的とする。

地域団体が実施するプレイパーク活動
及び啓発活動に対して、活動費用の
一部を助成するほか、広報活動を支
援する。プレイパーク活動を通じて子
どもの居場所づくりと公園利用の活性
化を図る。

地域団体（協力団体など）

新宿・戸山プレイパークの
会
四谷冒険あそびの会
西新宿冒険あそび・わん
ぱーく
落合プレイパーク
新宿プレイパーク協議会

平成16年4月
(プレイパーク
活動助成開始
年度)

事業協力
情報提供・
交換
その他（活
動費用助
成）

プレイパーク活動を実施して
いる団体から区の協働支援
を求められ、事業の趣旨が
区の目的である「子どもの居
場所づくりと公園利用の活性
化」に合致したため。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等

公募

プレイパーク活動を実施し
て、子どもが「自分の責任で
自由に遊ぶ」機会を作る。ま
た、講演会の実施やチラシ
等による広報活動を通じて、
プレイパーク活動の普及啓
発を図る。講座等を通じてプ
レイリーダーやプレイパーク
活動を支えるスタッフの新た
な担い手を養成する。

区と活動団体とが連携を図ることで、
区民が安心して利用できる事業の拡
大につながった。

158

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続 ファミリーサポート事業
地域住民の相互援助活動を
組織化し、子育てしやすい地
域づくりをめざす。

新宿区社会福祉協議会に事業を委託
し、保育施設等での保育時間前後の
預かりなどの地域住民による相互援助
活動を行う。

社協 平成12年4月 委託

多様な保育手段を確保し充
実していくため、住民の支え
あい事業に実績のある新宿
区社会福祉協議会に委託。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

その他（業者
指定）

会員の募集、登録、コーディ
ネート、トラブル等への助言、
講習会の実施。提供会員交
流会の実施。会員向け広報
誌の発行。

委託事業者の持つ地域福祉の推進の
ためのスキルとノウハウが、区民である
会員同士のコーディネートに活かさ
れ、地域での相互扶助活動が円滑に
行われている。

159

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続

思春期の子育て支援
事業
（※思春期の子育て支
援事業）

思春期やこれから思春期を
迎える子どもを持つ親を支え
る。　受講者が、講座等を通
して、自らの気づきを大切に
した子育てができ、また、地
域における子育て支援者とな
れるような人材を育成するこ
とを目的とする。

成長に伴う心身や対人関係の変化な
ど「思春期」の概要を全6回の講座で
学んでいく。講座の最終回（6回目）は
シンポジウムを行う。

ＮＰＯ

ＮＰＯ法人非行克服支援セ
ンター

平成21年4月
(平成20年度
協働事業提案
制度採択事
業｡平成23年
度からは一般
事業化｡)

委託
協働事業提案制度による提
案事業（H20採択）。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等

その他（業者
指定）

委託団体が持つスキルや
ネットワーク等を活用し、「思
春期の育ち」に関する講座
及びシンポジウムを企画実
施する。

事業の目的に合った講師の選定や講
座の内容など、委託団体のスキルやノ
ウハウが活かされ、区が協働し広報等
の役割を担うことで、幅広く周知される
とともに、事業への信頼・安心感につ
ながる。
今後は、これまでの事業の成果を踏ま
え、事業計画や実施内容を互いに検
証し合う機会を通じて、内容の充実が
より図れるよう、努めていく。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

160

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続

家庭・地域の教育力向
上支援
（１）新宿区青少年活動
推進委員会事業
（２）新宿子育てメッセ

（１）青少年の体験活動の充
実やその生活の中心である
家庭の教育環境の向上を図
り、次代を担う自立した青少
年の育成を目的とする。
（２）区内の子育て関係団体
等の活動を紹介、展示し、区
民にどのような子育て関係団
体・子育て支援事業があるの
かを知ってもらうとともに、子
育て関係団体同士のネット
ワークを構築し、地域ぐるみ
での子育て支援の輪を広げ
ていくことを目的とする。

（１）青少年の健全育成を目的とした農
業体験等の自然体験活動及び、家庭
の教育力向上を目的とした情報誌
「あ・そ・ま・な」の発行などの広報活動
（２）小学校低学年までの子どもをもつ
保護者をターゲットにした、地域団体
の活動発表の場「新宿子育てメッセ」
の開催及び、子育て関係団体同士の
情報交換、意見交換の場として実行委
員会の開催。

（１）新宿区青少年活動推
進委員会
（２）地域団体（協力団体な
ど）、ボランティア（個人・団
体）、ＮＰＯ、その他（新宿
子育てメッセ実行委員会）

（１）昭和53年
（新宿区青少
年活動推進委
員会の前進で
ある地域社会
教育推進委員
制度の開始）
（２）平成16年
度(新宿子育
てメッセ実行
委員会の前身
である地域家
庭活動推進協
議会の開始)

（１）その他
（区委嘱委
員）
（２）実行委
員会・協議
会
事業協力
情報提供・
交換

（１）昭和53年に地域社会教
育推進委員制度として発足。
その後地域社会教育推進委
員制度を廃止し、生涯学習
推進委員を設置。平成20年
の組織改正に伴い、その委
員活動を引き継ぎ、青少年
活動推進委員を設置し、子
ども家庭部が所管。現在の
活動に至る。
（２）平成18年度に生涯学習
推進委員を中心に、「新宿区
地域活動推進協議会」を設
立。平成22年に協議会の中
に「新宿子育てメッセ実行委
員会」を立ち上げスタートし
た

（１）事業企画への
参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会場提供
（２）連携・支援の仕
組み作り
事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等

（１）その他
（各特別出張
所長による推
薦）
（２）その他
（地域団体の
呼びかけ）

（１）事業の主催者として事業
の企画、実行など。
（２）
・子育て関係団体等の活動
発表の場の企画、運営。
・子育て関係団体同士の情
報交換、スキルアップの場の
運営。
・新たな子育て関係団体の
開拓、既存の子育て関係団
体への参加呼びかけなど。

（１）自立した青少年の育成と家庭の教
育環境の向上に寄与することができ
る。
（２）新宿子育てメッセの開催により区
民への子育て情報を効果的に発信で
きている。また、子育て関係団体同士
の情報交換が活発になっている。
今後も、子育て関係団体同士の協力
連携の意識をさらに高めていく。

161

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続

子育て支援者養成事
業
（※子育て支援者養成
事業）

子育てや子育て支援に関心
を持つ新宿区民に対し、地
域の子育て支援課題の解決
に向けて自発的に子育て支
援を行う人材を育成するとと
もに、「子育て支援員」として
多様な保育や子育て支援分
野に関して必要な知識や技
能等を習得する。

・基調講演
・子育て支援者養成講座（基本講座）
・子育て支援者養成講座（専門講座）
・スキルアップ講座

その他（子ども総合セン
ター、子ども家庭支援セン
ター、児童館、地域子育て
支援センター二葉、ＮＰＯ
法人ゆったりーの等）

平成19年4月
（平成28年度
より区直営の
事業）

区が事業
実施

協働事業提案制度による提
案。

子育て支援者養成
講座の実施

協力依頼
見学・体験の受け入れ、事業
への協力。

・子育て支援の現場を知り、養成後の
活動先として考えることができる。ま
た、子育て支援の具体的な技術を学
び、子育て支援に対する意識及び技
術の向上を図ることができる。
・受講者の子育て支援活動への参加
の拡大が課題である。

162

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続
地域子育て支援事業
等

乳幼児とその親の仲間づく
り、居場所づくりを支援する。

1　絵本の読み聞かせ等
2　英語の歌遊び

ボランティア（個人・団体）

・利用者・利用者OB・地域
住民

平成19年4月 事業協力
ボランティア及び利用者が自
ら企画する講座や交流会な
どの開催要望から開始。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等

提案・持込
講座やサークル等の企画と
実施。

・当課の現利用者又は過去に利用経
験のある者やボランティアの企画であ
ることから、活動への意欲がある。ま
た、当課事業の趣旨への理解も高い。

163

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続
北山伏子育て支援協
働事業

区民と区が協働して、子育て
支援活動の拠点を提供する
ことにより、地域全体で子育
てを支える仕組みづくりを推
進する。

１　子育てひろば事業（ゆうゆうひろ
ば）。
２　子育て仲間づくり事業（わいわいエ
リア）。

地域団体（協力団体など）

NPO法人ゆったりーの
平成16年10月 委託

保育所跡地利用について区
民要望とワークショップの実
施。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

その他（業者
指定）

事業の企画・運営。

・利用者全員がアイディアと資金を出し
あう「会員制」で運営されていることか
ら、地域全体で子育てを支えることが
できる。
・利用者の立場に立った子育て支援
サービスの提供。
・効果の検証は課題。

164

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続

家庭訪問型子育てボラ
ンティア推進事業
（※家庭訪問型子育て
ボランティア（ホームス
タート）推進事業）

１　孤立している親を支援し、
虐待の発生を予防する。
２　地域住民が子育て支援に
参加し、自己実現を図る。
３　地域住民が子育て支援活
動をし、地域を活性化する。

研修を受けたホームビジター（ボラン
ティア）が、６歳以下の未就学児がいる
家庭へ週１回２時間、計４～６回無償
で訪問して、子育ての悩みを聞いた
り、親と一緒に育児や外出の付き添い
などをする。

その他（社会福祉法人二
葉保育園、地域子育て支
援センター二葉）

平成23年4月 委託
協働事業提案制度による提
案。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等

その他（業者
指定）

事業の企画・運営。

・支援者が家庭に出向くことで、子育て
支援拠点に出向くことのできない親子
や孤立した親子への支援が可能とな
る。
・関係機関からの紹介によるケースに
ついては,支援に必要な情報交換を行
い、適切な支援を実施できる。
・子育て支援者の発掘、また、ホームビ
ジターとして常に資質を磨くなど適切
な人材育成が課題である。
・拠点に足を運ぶことのできない必要
な家庭への対応ができているかの検
証。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

165

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続
未来を担うジュニアリー
ダーの育成

新宿区独自のジュニアリー
ダーを育成し、区内で実施さ
れる地域活動において、子ど
ものリーダーとして活躍する
人材の発掘と育成を行うこと
を目的とする。

　「自然体験の部」「表現活動の部」の
講座を実施する。「自然体験の部」は、
自然体験の知識・技術を身につけるた
めキャンプを行い、「表現活動の部」で
は、自分の意見や考えを発信できる力
を身につけるため舞台発表を行う。

地域団体（協力団体など）

しんじゅく❤キッズ・ミュージ
アム実行委員会

平成21年4月 事業協力

「表現活動の部」で学んだこ
とを発表する舞台を設けるた
め、区と地域団体が協働し、
地域団体の実施する催しの
中で発表している。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等

その他

未来を担うジュニアリーダー
養成講座の一環として、「表
現活動の部」で学んだことを
発表する機会として場の提
供を行う。

仲間と協力し、ひとつの舞台を作り上
げ、発表することで、子どもたちが自信
や自己肯定感を持つなど、ジュニア
リーダーとしての資質の向上につな
がった。

166

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

実行

継続

子ども家庭・若者サ
ポートネットワーク

児童福祉法上の「要保護児
童対策地域協議会」及び子
ども・若者育成支援推進法上
の「子ども・若者支援地域協
議会」並びにいじめ防止対策
推進法上の「いじめ問題対策
連絡協議会」として、子ども及
び子育て家庭、そして世帯形
成期の若者までの総合的な
支援を協議する。

関係機関が必要な情報交換を行い、
支援の内容を協議する。

地域団体（協力団体など）
ＮＰＯ
その他
警察署、家庭裁判所、医
師会代表、民生児童委
員、子どもの人権委員　ほ
か

平成17年6月
事業協力
情報提供・
交換

次世代育成支援計画と児童
福祉法改正を契機に、区内
の福祉、保健、教育などの関
連する組織及び個人に参加
を呼びかけた。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供

その他（要綱
に基づき委
嘱）

各機関・個人の立場に応じ
て、子ども及び子育て家庭、
そして世帯形成期の若者ま
でを支援する。

守秘義務のもと、支援に必要な情報交
換を行い、適切な支援を実施できる。

写真なし

167

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続
子ども家庭活動推進
（地域活動指導員）

自立した青少年の育成を目
的にした青少年の体験活動
の充実や家庭・地域の教育
力向上のため、実施する各
種活動がより効果的に推進さ
れるために、地域の教育力
等の技術的指導・助言を行う
「地域活動指導員」を任用す
る。

地域活動指導員１名を任用し、以下の
業務を行う。
①地域の子育て支援に関すること
②家庭及び地域の教育力の向上に関
すること
③その他地域活動支援事業に必要な
業務に関すること

その他（公募）
地域活動指導員

平成20年4月
その他（会
計年度職
員任用）

自立した青少年の育成を目
的にした青少年の体験活動
の充実や家庭・地域の教育
力向上のため、実施する各
種活動がより効果的に推進
されるために設置した。

その他（会計年度職
員任用）

公募

①新宿区青少年活動推進委
員会に関する事務
②新宿子育てメッセに関する
事務
③未来を担うジュニアリー
ダー事業補助事務

各種事業内容について、技術的指導・
助言を行うことで、効果的・効率的な実
施につながっている。

168

子
ど
も
総
合
セ
ン
タ
ー

子
ど
も
家
庭
支
援
課

継続 児童館の管理運営

児童厚生施設として区内15
か所に設置し、子どもたちに
健全な遊び場を提供し、仲
間づくりや遊びの指導を行
う。また、地域の子育て支援
策として乳幼児親子が安心し
て集え、身近な子育て相談
ができるように、乳幼児親子
の居場所づくりを推進する。

児童厚生施設を使用して、区民による
自主事業を実施し、児童厚生施設と児
童に関する地域活動の連携の促進と、
児童厚生施設の利用の充実を図る。

町会自治会
地域団体（各児童館の自
主事業運営委員会）

平成５年４月 委託

平成４年度の区民福祉会館
（当時）・児童館・ことぶき館
の開館日拡大に伴い、町
会、青少年育成委員会、民
生・児童委員、PTA、学童ク
ラブ等、地域団体や利用団
体により組織された自主事業
運営委員会に土・日・祝日の
施設の有効利用を図ることを
目的に始まった。

連携・支援の仕組み
作り
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等
人員の応援

その他(特命
随意契約)

自主事業の企画・運営。

効果としては、児童館利用者、近隣住
民である乳幼児から高齢者までの幅
広い年齢層の交流が促進され、事業
の充実と施設の有効利用が図られて
いる。課題としては、活動の担い手の
不足や児童館事業や地域行事との重
複などがあげられる。

169
健
康
部

健
康
政
策
課

継続
公害健康被害の補償
等に関する法律に基づ
く補償給付等

大気汚染による健康被害者
への補償給付及び健康被害
を予防するための事業を行う
ことで、健康被害者等の迅速
かつ公正な保護及び健康の
確保を図る

・水泳教室における子どもへの水泳指
導
・ぜん息デイキャンプにおける子ども・
保護者の生活指導、レクリエーション
活動を実施

・地域団体
新宿区水泳連盟
・NPO
NPO法人国際自然大学校

・水泳教室
昭和60年度
・ぜん息デイ
キャンプ　昭和
52年度（平成
26年度までは
ぜん息キャン
プ）

委託
その他（派
遣依頼）

質の高いプログラムと指導を
提供し、より効果的な事業を
実施するため

連携・支援の仕組み
作り
情報収集

その他

・水泳教室：会議への出席、
水泳指導　・ぜん息デイキャ
ンプ：会議への出席、子ども・
保護者への生活指導、レクリ
エーション活動の企画、実施

団体やNPO法人の専門性を活かすこ
とで、参加者の満足度の高い予防事
業を展開することができる

170
健
康
部

健
康
政
策
課

継続
健康づくり行動計画
（がん対策・食育推進
計画等）の推進

「新宿区健康づくり行動計
画」（平成30年度～令和4年
度）」を推進することにより、
区民が身近なところで気軽に
健康づくりを実践でき、地域
全体で健康寿命の延伸に取
り組むことのできる環境を整
備する。

「新宿区健康づくり行動計画推進協議
会」

計画の進捗状況や達成度を評価する
とともに、次期計画や今後の健康づくり
事業の展開に協議会の意見を反映さ
せる。

新宿区健康づくり行動計画
推進協議会委員

地域団体（協力団体など）
その他（学識経験者、公募
区民）

平成15年4月
実行委員
会・協議会

区の健康づくり事業を展開し
ていくうえで、学識経験者や
地域関係団体、区民等の意
見を反映させる必要があるた
め。

情報収集
行政情報提供
その他（会議の運
営)

公募
その他（就任
依頼、団体か
らの推薦）

区の健康づくり事業に対する
評価を行い、意見を述べる。
また、次期計画について意
見を述べる。

区の健康づくり事業及び次期計画に
ついて、それぞれの立場（学識経験
者、医師、歯科医師、薬剤師、管理栄
養士、スポーツ関係者等）からの意見
を聴取でき、健康づくり行動計画に基
づく各事業の実施及び次期計画策定
に反映することができる。

健康づくりキャラクター「しんじゅく健康フレンズ」
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

171
健
康
部

健
康
政
策
課

継続 自殺総合対策

自殺に関する正しい知識の
普及啓発や相談体制の充
実、地域連携の強化を行い、
誰も自殺に追い込まれること
のない社会の実現を目指
す。

新宿区自殺総合対策会議

区の自殺対策に対する提言、関係機
関での情報の共有化と連携及び調整

社会福祉協議会
医療機関
地域団体（協力団体など）
ＮＰＯ
その他（警察・消防等）

認知行動療法研修開発セ
ンター、司法書士会、法テ
ラス、東京自殺防止セン
ター、LightＲing.、キズキ、
OVA、早稲田大学等

平成21年4月

実行委員
会・協議会

事業の推進にあたり、地域の
自殺対策ネットワークの形
成、及び、より現状に即した
具体的な取組を検討するた
め、区内で自殺対策に関す
る取組を行う団体の協力が
必要であったため。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
自殺対策計画策定

その他（区内
自殺対策に
係る団体等を
区が選定）

委員としての会議出席、自殺
対策計画策定に向けた協
力、行政資料配布への協
力、情報提供等。

実際に自殺の危険性の高い人等に対
応している団体に参加してもらうこと
で、より現状に即した対策を行うことが
出来る。また、団体間で連携を行う場
を設けることで、より密な自殺予防ネッ
トワークを形成することが出来る。さら
に、平成30年度策定する自殺対策計
画に、会議委員の意見を反映すること
が出来る。

172
健
康
部

健
康
政
策
課

その他
自殺総合対策（イン
ターネットゲートキー
パー事業）

自殺に関する正しい知識の
普及啓発や相談体制の充
実、地域連携の強化を行い、
誰も自殺に追い込まれること
のない社会の実現を目指
す。

インターネットのワード検索を起点とし
た相談窓口自動案内とハイリスク者へ
のインターネットゲートキーパー事業

NPO法人OVA
令和元年度

委託
専門性の高い事業に対して
委託することで、より効果的
な事業を実施するため。

　
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託等

その他（委
託）

・インターネット上の案内サイト及
び相談サイトの構築、キーワード
設定
・案内サイトに掲載する相談窓口
機関への依頼、調整等
・検索連動広告の掲載及び運用
・案内サイトの運用
・インターネットゲートキーパーの
実施
・評価、検証
・その他本事業に必要な事項

NPO法人のノウハウの活用により、若
者の自殺予防を推進できる。

173
健
康
部

健
康
政
策
課

その他
自殺総合対策（専門職
員向け研修）

自殺に関する正しい知識の
普及啓発や相談体制の充
実、地域連携の強化を行い、
誰も自殺に追い込まれること
のない社会の実現を目指
す。

自殺対策に関わる保健師等の専門職
員向け研修

NPO法人OVA
令和元年度

委託
専門性の高い事業に対して
委託することで、より効果的
な事業を実施するため。

　
行政情報提供
対象者への周知
委託等

その他（委
託）

・研修計画の作成
・教材作成
・研修講師
・その他本事業に必要な事項

NPO法人の専門性を活かすことで、自
殺対策に係る人材を養成するために
効果的な研修を実施することができ
る。

174
健
康
部

健
康
政
策
課

その他
自殺総合対策（ユース
ゲートキーパー事業）

自殺に関する正しい知識の
普及啓発や相談体制の充
実、地域連携の強化を行い、
誰も自殺に追い込まれること
のない社会の実現を目指
す。

若者自身が身近な相談者になる「ユー
スゲートキーパー」の育成事業

NPO法人LightRing.
令和元年度

委託
若者の自殺予防に特化した
事業内容を実施する上で、よ
り効果的な事業を実施する
ため。

行政情報提供
大学との調整
委託等

その他

・事業実施計画の作成
・教材作成、印刷
・講座講師
・その他、本事業に必要な事項

NPO法人の専門性を活かすことで、若
者の自殺予防を推進することができ
る。

175
健
康
部

健
康
づ
く
り
課

実行 いきいきウォーク新宿
運動習慣の普及、健康や生
きがいづくり、介護予防を図
る。

ウォーキング教室の開催と区内の
ウォーキング（3～4㎞）。

ＮＰＯ

ＮＰＯ法人新宿区ウオーキ
ング協会

平成20年4月
共催
事業協力

日本ウオーキング協会の企
画委員を務める区民（現：新
宿区ウオーキング協会会長）
から健康づくりに最適なツー
ルとしてウォーキングを提案
された。

行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等

提案・持込

ウォーキングのルートの選定
やルートマップの作成、
ウォーキング教室など事業内
容そのものを担当している。

地域で活動しているNPO法人と連携、
協力することにより、地域の特性を活
かしたウォーキングルートの設定や、
教室を実施することができる。

176
健
康
部

健
康
づ
く
り
課

継続 食育の推進

区民が、食に関する適切な
判断力を養い、生涯にわたっ
て健全な食生活を実現する
ことにより、心身の健康の増
進と豊かな人間形成に資す
ること。

・食育ボランティアを育成し、地域での
食育推進活動を行う。
・小学生以下の子どもとその家族及び
中学生を対象としたメニューコンクール
を実施する。
・区の食育に関わる個人・団体・企業・
飲食店等からネットワークの登録団体
を募集し、団体間での講座の開催や
相互協力を実施する。

ボランティア（個人・団体）

新宿区食育ボランティア
新宿調理製菓専門学校
「食」を通じた健康づくり
ネットワーク参加団体・個
人

平成20年4月

（「食」を通じた
健康づくりネッ
トワークについ
ては平成27年
10月）

事業協力

・食育推進計画に基づき、地
域での食育推進の担い手と
なるボランティアの育成が必
要であるため。
・専門学校の特性を活かし
て、メニューコンクールの企
画運営ができるため。
・参加団体間での講座の実
施や相互協力の実施により、
幅広い世代への食育を推進
するため。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
会議作業場所提供
機材貸出等
人員の応援

公募
提案・持込み
等

区が実施する食育関連事業
への参加。

・食育ボランティアが中心となって、多
様な食育活動を展開していくための支
援が必要である。
・ネットワークの構築により、食育に関
する情報が集約され連携がとりやすく
なり、子どもから高齢者に至るまでの広
い世代に食育を行うことができる。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

177
健
康
部

健
康
づ
く
り
課

実行
ウォーキングマスター
養成講座

主体的に地域で健康づくり
活動ができる人材の育成

歩き方やコースマップの作り方等。応
用編ではウォーキングイベントの企画
運営等。

ＮＰＯ

ＮＰＯ法人新宿区ウオーキ
ング協会

平成29年6月
共催
事業協力

・区民の健康寿命延伸に向
けた取り組みの一つとして、
地域での健康づくり活動の
担い手となる人材の育成が
必要であるため。

行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会場確保等

提案・持込
養成講座の講師を担当して
いる。

地域で活動しているNPO法人の専門
性を活かすことで、ウォーキングに必
要な知識、技術を習得するだけでな
く、地域のつながりが促進されることに
より、受講生が地域で健康づくり活動
を行うことができる。

178
健
康
部

健
康
づ
く
り
課

その他

摂食嚥下機能支援の
推進(※地域の担い手
「ごっくんリーダー」によ
る「食べる力」推進プロ
ジェクト)

区民を中心とした多様な主体
が担い手となって行う摂食嚥
下機能に関する支援体制の
構築と普及啓発活動の推
進。

・事業推進のための会議を開催する。
・イベントに参加し、区民への普及啓
発を行う。
・予防の知識や新宿ごっくん体操等の
講習会の開催。
・ごっくん体操みんなの集い（仮称）の
開催。
・啓発活動を推進するための広報活動
等（ホームページの構築・運用、講習
会や集いのお知らせリーフレット作成、
リーダー活動状況アンケートの作成
等）
※協働事業提案制度は令和元年度末
で終了

NPO(特定非営利活動法
人メディカルケア協会)

平成29年4月 委託

摂食嚥下機能支援事業の
「新宿ごっくんプロジェクト」を
医療・介護関係者とともに推
進しているが、区民への啓発
が不十分であることが課題と
して挙げられたため。（協働
事業提案制度による平成29
年度実施事業として採択）

事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援

公募

会議の運営・まとめ
啓発イベントや講習会、みん
なの集いの開催計画・内容
の決定
活動状況アンケート内容の
検討等

区の課題であった区民への啓発活動
に、地域づくりの経験や多様なネット
ワークを有するNPO法人が関わること
で、地域活動の中に入り込んだ効果
的な普及啓発活動を行うことができて
いる。
育成したリーダーが継続して地域で活
動していけるよう、定期的に集いを開
催し、知識や技術、モチベーションの
維持向上を図っていく必要がある。

179
健
康
部

衛
生
課

継続
人と猫との調和のとれ
たまちづくり

猫の不必要な繁殖及び野良
猫の増加を抑え、近隣のトラ
ブルを未然に防ぎ、人と猫と
の調和のとれたまちを目指
す。

餌場の管理、トイレの設置、後片付け、
去勢不妊手術の実施を住民・町会・ボ
ランティア・行政の協働で行う。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
NPO

区内各町会・自治会・学
生・地域ねこボランティア団
体・NPO法人ねこだすけ等

平成13年度

共催
協議会
事業協力
情報提供・
交換

東京都が提唱した、「飼い主
のいない猫との共生モデル
プラン事業」の実施に協力
し、新宿区内4箇所がモデル
プランに指定された。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
人員の応援

提案・持込

猫の飼い主に対する啓発活
動、野良猫の管理(餌場・トイ
レ片付け）・調査、去勢不妊
手術の実施、手術代金の拠
出。セミナーの開催。

モデルプラン指定地域及び「地域ねこ
対策実施」地域からは、野良猫に関す
る苦情がなくなり、近隣に広がりを持つ
ようになった。

180
健
康
部

衛
生
課

継続 ペット防災対策事業
災害時における動物救護活
動を円滑に行えるよう啓発活
動を進める。

ペット防災講演会等の企画、運営を協
働で行う。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
その他

避難所運営管理協議会、
ペット防災を考える会、牛
込わんわんパトロール隊、
東京都獣医師会新宿支部

平成16年度
(平成18年度よ
り現在の事業
名に変更)

事業協力
情報提供・
交換

災害時の動物救護活動に関
する協定書を獣医師会新宿
支部と締結。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等

その他

災害時における動物救護体
制に関して、専門家としての
知識の提供及び災害訓練時
の獣医師の派遣、ペット防災
自主組織の確立。

協働で作成した動物救護マニュアル
を、区内の避難所に浸透させ、防災訓
練を実施する。

181
健
康
部

衛
生
課

継続 食品衛生の普及啓発
食品衛生知識の普及啓発を
行うことにより、区民の健康の
保持を増進。

食品衛生フェア、消費者講演会の実
施。

地域団体（協力団体など）

新宿区食品衛生協会
平成16年4月 共催

保健所の外郭団体として発
足時から活動している。

事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
機材貸出等
人員の応援

その他（外郭
団体）

人員の応援。粗品等の提
供。

多数の来場者が見込め、普及啓発の
効果が大きい。

182
健
康
部

衛
生
課

継続

薬事関係法令に基づく
監視指導及び営業許
可等（麻薬、向精神薬
及び覚せい剤の取締
監視等）

薬物乱用防止のための啓発
活動を推進するにあたり、地
域社会に根差した活動を効
果的に行うことにより、もっ
て、薬物乱用禍の根絶を図
ることを目的とする。

街頭における啓発キャンペーン活動
及び標語・ポスター等の募集、関係機
関との連携協力、学校への講演調整
等。

地域団体（協力団体など）

東京都薬物乱用防止推進
新宿地区協議会

昭和61年10月 共催

衛生課では従来から、青少
年保護育成団体・行政機関
等と連携して、薬物乱用によ
る健康危害及び社会的に及
ぼす弊害を未然に防止し、
正しい知識の啓発を行って
いる。

事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等

その他（東京
都委嘱）

関係機関、団体等との連絡、
協議。

街頭啓発活動を実施し、薬物（麻薬・
覚せい剤・大麻等）の乱用の危険性・
有害性について、積極的な啓発運動
を行い、もって乱用防止の機運を醸成
する。

食品衛生フェア
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

183
健
康
部

衛
生
課

継続 環境衛生講習会

理容、美容､クリーニング､旅
館業､公衆浴場及び興行場
等の各業界（協会・同業組
合）の経営者・管理者等に対
して、衛生知識の普及啓発
及び衛生水準の向上を目的
として、衛生講習会を実施し
ている。

衛生講習会の実施事業及び関係業界
団体との調整業務。

地域団体（協力団体など）

新宿区環境衛生協会・
各同業組合

平成18年6月 共催

新宿区保健所では、衛生知
識の普及啓発及び衛生水準
の向上に資する目的から、長
年、当協会との共催事業とし
て実施してきている。

事業企画への参加
行政情報提供
イベント会場確保等

その他（許可
業者）

会員(営業者･管理者・従業
員）並びに環境衛生自治指
導員への周知連絡。

会員・自治指導員等に対して普及啓
発及び研修教育が図られている。
カレントトピックスに対応した講習内容
や講師の選定が課題。

184
健
康
部

衛
生
課

継続 狂犬病予防対策等
狂犬病予防定期集合注射の
実施。

4月に狂犬病予防定期集合注射期間
を設け、狂犬病予防注射の接種をす
る。

その他（公益社団法人）

公益社団法人東京都獣医
師会

昭和25年10月 事業協力 厚生省の通達による。
広報ＰＲ面での協力
人員の応援

その他
狂犬病予防定期集合注射の
実施。

狂犬病予防定期集合注射期間中に東
京都獣医師会新宿支部加盟動物病院
で飼い犬の登録申請及び狂犬病予防
注射済票交付申請を受け付けている。
区内各所で申請を可能とし、接種率を
向上させている。

185
健
康
部

保
健
予
防
課

継続 エイズ対策の充実

ＨＩＶ抗体検査・相談（来所・
電話）を通じ、早期発見・早
期治療及び正しい知識の普
及啓発を行うことにより、エイ
ズの感染予防及びまん延防
止を図る。

毎週木曜日午後の英語・スペイン語・
ポルトガル語、月２回木曜日午後のタ
イ語による相談・抗体検査時のカウン
セリング・医療通訳。
男性向け検査の広報協力。

ボランティア（個人・団体）
NPO

（通訳）
クリアチーボス
ＴＡＷＡＮ（タワン）

（広報）
akta

平成11年4月 事業協力

「後天性免疫不全症候群に
関する特定感染症予防指
針」（平成11年制定）に基づ
き個別施策層（外国人、
MSM）に対応するため。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
機材貸出等
委託・助成等

提案・持込

各言語による相談・カウンセ
リングと医療通訳。
検査広報ポスター作製及び
広報協力。

効果：外国人、MSMへのエイズ検査の
普及と感染予防及び療養等の支援
課題：検査実施体制の精査、調整

186
健
康
部

牛
込
保
健
セ
ン
タ
ー

継続
子育てに関する相談・
支援体制の充実（乳幼
児事故防止対策）

家庭内における乳幼児の事
故防止に関する知識の普及
啓発を図る。

ファミリーサポート協力員向けに講話を
実施し、家庭内における乳幼児の事
故防止に関する知識の普及啓発を図
る。

社会福祉協議会 平成12年4月 事業協力
相手先から連携の相談を受
けた。

事業企画への参加 提案・持込 講座の企画。
効果：社会福祉協議会と連携・協力し
ていくことにより、地域の中で安心して
子育てを行うことができるようになる。

187
健
康
部

牛
込
保
健
セ
ン
タ
ー

継続
母子保健事業（乳幼児
健康診査）

乳幼児の健康診査を実施す
ることで、疾病の予防、早期
発見及び健全な発育・発達
を支援する。

生後3,4か月児及び経過観察児を対
象に健康診査を行い、その保護者に
適切な保健指導を実施し、心身ともに
健全な児童の育成を図る。また、１歳６
か月児及び３歳児に対し、一般健康診
査・歯科健康診査等を実施し、適切な
指導または措置を行うことにより、身
体・歯科・精神発達の健全な成長を支
援する。

地域団体（協力団体など）

民生委員
昭和50年4月 事業協力

連携の相手先から連携の相
談を受けた。

連携・支援の仕組み
作り

提案・持込
健康診査時の子どもの見守
り、ミニ講話（3，4か月児健
診）。

効果：民生委員と連携・協力していくこ
とにより、地域の中で安心して子育て
を行うことができるようになる。

188
健
康
部

牛
込
保
健
セ
ン
タ
ー

継続
はじめまして赤ちゃん
応援事業

妊婦に対し妊娠中からの育
児支援を行うとともに、産婦
には情報交換や仲間づくりを
行うことにより、母親の精神的
不安の軽減を図り、産後うつ
や虐待危惧、育児困難な状
況につながらないよう予防
し、安定した母性を育むこと
ができるように支援する。

妊婦とおおむね４か月までの赤ちゃん
を持つ母親等を対象に、妊娠中からの
子育ての体験学習により育児不安を
軽減し、親子の絆を培えるよう、育児の
話や情報交換、個別相談などを行う。

地域団体（協力団体など）
ＮＰＯ

地域子育て支援センター
二葉
ゆったりーの

平成18年4月 事業協力
協働の相手から連携につい
て相談を受けた。

連携・支援の仕組み
作り

提案・持込 ミニ講話、子どもの見守り。

効果：地域子育て支援団体と情報共
有・連携・協力していくことにより、地域
の中で安心して育児ができるようにな
る。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

189
健
康
部

四
谷
保
健
セ
ン
タ
ー

継続
歯科保健事業（歯科衛
生相談）

乳幼児から高齢者までのむ
し歯予防・歯周病予防・歯並
び等の相談及び口腔機能の
発達と維持・向上を支援し、
健康増進を図る。

地域センター管理運営委員会や実行
委員会が主催する地域センターまつり
に参加し、歯や口の健康に関する普
及啓発および個別相談に応じる。

地域団体（協力団体など）

地域センター管理運営委
員会
実行委員会

昭和50年 (地
域センターま
つりへの参加
は各所により
異なる)

事業協力 相手方の提案によるもの。
事業企画への参加
行政情報提供

提案・持込 地域センターまつりの開催。
【効果】乳幼児から高齢者まで幅広く、
かつ、多くの区民に対し、普及啓発を
行うことができる。

190
健
康
部

四
谷
保
健
セ
ン
タ
ー

実行
女性の健康づくりサ
ポーター事業

女性の健康づくりサポーター
を養成し、女性の健康づくり
を効果的に推進する。

女性の健康について正しい知識を学
び、自身の健康づくりと地域での健康
づくりに関する活動を行う女性の健康
づくりサポーターの養成とその活動支
援を行う。

地域団体（協力団体など）
平成30年4月 委託

平成26年8月からサポーター
の登録を開始。平成28年10
月からNPO法人に委託(特命
随意契約)。平成30年4月より
プロポーザルにより委託業者
を選定。

行政情報提供
委託・助成等

プロポーザル
女性の健康づくりサポーター
の養成(講座、研修の運営)、
サポーターの地域活動支援

女性の健康づくりサポーターが自主的
に活動していけるよう支援していくこと
が課題である。

女性の健康づくりサポーター養成講座の様子

191
健
康
部

東
新
宿
保
健
セ
ン
タ
ー

継続
健康増進事業等（健康
教育）

生活習慣病の予防及び介護
を要する状態になることの予
防その他健康に関する事項
について正しい知識の普及
を図るとともに、適切な指導・
支援を行うことにより、『自ら
の健康は自らが守る』という
認識と自覚を高め、壮年期か
らの健康保持に資することを
目的とする。

糖尿病予防啓発イベント「けんこうマル
シェ」において、協賛団体・企業や実
習大学の学生ボランティア等が出展
ブースおよび健康関連グッズの紹介・
展示・サンプル配布を実施する。

ボランティア
NPO
その他（医師会、歯科医師
会、薬剤師会、衛生・食品
関連企業等）

昭和58年
(糖尿病予防
啓発講演会は
平成25年度よ
り開始、糖尿
病予防啓発イ
ベントは平成
28年度より開
始)

事業協力 不明
連携・支援の仕組み
作り

提案・持込

イベントの各ブースへの参
加、及び生活習慣病予防の
ためのグッズ等の紹介・展
示・サンプル配布。

【効果】
糖尿病予防啓発イベントに協力いただ
くことにより、新宿区での健康づくりに
ついて理解してもらえる。
また、協力企業による食生活の改善等
に手軽に取り入れられる商品の紹介に
より、「自らの健康は自らが守る」という
認識と自覚を高める。

192
健
康
部

東
新
宿
保
健
セ
ン
タ
ー

継続
健康増進事業等（健康
相談）

心身の健康に関する個別の
相談に応じ必要な指導及び
助言を行い、家庭における健
康管理に資することを目的と
する。

地域団体等に出向いて、健康に関す
る事項の普及啓発をするとともに心身
の健康に関する個別の相談に応じる。

地域団体（協力団体など）

地域センター管理運営委
員会

平成20年 事業協力 不明 事業企画への参加 提案・持込
地域団体等での健康相談の
周知、会場準備等。

【効果】地域住民が多数集まる地域団
体等での集会において健康相談を行
うことは、区民の健康保持・健康増進
のため有効である。

193
健
康
部

東
新
宿
保
健
セ
ン
タ
ー

その他 訪問指導の充実

療養上の保健指導が必要で
あると認められる者及びその
家族等に対して、保健師等
が訪問して、その健康に関す
る問題を総合的に把握し、必
要な指導を行い、これらの者
の心身機能の低下の防止と
健康の保持増進を図ることを
目的とする。

対象者の把握、実施計画の策定その
他訪問指導の円滑かつ効果的な実施
を推進する観点から、関係医療機関、
ホームヘルパー、民生委員、福祉関
係機関、居宅サービス事業者、民間団
体その他地域住民との連携を図り、必
要な協力を得ながら実施する。

地域団体（協力団体など）
その他

関係医療機関
ホームヘルパー
民生委員
福祉関係機関
居宅サービス事業者

平成14年 事業協力 不明
連携・支援の仕組み
作り

提案・持込 情報提供、業務引継等。

【効果】外出困難な区民を訪問して療
養上に必要な事を指導する本事業
は、関わる機関の連携が必須である。
連携することにより円滑かつ効果的な
実施を行える。

194
健
康
部

落
合
保
健
セ
ン
タ
ー

その他
はじめまして赤ちゃん
応援事業

妊婦に対し妊娠中からの育
児支援を行うとともに、産婦
には情報交換や仲間づくりを
行うことにより、母親の精神的
不安の軽減を図り、産後うつ
や虐待危惧、育児困難な状
況につながらないよう予防
し、安定した母性を育むこと
ができるように支援する。

妊婦と概ね4か月までの赤ちゃんを持
つ母親等を対象に、妊娠中からの子
育ての体験学習により育児不安を軽
減し、親子の絆を培えるよう、育児の話
や情報交換、個別相談などを行う。

民生委員

地域子育て支援センター
二葉

平成18年4月 事業協力
協働の相手から連携につい
て相談を受けた。

連携・支援の仕組み
作り

提案・持込 ミニ講話、子どもの見守り

【効果】地域子育て支援団体と情報共
有・連携・協力していくことにより、地域
の中で安心して育児ができるようにな
る。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

195

み
ど
り
土
木
部

道
路
課

継続
道路緑化の推進（道の
サポーター制度）

道路への愛着と快適な環境
の創出。

区民や事業者が区と合意の下、道路
の清掃、植樹帯の手入れ等管理の一
部を行う。

ボランティア（個人・団体）

道のサポーター
平成17年度 事業協力 区からの働きかけ。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
広報ＰＲ面での協力
機材貸出等
人員の応援
花苗の支給
看板設置

公募
道路の維持管理の一部を行
う。

効果：街の美化やボランティア意識の
醸成につながる。
課題：公物（道路）の私物化につながる
可能性あり。

196

み
ど
り
土
木
部

道
路
課

継続
民有灯及び商店街灯
の支援

道路交通の安全や犯罪の防
止など区民の生活環境の向
上。

町会等が所有する民有灯と商店街灯
の電気料金の助成を行う。また、町会
等が所有する民有灯においては、町
会等と連携しながら改修と電球交換を
実施する。

町会自治会

商店会、町会等
昭和38年度 事業協力

区内の交通安全、防犯対
策、都市美観の見地から支
援を開始。

委託・助成等 提案・持込
民有灯の清掃、点検
商店街灯の設置、維持管
理。

効果：支援を行うことにより、安心・安全
のまちづくりや地域の発展に貢献す
る。

197

み
ど
り
土
木
部

道
路
課

継続 私道整備助成

私道の舗装や排水設備の必
要かつ適正な整備を促進す
ることで、通行の安全や良好
な住環境を確保する。

区内の私道所有者等が私道整備（舗
装、排水設備工事）を行う場合、整備
の方法等について協議し助成金を交
付する。

その他（区内の私道所有
者等）

昭和32年度 事業協力
区民の生活環境の向上を図
るため整備経費を区が補助
する制度を開始。

委託・助成等 提案・持込
私道の日常管理
整備経費の一部負担。

効果：私道を利用する区民の安全な歩
行空間が確保されるとともに、排水管
の機能不全を解消するなど、区民生活
を支えている。

198

み
ど
り
土
木
部

み
ど
り
公
園
課

継続
サポーター制度による
公園管理

公園利用の活性化を実現
し、暮らしやすい地域を創出
する。

区民・法人等が、区と合意のもと、公園
サポーターとして公園等の維持管理の
一部を行う。

ボランティア（個人・団体） 平成13年度 事業協力
公募
住民からの要望

連携・支援の仕組み
作り
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
機材貸出等
委託・助成等

公募
公園等の維持管理（園地清
掃、除草、花壇管理、植栽管
理、利用指導　等）。

公園利用の活性化と快適な公園環境
を創出することができる。

199

み
ど
り
土
木
部

み
ど
り
公
園
課

実行

継続

みんなでみどり公共施
設緑化プラン

みどりとうるおいのある都市
環境を実現するために、協働
により区有公共施設や河川
の護岸などの公共施設にお
いて緑化を図る。
また、「みどりの基本計画」に
基づき、生き物と共生しふれ
あえる都市・新宿の実現を目
指す。

・緑化方法の検討作業。
・ビオトープ整備計画の検討作業。
・土入れ、植物の植え付け作業、維持
管理作業。

地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）

新宿中央公園ビオトープの
会、
東戸山小学校

平成15年度 事業協力 区からの働きかけ。
連携・支援の仕組み
作り
機材貸出等

提案・持込
公募

・公共施設緑化の計画立案
への協力。
・ビオトープの計画立案への
協力。
・土入れ、植物の植え付け作
業、維持管理作業への協
力。

・維持管理作業等への参加をきっかけ
としてみどりに愛着を持ち、その後の
維持管理等に積極的に関わっている。
・ビオトープの計画づくり、造成作業等
に参加した区民等はビオトープへの理
解や関心が深まるため、その後の維持
管理等に積極的に関わっている。
・より多くの区民が参加できるしくみの
構築、自主管理への誘導。

200

み
ど
り
土
木
部

み
ど
り
公
園
課

継続 みどりの普及
「みどりの協定」により、区民
が主体となった地域緑化を
推進する。

地域緑化の実施。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体な
ど）

平成15年度 事業協力 公募。
連携・支援の仕組み
作り
委託・助成等

公募 ・地域緑化の実施。
・地域が主体となり、地域に密着した緑
化が実施される。

みどりの協定による緑化事例

公園サポーターによる花壇管理

東戸山小学校の水田での田植え
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

201

み
ど
り
土
木
部

み
ど
り
公
園
課

継続 アユが喜ぶ川づくり

河川環境の回復や親水性の
向上を進め、神田川や妙正
寺川をゆとりと潤いの空間と
して区民とともに活用を図っ
ていく。

神田川ファンクラブの実施

地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）

戸塚第三小学校
神田川ファンクラブ

平成11年度 事業協力 区からの働きかけ・公募。
連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供

公募

・生き物調査等、神田川ファ
ンクラブの活動に参加するこ
とによって、河川に対する問
題意識を持たせるとともに河
川を愛する気持ちを育む。

神田川の環境への理解が深まる。

202

み
ど
り
土
木
部

み
ど
り
公
園
課

実行

継続

みんなで考える身近な
公園の整備

本事業は、公園の施設改修
及び利用の活性化を図るた
め、利用者との協働によるプ
ラン作りを行い整備する。
1園あたり設計・工事を2ヵ年
かけて行う。

本年度はやよい児童遊園を対象に、
地域住民等の意見やアイデアをもとに
昨年度作成した整備プランに基づき、
再整備工事を実施する。

町会自治会
ボランティア（個人・団体）

平成10年度
情報提供・
交換

区からの働きかけ。
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供

その他
公園の再整備プランの作成
に伴う、問題点や要望、アイ
デアの提供。

利用者の視点によるプランづくりが行
えるため、利用ニーズに即した公園の
整備を行う事が出来る。

203

み
ど
り
土
木
部

み
ど
り
公
園
課

継続
みどりの普及
（新宿花いっぱい運
動）

新宿のまちを花とみどりで飾
り、美しい都市空間を実現す
るため、街路灯にハンギング
バスケット等を設置し、区民
等と協働で管理を行う。

日常の水やり、花苗の交換。

地域団体（協力団体など）

新宿駅前商店街振興組合
歌舞伎町商店街振興組合

平成19年度 事業協力 区からの働きかけ。
連携・支援の仕組み
作り
機材貸出等

提案・持込
・日常の水やり。
・ハンギングバスケット、プラ
ンターの監視。

・花いっぱいの美しいまちが形成され
る。
・地域の自主的な緑化の取組みへの
つながりが期待できる。

204

み
ど
り
土
木
部

交
通
対
策
課

継続
みんなで進める交通安
全

交通事故を防止し、区民の
安全・安心を確保するため、
交通安全思想の普及啓発を
図る。

交通安全協議会開催、春・秋の全国
交通安全運動の計画及び実施等、資
器材の整備、幼児・小中学生・高齢者
等への啓発活動、区内４安全協会へ
の助成、地域の交通安全施設の点
検。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
その他（牛込・新宿・戸塚・
四谷警察、牛込・新宿・戸
塚・四谷安全協会等）

昭和45年度 事業協力

当事業は、警察署等の関係
機関や、学校、地域と連携し
て実施していくことが不可欠
であるため。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援

その他（関係
機関等）

警察署による指導・規制・監
視、学校・地域関係団体の
事業協力。

継続的な活動により、区内の交通事故
件数及び負傷者数は減少傾向にあ
る。課題は、高齢者の事故防止対策
と、自転車利用者へのルール遵守・マ
ナー向上のはたらきかけ等である。

205

み
ど
り
土
木
部

交
通
対
策
課

継続
道路を活用したオープ
ンカフェ

 魅力的な道路空間と、まち
の賑わいを創出する。

歩行者専用道路となる時間を利用し
て、道路上にテーブル・椅子を設置
し、道路を活用したオープンカフェを
実施することによって、区民や来街者
に安らぎの場を提供する。

町会自治会

新宿駅前商店街振興組合
平成17年度 事業協力

昭和50年代後半、新宿モア
街整備の計画づくりをきっか
けに、道路の維持管理協定
が結ばれており、平成17年
度、本事業実施にあたり、地
元調整等を含めオープンカ
フェの運営をお願いした。

その他（道路環境整
備・警察協議等の運
営支援　)

その他（当該
地の商店会）

オープンカフェの運営・道路
の清掃や植栽への散水等・
地元調整等。

オープンカフェの実施により、まちの賑
わい創出と違法駐車や放置自転車の
解消に成果を上げている。

206

み
ど
り
土
木
部

交
通
対
策
課

継続
屋外広告物許可及び
是正事務（違反屋外広
告物の除却）

安全で安心して利用できる道
路等公共空間の確保。

違反屋外広告物の除却等。
町会自治会
その他（商店会など）

平成18年1月 事業協力 区からの働きかけ。 機材貸出等 提案・持込
地域協力による街づくりを行
うための意識啓発。

街の美観や道路の適正利用について
の意識の醸成につながる。

ハンギングバスケットの事例

神田川ファンクラブ（戸三小）

今年度対象地：やよい児童遊園(現況写真)

交通安全総点検子ども安全教室

神田川ファンクラブの活動
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

207

環
境
清
掃
部

環
境
対
策
課

実行

継続

環境学習・環境教育の
推進

区民一人ひとりが環境問題
に関心を持ち、実践できるよ
うに環境学習・環境教育を推
進する。

広く一般区民を対象とし、特に子ども
（小中学生）層に対する働きかけを重
点にした啓発事業の展開及び参加型
の実践・体験学習形式を取り入れた啓
発事業を展開する。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
NPO

平成16年度
その他（指
定管理）

指定管理者として環境学習
情報センターを管理・運営し
ている。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等

プロポーザル 事業実施、企画立案。

各種イベントの開催や講座等の実施
等を専門知識や経験を有する団体と
の協働により実施し、環境への理解や
関心を深めるのに大きな成果をあげて
いる。

208

環
境
清
掃
部

環
境
対
策
課

継続 環境審議会の運営

区長の諮問に応じ、環境基
本計画に関すること及びその
他環境保全に関する基本的
事項を調査、審議する。

審議会の構成員として諮問事項等に
対して意見表明を行う。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ＮＰＯ

平成8年4月
審議会委
員

条例制定。
行政情報提供
審議会の運営

公募 諮問事項の審議。 区政への区民意見の反映。

209

環
境
清
掃
部

環
境
対
策
課

継続 環境基本計画の推進
環境基本計画に定める事項
の進捗状況を把握し、計画
の推進を図る。

環境基本計画に沿った環境施策の事
業実績及び進捗状況を把握するため
に「環境白書」を作成・頒布する。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ＮＰＯ

平成16年4月

情報提供・
交換
事業協力
委託

環境白書の作成。
情報収集
行政情報提供

提案
環境基本計画に資する活動
を実施する。

環境施策は区、区民、事業者それぞ
れが実施すべきものであり、環境白書
を介し、それぞれの役割を確認し、連
携した実践を行うための手引きとする。

210

環
境
清
掃
部

環
境
対
策
課

継続
エコライフ推進員の活
動

区と区民の接点となり自らエ
コライフを実践し、地域にお
いてその普及啓発を行う。

環境学習情報センターと連携・協働
し、エコライフの実践と普及啓発活動
を通じて環境に配慮した活動を地域に
広げていく。

町会自治会
ボランティア

平成16年7月
協議会
事業協力

条例制定による。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
会議作業場所提供
イベント会場確保等

公募
その他（推
薦）

エコライフ推進員は、環境学
習情報センターと連携・協働
し、エコライフの実践と普及
啓発活動を通じて環境に配
慮した活動を地域に広げて
いく。

エコライフ推進協議会、分科会による
自主的な活動によって効果を挙げて
いる。

211

環
境
清
掃
部

環
境
対
策
課

継続
環境学習情報センター
の管理運営

環境を考え、行動する全ての
人に、新しい情報発信や活
動の場を提供し、環境保全
思想の普及と環境行動の一
層の進展を図る拠点とする。
また、環境問題に取り組む区
民、団体、企業、行政が協働
に取り組むための拠点とす
る。

区及び指定管理者が企画・実施する
事業への参加。

その他（区民・事業者・団
体）

平成16年4月
その他（指
定管理）

公募（プロポーザル方式）を
導入したことによる。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

その他 区の施策のPRと参加協力。
講座・イベント等への参加を通して、環
境への理解・関心を深める成果をあげ
ている。

212

環
境
清
掃
部

環
境
対
策
課

実行
継続

地球温暖化対策の推
進　区民省エネルギー
意識の啓発

区民の省エネ行動を促進・
支援し温室効果ガス排出量
の削減を図る。

みどりのカーテンの普及や省エネル
ギー機器の導入助成を行い、区民の
省エネルギーに対する意識向上を図
る。

その他(区民) 平成１８年度
事業協力
委託

区民向けに省エネ行動を促
進・支援するため、新宿エコ
隊、活動団体、エコライフ推
進員等に協力要請した。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

公募
区の施策のPR、組織的な参
加協力。

区民に省エネ行動を呼びかけ、二酸
化炭素排出量の削減を図る。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

213

環
境
清
掃
部

環
境
対
策
課

実行
継続

地球温暖化対策の推
進　事業者省エネ行動
の促進

事業者の省エネ行動を促
進・支援し温室効果ガス排出
量の削減を図る。

環境マネジメントシステム認証取得助
成や、省エネルギー診断など中小事
業者の省エネ行動を促進・支援する。

その他(区内中小事業者) 平成１８年度

情報提供・
交換
その他(省
エネ対策
支援)

事業者向けに省エネ行動を
促進・支援するため事業を実
施。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

公募
組織的な参加、省エネ行動
への協力。

事業者に省エネ行動を呼びかけ、二
酸化炭素排出量の削減を図る。

214

環
境
清
掃
部

環
境
対
策
課

実行
継続

地球温暖化対策の推
進　区が取り組む地球
温暖化対策

区民の省エネ行動を促進・
支援し温室効果ガス排出量
の削減を図る。

長野県伊那市、群馬県沼田市、東京
都あきる野市に開設した3つの「新宿の
森」で下草刈りなどの森林整備を区民
との協働で行う。

その他(区民) 平成１８年度 事業協力

区民に向けた省エネ行動を
促進・支援するため、「新宿
の森」森林整備希望者を募
集した。

その他(事業の実施) 公募 事業参加
事業の実施により区民に向けた環境
教育を行い、省エネ行動を啓発する。

215

環
境
清
掃
部

ご
み
減
量
リ
サ
イ
ク
ル
課

実行

継続
路上喫煙対策の推進

周知・啓発キャンペーンやパ
トロールによる指導等により
路上における受動喫煙やた
ばこの火によるやけどなどの
被害を防止する。

路上喫煙禁止の周知・啓発活動。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
NPO
その他
（新宿駅周辺地区美化推
進連絡会、高田馬場駅周
辺環境対策連絡会、路上
喫煙対策協力員）

平成17年8月

共催
事業協力
委託
情報提供・
交換

「新宿区空き缶等の散乱及
び路上喫煙による被害の防
止に関する条例」（平成17年
8月1日施行）。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援

公募
路上喫煙禁止の周知・啓発
活動及び地域における吸い
殻等の清掃活動などを行う。

町会や路上喫煙対策協力員、地域団
体、ボランティア、事業者、他の行政機
関など、様々な主体の協働により、区
内全域における路上喫煙被害を防止
する。

216

環
境
清
掃
部

ご
み
減
量
リ
サ
イ
ク
ル
課

継続
ポイ捨て防止ときれい
なまちづくり

区民や事業者に対してポイ
捨て防止の意識を広く啓発
し、きれいなまちづくりを目指
す。

散乱防止計画の策定。美化推進重点
地区におけるポイ捨て防止キャンペー
ン、路上清掃。ごみゼロ活動の実施。
（春・秋）、繁華街の路上清掃。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
ＮＰＯ
その他
（新宿駅周辺地区美化推
進連絡会、高田馬場駅周
辺環境対策連絡会）

平成9年4月

共催
事業協力
委託
情報提供・
交換

「新宿区空き缶・吸い殻等の
散乱防止に関する条例」（平
成９年4月1日）。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援

公募

散乱防止計画の策定。主に
美化推進重点地区内におけ
る路上清掃。ポイ捨て防止
キャンペーン、路上清掃。ご
みゼロ活動への参加。

町会や地域団体、ボランティア、事業
者、他の行政機関など様々な主体の
協働により、「美化の輪」が広がること
が期待できる。

217

環
境
清
掃
部

ご
み
減
量
リ
サ
イ
ク
ル
課

実行

継続
歌舞伎町クリーン作戦

繁華街の道路清掃を行い、
きれいなまちづくりを推進す
る。また、新宿区も歌舞伎町
の一事業者として自ら道路清
掃活動を実施する。

歌舞伎町一丁目地区の道路美化清掃
活動。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
NPO
その他（事業者）

歌舞伎町振興組合他

平成16年5月
共催
委託

歌舞伎町が条例により美化
推進重点地区に指定された
こと。平成16年5月に「歌舞
伎町ルネッサンス推進協議
会」が発足したこと等による。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援

公募 道路美化清掃活動。
歌舞伎町の美化清掃を行うことにより、
きれいなまちづくりを推進する。

218

環
境
清
掃
部

ご
み
減
量
リ
サ
イ
ク
ル
課

実行

継続

３Ｒ推進協議会の運営
等

ごみの発生抑制を基本とした
ごみの減量の推進に向け
て、区民、事業者及び区によ
る意見交換と具体策検討の
場として、「新宿区３R推進協
議会」を設置する。

実現可能で具体的なごみ減量の方策
を検討し、各構成団体が実施、情報発
信する。

地域団体（協力団体など）
NPO
その他（事業者16団体）

平成20年4月
実行委員
会・協議会

リサイクル清掃審議会の答申
を基に、区の呼びかけによ
る。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保
等

その他
実現可能で具体的なごみ減
量の方策を検討、実施する。

区民と事業者と区が、具体的な３Ｒ推
進の方策を検討、情報発信することに
より、ごみ減量についてより広く普及啓
発することができる。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

219

環
境
清
掃
部

ご
み
減
量
リ
サ
イ
ク
ル
課

継続
清掃協力会の活動支
援

清掃協力会の活動を支援す
る。

ごみの減量、リサイクルの推進に係る
普及啓発を各地域で展開する。

地域団体（協力団体など）

四谷清掃協力会
牛込清掃協力会
新宿西清掃協力会

昭和33年
事業協力
委託

設立当初から。

事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会場作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等

その他
協力会の運営、普及啓発事
業の実施、町会等地域での
情報周知。

住民による活動のため、地域における
普及啓発が効果的である。

220

環
境
清
掃
部

ご
み
減
量
リ
サ
イ
ク
ル
課

継続
リサイクル活動センター
の管理運営

区民のリサイクル活動を支援
する拠点としての館の運営及
び普及啓発事業の実施。

施設の管理・運営、委託事業の実施、
自主事業の実施。

その他（新宿環境リサイク
ル活動の会等）

平成10年4月 指定管理
センター運営検討委員会の
報告による。

事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会場作業場所提供
委託・助成等

その他
リサイクルに関する協働型講
座の企画・運営。

区民が身近な課題として、環境リサイク
ル活動の推進を捉える機会になってい
る。

221

環
境
清
掃
部

ご
み
減
量
リ
サ
イ
ク
ル
課

実行
新宿区食品ロス削減協
力店登録制度

「食品ロス」を削減する取組
に賛同し、協力を得られる事
業者を「食品ロス削減協力
店」として登録し、その取組を
広く周知することで、区民及
び他の事業者の意識啓発を
図り、もって食品ロスを含む
一般廃棄物の減量に資する
ことを目的とする。

新宿区内の飲食物を提供する飲食
店・食品販売店・ホテル等を対象とし、
食品ロスをはじめとした食品廃棄物を
削減する取組8項目の内１つ以上実践
（予定も含む）する店舗を削減協力店
として登録する。

その他（区内飲食店・食料
販売店・宿泊施設）

平成30年4月 事業協力
３Ｒ推進協議会・食品ロス削
減シンポジウム等における提
案による。

連携支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報PR面での協力
機材貸出等

公募

食品ロスを削減するための
取組を積極的に実践する。
取組について積極的に広報
する。

食品ロス削減の重要性を事業者及び
利用者に啓発することにより、廃棄物
の減量を推進する。

222

環
境
清
掃
部

新
宿
清
掃
事
務
所

実行

継続

リサイクル活動団体へ
の支援

ごみの排出量抑制とリサイク
ルの推進を図るとともに、活
動を通して区民の環境問題
への意識の高揚を図る。

区内の町会、自治会、マンション管理
組合等、家庭から排出される資源を自
主的に回収する団体に対し、報奨金、
作業補助用具、消耗品を支給する。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
その他（マンション管理組
合）

平成4年10月

情報提供・
交換
その他（報
奨金、作
業補助用
具等及び
消耗品の
支給）

区民による自主的な資源回
収活動の推進による資源の
有効利用及びごみの減量を
目的とし、平成4年10月1日
に「新宿区資源回収活動支
援実施要綱」を施行。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
広報ＰＲ面での協力
機材貸出等
委託・助成等

その他（資源
回収実践団
体登録申請
による）

家庭から排出される紙類・布
類・アルミ缶等の資源を自主
回収し、資源回収業者に引
き渡す。
排出者への協力を周知する
とともに、回収作業及び排出
場所を適正に管理する。

効果：区民の環境問題に対する意識
の高揚及び資源の行政回収事業費抑
制。
課題：活動団体のニーズに対応可能
な資源回収業者に関する情報提供

223

都
市
計
画
部

都
市
計
画
課

継続
駐車場整備事業の推
進

新宿駅周辺の駐車場につい
て、地区特性に応じた駐車
対策を推進する。

地域特性に応じた駐車場地域ルール
に基づき、駐車施設の整備や運用を
進めていく。

地域団体（協力団体など） 平成23年4月

事業協力
協議会
情報提供・
交換

平成23年4月に策定した「新
宿区駐車場整備計画」に基
づき、地域の特性、まちづく
りの方向性等、地域と行政が
一体となって取り組む必要が
あるため。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
会議作業場所提供

その他（適用
地区内の地
元組織代表）

地元組織代表としての委員
会参加や建築時の駐車施設
に関する事前協議

新宿駅周辺の駐車施設の整備や運用
をするにあたって、まちづくり等の地元
の意向を反映することができる。

-

224

都
市
計
画
部

都
市
計
画
課

実行
バリアフリーの整備促
進

区内のバリアフリー施設等の
積極的な整備促進を図る。

新宿区移動等円滑化促進方針を策定
する。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
区障害者団体連絡協議会
など
ボランティア（個人・団体）

平成31年4月

実行委員
会・協議会
情報提供・
交換

「新宿区移動等円滑化促進
方針」を策定するにあたり、
高齢者や障害者等の当事者
意見を反映する必要がある
ため。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
会議作業場所提供

その他（各団
体へ依頼）

新宿区移動等円滑化促進方
針の策定に向けた、当事者
の代表としての委員会参加
や情報提供

新宿区移動等円滑化促進方針の策定
にあたり、当事者である高齢者や障害
者、子育て世代等の意見や評価を反
映することができる。

-
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

225

都
市
計
画
部

景
観
・
ま
ち
づ
く
り
課

実行

継続

地区計画等のまちづく
りルールの策定

地域の課題にきめ細かく対
応していくために、地域住民
との協働によりまちづくり活動
を行い、地区計画やまちづく
り構想、ガイドライン等のまち
づくりルールを定めていく。

まちづくり協議会の設立・運営、情報
及び意見の交換、地区計画等まちづく
りルールの策定。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
ＮＰＯ
その他（商店会等）

地元まちづくり協議会等

平成20年度
共催
情報提供・
交換

区からの働きかけ、地元団体
からの要望等。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等

公募
提案・持込
その他

地元ニーズの調整や意見集
約、まちづくり制度の勉強、
区に対する要望の取りまとめ
等。

住民の意思を反映し、地域特性を活
かしたまちづくりを推進できるという効
果が期待できるが、多様な住民要望を
どのように合意形成していくかという課
題がある。

226

都
市
計
画
部

景
観
・
ま
ち
づ
く
り
課

継続
景観まちづくり審議会
の運営

新宿の地域特性にふさわし
い良好な景観形成の推進を
目的として設置されている。

審議会は、区長の諮問に応じ、景観ま
ちづくり計画等の策定や景観形成施
策に関して、調査審議し、答申する。

その他（公募区民） 平成4年
その他（審
議会）

新宿区景観まちづくり条例を
根拠法令として協働を行って
いる。

その他（審議会の運
営)

公募
景観に関して区長の諮問に
応じ、調査審査・答申を行
う。

区の景観形成施策を円滑に推進する
ことができる。

227

都
市
計
画
部

景
観
・
ま
ち
づ
く
り
課

その他
ユニバーサルデザイン
まちづくり審議会の運
営

ユニバーサルデザインまちづ
くりに関する施策の円滑な推
進を目的として設置されてい
る。

審議会は、区長の諮問に応じ、整備基
準の変更や勧告、公表に関して、調査
審議し、答申する。

その他（公募区民） 令和2年
その他（審
議会）

新宿区ユニバーサルデザイ
ンまちづくり条例を根拠法令
として協働を行っている。

その他（審議会の運
営)

公募

ユニバーサルデザインまち
づくりに関する施策について
区長の諮問に応じ、調査審
議・答申を行う。

区のユニバーサルデザインまちづくり
に関する施策を円滑に推進することが
できる。

228

都
市
計
画
部

防
災
都
市
づ
く
り
課

実行

継続

木造住宅密集地区整
備促進事業

事業地区（若葉・須賀町地
区）における防災性の向上及
び住環境の改善。

若葉地区内のまちづくりの推進のため
の調査検討、まちづくり協議等。

その他

若葉地区まちづくり推進協
議会

平成9年3月
実行委員
会・協議会

区と地元住民等の連携を密
にし、円滑なまちづくりを図
り、まちづくりを推進するた
め。

行政情報提供
その他（地元
の発意）

・建替えの際、事業者への
「まちづくり協力基準」に基づ
く建築計画の協力要請。
・地区計画等まちづくりルー
ルに関する地元意見の集
約。

まちづくりルール見直し等を行う場合、
地元全体会に図る前の意見交換の場
とすることができる。

229

都
市
計
画
部

防
災
都
市
づ
く
り
課

実行

継続

建築物等耐震化支援
事業

建築物の耐震診断、補強設
計、耐震改修工事その他の
建築物の耐震化を支援する
ことにより、地震に強い安全・
安心なまちづくりを目指す。

耐震診断等の実施。

ＮＰＯ
その他（新宿区建築設計
事務所協会、耐震診断登
録員）

ＮＰＯ法人耐震総合安全
機構

平成21年度
事業協力
委託

耐震という専門知識を有する
建築士を活用することで、事
業を迅速かつ適正に実施す
るため。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
委託・助成等

その他（実施
可能団体が
他にないた
め）

・無料の建築士派遣及び簡
単な耐震診断の実施（ＮＰＯ
法人耐震総合安全機構）。
・無料の耐震診断の実施（新
宿区建築設計事務所協
会）。
・耐震診断・補強設計の実施
（耐震診断登録員）。

専門的観点から区民の相談に応じ、
耐震診断・補強設計を行える。

230

都
市
計
画
部

防
災
都
市
づ
く
り
課

継続 まちづくり事業の支援

まちづくりの相談があった地
域に対し、まちづくりの専門
家（まちづくり相談員）を派遣
し、共同建替えや住環境の
整備などを推進する。

まちづくり関連事業を行う団体等と区
が協働して、共同建替え等を実現する
ことで、まちの不燃化等をはかる。

その他（区民等） 平成10年

その他（事
業目的の
共有と推
進）

共同建替え等のまちづくり関
連事業を行う団体からの相
談。

委託・助成等 提案・持込
居住環境や防災性の向上に
寄与する共同建替え等を促
進する。

木造住宅の密集した状況等を解消し、
居住環境と防災性の向上を図ることが
できる。

※従前の段階において、まちづくり相談員を派遣

する。

（従前） （従後）
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

231

都
市
計
画
部

防
災
都
市
づ
く
り
課

継続
都心共同住宅供給事
業

都心地域に良質な中高層の
共同住宅の建設を促進する
ことにより、職住近接の豊か
な実現を図る。

区民等が主体となって行う共同建替え
に対し、必要な助成を行い、居住環境
や防災性の向上を図る。区と区民等が
事業目的を共有する中で、まちづくり
を進めている。

その他（区民等） 平成8年

その他（事
業目的の
共有と推
進）

地元区民からの共同建替え
の相談。

委託・助成等 公募
居住環境や防災性の向上に
寄与する共同建替えを促進
する。

木造住宅の密集した状況等を解消し、
居住環境と防災性の向上を図ることが
できる。

232

都
市
計
画
部

建
築
指
導
課

継続
安全・安心な建築物づ
くり

災害に強い「安全なまち、安
心できるまち」を実現するた
め、区民の建築相談に対応
し、安全で安心な建築物づく
りを目指す。

安全安心・建築なんでも相談会を月１
回協働で実施する。

その他（一般社団法人東
京都建築士事務所協会新
宿支部）

平成11年度に
事業を開始し
15年度から現
在の形で実施
している｡

事業協力

区民のニーズに応えるため、
事務所協会からの提案により
相談会を開催することとなっ
た。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等
人員の応援

提案・持込

建築に関する専門的な知見
を活かしながら、相談会にお
いて区民の相談に対応す
る。

区民からの相談に対して、専門的知識
及び現場経験に基づき対応できる。ま
た、事務所協会と建築に関する情報を
共有できる。

233

都
市
計
画
部

建
築
調
整
課

継続
既存建築物の防災対
策指導

災害に強い、逃げないです
む安全なまちづくりを実現す
るために、既存建築物の維
持保全に関することや、建築
物の防災に関する事項につ
いて安全化指導を実施しま
す。

定期報告書の報告委託。

その他
（東京都防災・建築まちづ
くりセンター、東京都昇降
機安全協議会、日本建築
設備・昇降機センター）

平成18年4月 委託
雑居ビル火災事故を契機
に、安全で安心な建築物づ
くりをめざすため。

情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等
その他（案内書類の
送付)

その他（特命
随契）

専門的観点から定期調査報
告書をデータ整備、管理し
区に報告している。

定期報告率100％に向け、定期報告提
出の前年度に対象建築物の所有者に
対して定期報告の案内書類を送付し
啓発するとともに、広報やHPを活用し
て周知啓発を図ります。

234

都
市
計
画
部

住
宅
課

実行

継続

マンションの適正な維
持管理及び再生への
支援

住環境の保全及び向上。

マンション管理相談、マンション管理相
談員派遣、マンション管理セミナー(分
譲向け、賃貸向け)、マンション管理組
合交流会の実施。

ボランティア（個人・団体）

マンション管理問題協議会
平成10年度 事業協力

民間ボランティアグループと
しての提案がきっかけとなっ
た。

広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
その他（管理組合、
区分所有者への事
業周知等)

提案・持込

１、相談員として区民からの
相談に応じ、相談内容・結果
を書面で区に報告する。
２、管理組合交流会のコー
ディネータ役。

マンション管理について、専門的な知
識と経験を有する者との協働により、
区民が抱える様々な問題に対応するこ
とができる。支援体制のより一層の充
実を図ることが課題。

235

都
市
計
画
部

住
宅
課

継続 住宅相談

専門的知識を有する相談員
が、区民に対し民間賃貸住
宅への住み替え、または賃
貸借契約や不動産の売買に
関して適切な助言を行うこと
により、生活の安定と居住の
継続を図る。

住み替え相談、不動産取引相談。

地域団体（協力団体など）

公益社団法人東京都宅地
建物取引業協会新宿区支
部
公益社団法人全日本不動
産協会東京都本部新宿支
部

平成4年10月
(昭和52年5月
に新宿区区民
不動産取引相
談を開始し､平
成4年10月に
住み替え相談
を加え､平成
29年10月から
現在の住宅相
談体制に移行
した｡)

事業協力

当初、区内全域を網羅する
会員（加盟業者数）が多い団
体に事業協力を求め、協定
書を取り交わした。
住宅相談を拡充するため、
平成29年10月に1団体(公益
社団法人　全日本不動産協
会東京都本部新宿支部)を
追加し、区内不動産業2団体
との協定による事業を開始し
た。

広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等

その他（協定
書の締結）

区内不動産業団体は、住宅
相談員の派遣、住み替え促
進協力店の指定により、高齢
者等の民間賃貸住宅への円
滑な入居を支援する。

自ら転居先を探すことが困難な高齢者
が増加しているが、高齢者の住み替え
条件に見合う物件探しは容易ではな
い。このため、平成29年10月から住宅
相談を拡充し、高齢者等の民間賃貸
住宅への円滑な入居支援を強化する
ため、協働事業者を2団体に拡大し
た。

236

都
市
計
画
部

住
宅
課

継続
住宅修繕工事等業者
あっ旋

区民の住宅改善を援助し、
その向上を図る。

区民が住みよい快適な住宅を求めて、
既存の住宅を増改築、修繕工事を行う
場合に、信頼できる工務店・大工を区
が新宿区住宅リフォーム協議会を通じ
てあっ旋する。

地域団体（協力団体など）

新宿区住宅リフォーム協議
会

昭和60年4月
その他
（あっ旋）

当時の住宅事情は住宅数が
世帯数を上回り、量的な充足
は進展していたが、質的には
規模、設備をはじめとする多
くの点で改善を必要とする住
宅が多数存在していた。信
頼できる工務店等を紹介し、
区民の住宅改善を援助し、
その向上を図るため。

連携・支援の仕組み
作り
広報ＰＲ面での協力
会場作業場所提供
イベント会場確保等

その他

申込のあった住宅に伺い、
工事の内容を見積もる。依頼
人が納得の上で工事を行う。
区への完了報告書提出。ふ
れあいフェスタで住宅リ
フォーム無料相談を行う。

区があっ旋する信用度の高さにより、
相見積もりに利用されることが半数以
上を占める。

（従前） （従後）

ふれあいフェスタ住宅リフォーム無料相談

新宿区リフォーム協議会会員が相談を受ける。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

237

新
宿
駅
周
辺
整
備
担
当
部

新
宿
駅
周
辺
基
盤
整
備
担
当
課

実行

継続

新宿駅周辺地区の整
備推進（新宿通りモー
ル化）

まちの賑わいと魅力をより向
上させるため、新宿通りを歩
きやすく魅力的な歩行者空
間としてモール化を行い、歩
いて楽しい回遊性のあるまち
づくりを進める。

新宿駅東口地区の歩行者環境改善に
向け、新宿駅東口地区歩行者環境改
善協議会を設置し、社会実験の実施
主体となり、実験に向けての具体的な
検討・調整を行う。

町会自治会、地域団体（協
力団体など）

新宿駅東口地区歩行者環
境改善協議会

平成27年8月
（協議会設置）

実行委員
会・協議会

歩いて楽しいまちづくりへの
取り組み。
国交省の社会実験に対する
助成制度の活用。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加

その他（関係
機関の参加）

地元調整及び荷さばき集約
化やエリアマネジメントの実
施に向けた検討。

これまでの社会実験を通じて、本格実
施に向けた荷さばき集約化の方向性
を見出し、交通管理者や地元の合意
を図っていく。

238

新
宿
駅
周
辺
整
備
担
当
部

新
宿
駅
周
辺
ま
ち
づ
く
り
担
当
課

実行

継続

地区計画等のまちづく
りルールの策定

地域の課題にきめ細かく対
応していくために、地元組織
や企業等との協働によりまち
づくり活動を行い、地区計画
やまちづくり構想、ガイドライ
ン等のまちづくりルールを定
めていく。

まちづくり協議会の設立・運営、情報
及び意見の交換、地区計画等まちづく
りルールの策定。

町会自治会
地域団体(協力団体など)
NPO
その他(商店会など)

平成20年度
（平成30年度
組織改正によ
り一部地域が
景観・まちづく
り課から移管し
た）

共催
情報提供・
交換

区からの働きかけ、地元団体
からの要望等。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報PR面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等

公募
提案・持込
その他

地元ニーズの調整や意見集
約、まちづくり制度の勉強、
区に対する要望の取りまとめ
等。

地元の意思を反映し、地域特性を活
かしたまちづくりを推進できるという効
果が期待できるが、多様な要望をどの
ように合意形成していくかという課題が
ある。

239

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
調
整
課

継続
学校警備委託（学校施
設管理協力員制度）

新宿区内において、地震、水
害、火災等の災害が発生し
たとき又は発生が予想される
ときに、新宿区立学校を一次
避難所として円滑に開設する
ことを目的とする。

職員不在時に緊急的に学校を使用す
る場合に、校門・体育館の鍵を開ける
等の業務を行う。

ボランティア（個人・団体） 昭和62年4月
その他（委
嘱）

職員不在時に緊急的に学校
を使用する場合に、校門・体
育館の鍵を開ける等の業務
を行う人材が必要となったた
め。

連携・支援の仕組み
作り
委託・助成等

その他（学校
推薦）

職員不在時に緊急的に学校
を使用する場合に、校門・体
育館の鍵を開ける等の業務
を行う。

地域事情に精通した人材を活用する
ことにより、緊急時の円滑な業務実施
を担保できている。

240

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
指
導
課

実行

継続
学校評価の充実

学校において学校評価を実
施し、その評価結果を学校
運営の改善につなげていく。

学校関係者として、学校評価にかかわ
り、学校運営の改善を推進する。

町会自治会
地域団体（協力団体など）
その他（保護者）

平成21年4月
情報提供・
交換

学校運営を評価する学校評
価への多様な視点の必要性
から。

連携・支援の仕組み
作り

その他（各学
校が決定）

学校評価への参加（学校行
事への参加、授業観察、地
域協働学校運営協議会への
参加、学校評価アンケートへ
の回答等）。

学校評価を活用することで、学校の課
題解決のための取組みを学校関係者
が共通理解するとともに学校運営の改
善に向けた取組みが行われている。学
習指導要領に示された「社会に開かれ
た教育課程」の実現に向け、学校評価
をコミュニケーションツールとして活用
し、地域と教育の
理念や課題を共有しながら学校と社会
との連携及び協働を深めていく
ことが課題である。

241

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

継続 キャリア教育の推進

社会の一員であることを認識
し、自己の個性を理解し、最
も合った進路を主体的に選
択できるよう、小学生からの
発達段階に即したキャリア教
育を行う。

一定期間、地域商店街・地域の商店・
地元の民間企業・公的施設等で仕事
等を経験させる職場体験の支援を行
う。

社協
町会自治会
地域団体（協力団体など）
ボランティア（個人・団体）
NPO

不明 共催
児童・生徒の体験の場を確
保するため。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供

公募
提案・持込

学校・地域・教育委員会との
連携により、地域の事業所な
どを活用し、事業所の実情に
応じて、職場体験を行ってい
る。

現在は学校教育の一環として実施して
いるため費用の受益者負担化は想定
していません。なお、学校・地域・教育
委員会との連携により、地域の企業を
活用し、各中学校の実情に応じて、職
場体験を実施しており、企業との協働
を行っている。

242

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

継続
地域との連携による家
庭教育支援

ＰＴＡ活動の充実による家庭
教育支援。

子どものための健全育成事業等。
その他
（新宿区立小学校ＰＴＡ連
合会）

不明 委託 協議。

行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
委託・助成等
人員の応援

提案・持込 企画運営。
子どもや保護者を取り巻く環境に応じ
た事業の企画・運営が行われる。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

243

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

実行

継続

地域協働学校（コミュニ
ティ・スクール）の充実

地域住民や保護者等が学校
の運営に参画することによ
り、地域に信頼され、地域に
支えられる開かれた学校づく
りを進める。

地域協働学校が学校運営協議会を開
催し学校運営等について協議を行う。

その他
（地域協働学校運営協議
会）

平成22年4月
実行委員
会・協議会

新宿区立学校における地域
協働学校運営協議会に関す
る規則。

連携・支援の仕組み
作り
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力

その他
学校運営への参画と学校支
援。

地域に開かれ、地域に支えられた学
校づくりの推進が図られるとともに、教
育活動や学校支援の充実が図られ
る。

244

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

継続

外国籍児童の教育支
援等
（※外国籍児童の教育
支援等）

外国籍児童・生徒の保護者
への支援、学校教育におけ
る「総合的な学習の時間」へ
の授業協力。

「総合的な学習」の時間における、国
際理解教育、環境教育等に関する授
業の協力
外国籍等の家庭への学校通知の翻
訳、通訳。

ＮＰＯ

シニアボランティア経験を
活かす会

平成20年4月 委託
協働事業提案制度による提
案事業(平成１９年度採択）。

広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

その他
「総合的な学習」の時間にお
ける授業プログラムの提案、
サポート。

シニアボランティアとしての海外での活
動体験を活用し、「総合的な学習の時
間」において、豊富なプログラムの提
案がされている。

245

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

継続

小中学生の美術鑑賞
教育支援
（※小中学生の美術鑑
賞教育支援）

小中学生に対し、美術鑑賞
を通して、生涯にわたり美術
鑑賞を楽しむ習慣の基礎を
養成する。

小中学生の美術館における対話型美
術鑑賞（SOMPO美術館）。

その他
（SOMPO美術館）

平成21年4月 事業協力
協働事業提案制度による提
案事業(平成２０年度採択）。

委託・助成等 その他
学校での事前授業及び
SOMPO美術館での対話型
鑑賞の実施。

「地域の美術館等を利用した美術鑑賞
教育」を実施し、文化・芸術に関する
教育の充実を図ることができる。

246

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

継続
スクールスタッフの活
用

地域特性を活かした教育活
動を展開するため、地域の人
材を活用した学校教育活動
支援を行う。

地域の人材(スクールスタッフ）による、
学校教育活動の支援等。

ボランティア（個人・団体） 平成16年4月 事業協力
各学校で行われていた地域
ボランティアによる支援の仕
組み作りが必要となった。

連携・支援の仕組み
作り

その他
学校での授業への協力や、
部活動、読書活動、芸能・技
術指導等。

地域人材と児童・生徒の継続的な交
流や地域に開かれた学校づくり。

247

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

継続
スクール・コーディネー
ターの活動

区立小学校及び中学校と地
域社会と家庭との連携を図
り、児童・生徒の学習活動を
支援する。

地域で青少年の育成活動の経験があ
る方の中から、教育委員会が委嘱して
区立小・中学校に１名ずつ配置するス
クール・コーディネーターが、学校・家
庭・地域の連携を図る。

その他（スクール・コーディ
ネーター（地域住民））

平成16年4月 その他
新宿区スクール・コーディ
ネーターの設置等に関する
規則。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供

その他

学校の要望に沿って、総合
的な学習の時間などの講師
として地域の方々を紹介した
り、職場体験の際にご協力い
ただく事業所との調整をした
りする。

学校に地域の団体や人材の教育力を
橋渡しすることで、教育活動や体験学
習活動の充実が図られている。

248

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

継続 PTA研修会

PTA及び保護者の会の活動
充実と活性化をめざす。研修
会を通して、参加者の交流を
図るとともに、学び合いの機
会を提供し、家庭の教育力
の向上を図る。

PTA及び保護者の会の役員等を対象
に講演やディスカッション等の研修会
を開催する。

その他
（新宿区立幼稚園ＰＴＡ連
合会、新宿区立小学校ＰＴ
Ａ連合会、新宿区立中学
校ＰＴＡ協議会）

不明 共催 区からの申し出・提案。

事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
機材貸出等
人員の応援

その他
当日の運営・事例の発表・記
録集原稿の作成。

講演やディスカッションを通して参加者
の交流を図り、ＰＴＡ及び保護者の会
の活動について充実を図る。研修会に
参加していない学校や子ども園の保護
者等に対して、どのように参加を促す
かが課題である。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

249

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

継続
家庭教育学級および
講座の運営

ＰＴＡ及び保護者の会の自主
的な講座運営によって、保護
者に家庭教育について学び
合う機会を提供し、家庭の教
育力向上を目指す。

幼稚園・小学校・中学校・特別支援学
校のＰＴＡ及び子ども園の保護者の会
が家庭教育に関する講座を開催する。

その他
（各園・校ＰＴＡ及び保護者
の会）

昭和40年度 共催 不明

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
イベント会場確保等
機材貸出等
委託・助成等
人員の応援

提案・持込 企画・運営。

講演やワークショップを自ら企画し、ま
た参加することで、保護者間の交流の
機会を設け、家庭の教育力向上を
図っている。ＰＴＡ役員の人数が少な
い学校など、実施が困難な学校に配
慮した運営方法の検討。

250

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

実行

継続

創意工夫ある教育活動
の推進

各学校の教育課題に応じ、
児童・生徒の思考力・判断
力・表現力等を育成すること
を目的とした創意工夫ある教
育活動の推進

地域や学校の特色・特性を活かした学
校づくりを行う。

ボランティア（個人・団体）
NPO、その他（協力企業）、
その他（大学・日本語学校
等）

平成17年4月 事業協力
学習指導要領の改定により、
「総合的な学習の時間」が創
設された。

その他 その他
総合的な学習の時間等にお
ける、地域に根ざした学習へ
の支援。

地域の実態に応じた創意工夫を活か
した学習の支援を行うことができる。

251

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

継続
子ども安全ボランティア
活動の推進

子どもの安全確保のため、犯
罪の発生を未然に防ぐ日常
的・継続的な取組みが必要と
される中、PTAが地域と連携
して実施している防犯防災活
動の支援を行う。

PTAのニーズに応じた防犯防災活動
のための支援物品を購入し、配布す
る。

その他
（新宿区立幼稚園PTA連
合会、新宿区立小学校
PTA連合会、新宿区立中
学校PTA協議会）

不明
その他（支
援）

区からの提案・申し出。
情報収集
広報ＰＲ面での協力
委託・助成等

その他

区全体の子どもたちの安全
確保のために、地域住民で
ある保護者が主体的に活動
を行う日頃のPTAのパトロー
ルにより、犯罪抑止を図る。

PTAが地域と連携して直接パトロール
等を実施することは、行政が直接実施
するよりも効率的かつ有意義である。

252

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
支
援
課

継続
教育センターの運営
（サイエンス・プログラム
の推進）

区立小・中学校における理科
教育の活性化と充実を図ると
ともに、児童・生徒に対し理
科学習の興味・関心を高める
ために、事業を行う。

「新宿版サイエンス・パートナーシップ・
プログラム」中学校において。大学や
研究機関から講師、実験助手を招き、
先端科学技術を踏まえた特別授業を
行う。

その他（早稲田大学理工
学術院）

平成21年4月 その他

国で平成20年度まで実施し
ていたＳＰＰ事業（早稲田大
学との連携）を、区で予算化
し引き継いだ。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
会場作業場所提供
委託・助成等

提案・持込

最先端の科学実験を、教員
への教授。
児童・生徒に対し理科学習
の興味・関心を高める授業の
実施。

理科教育の充実を目的とし、教員の実
験・観察・教材に対する理解を深める
ことで、指導力の向上を図ることが出
来ている。

253

教
育
委
員
会
事
務
局

学
校
運
営
課

継続
学校保健の管理運営
（学校医報酬（小・中学
校））

区立小・中学校の児童生徒
の健康の保持増進を図るた
めに、学校保健安全法の規
定に基づき、学校医、学校歯
科医及び学校薬剤師を配置
する。

新宿区医師会等からの推薦に基づき
学校医・学校歯科医及び学校薬剤師
を配置する。

地域団体（協力団体など）

新宿区医師会、新宿区歯
科医師会、四谷牛込歯科
医師会、新宿区薬剤師会

不明
事業協力
情報提供・
交換

学校医等の配置にあたって
は、地域に根差し、各校の教
職員や児童生徒へ保健指導
及び健康相談等を適切にな
しうる医師及び薬剤師を採用
する必要があるため。

連携・支援の仕組み
作り
情報収集
行政情報提供

その他
学校医、学校歯科医及び学
校薬剤師の推薦、情報提供
等。

各校へ安定的に学校医等を配置でき
ており、インフルエンザ等の感染症等
が発生した際も円滑に連携が取れて
いる。

254

教
育
委
員
会
事
務
局

学
校
運
営
課

継続
学校保健の管理運営
（結核検診（小・中学
校））

学校保健安全法及び同施行
規則に規定された結核感染
の有無について検診を実施
し、区立小・中学校児童及び
生徒の健康の保持増進を図
る。

結核高まん延国から転入した児童・生
徒等を対象とした結核検診の実施。

地域団体（協力団体など）

新宿区医師会
不明

実行委員
会・協議会

児童生徒への結核感染の防
止及び有症状者の早期発見
のため、適切に検診を実施
する必要があるため。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供

その他
結核対策委員会で検診方法
の検討。

専門的知識に基づく助言や検診方法
の検討により適切な検診を実施でき
る。
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令和２年度より追加した事業 協働事業提案制度を活用して実施した事業 (令和2年12月16日時点)

№ 部 課
事業の
種類※

事業名 事業目的 事業の内容 協働の相手 事業開始
時期 協働の形態 協働のきっかけ 区の役割 相手方の
選定方法 相手方の役割分担 協働・連携の効果・課題 事業イメージ写真

令和２年度協働事業進捗状況調査一覧表

※事業の種類
実行・・・実行計画事業、継続・・・元年度継続事業、その他・・・新規・見直しによる協働事業

255

教
育
委
員
会
事
務
局

学
校
運
営
課

継続
学校保健の管理運営
（小児生活習慣病予防
健診（小・中学校））

小児期から始まっているとさ
れる生活習慣病の予備軍及
び罹患者を早期に発見し、
予防及び治療することを目的
とする。

受診を希望する区立小・中学校の児
童生徒を対象に、小児生活習慣病予
防健診を新宿区医師会への委託によ
り実施する。健診の結果、要医療と判
定された児童生徒の保護者に対して
は、新宿区医師会から発行される紹介
状を交付し、専門医療機関での治療
を勧奨する。要指導と判定された場合
は、生活習慣改善のために各家庭で
取り組んでもらう事項を記載したリーフ
レットを交付するとともに、保健セン
ターで実施している健康・栄養相談の
利用を勧奨する。

地域団体（協力団体など）

新宿区医師会
平成21年

委託
情報提供・
交換

健診の実施に当たり医師に
よる各種の研究データを基
にした判定基準の作成が必
要であり、また、受診者の利
便性を図るため、本健診の
実施場所を新宿区内各地域
の医療機関とする必要がある
ため。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
委託・助成等

その他
専門的知識を生かし健診方
法等についての検討及び実
施。

生活習慣病予備軍の早期発見及び罹
患者への適切な指導ができている。

256

教
育
委
員
会
事
務
局

学
校
運
営
課

継続
学校保健の管理運営
（その他保健衛生費
（小・中学校））

区立小・中学校の児童生徒
の健康の保持増進を図るとと
もに、安全な環境を保障し、
学校教育の円滑な実施とそ
の成果の確保に資することを
目的とする。

学校保健学習用パンフレットの配布、
学校保健会だよりの発行等を通して、
児童生徒の健康の保持増進を図る。
また、害獣・害虫の駆除、飲料水・プー
ルの水質検査、樹木の剪定などの施
設管理を委託により実施し、衛生的な
学校環境の整備に努める。

地域団体（協力団体など）

新宿区医師会、新宿区歯
科医師会、四谷牛込歯科
医師会、新宿区薬剤師会

不明
情報提供・
交換

児童生徒の健康の保持増進
や、安全な学校環境につい
て意見交換を行う必要がある
ため。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供

その他
児童生徒の健康増進や学校
環境の改善のための意見交
換等。

意見交換や専門的見解からの助言に
より適切に児童生徒の健康の保持増
進や、学校環境の整備ができる。
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継続
区立幼稚園の管理運
営

園医等を非常勤で任用する
ことにより、区立幼稚園の園
児に対する健康管理及び園
の環境衛生の保持・改善を
図る。また、区立幼稚園の園
児又は入園予定者に対し
て、健康診断等を実施し、健
康管理を増進する。

医師会・歯科医師会・薬剤師会に園
医・園歯科医・園薬剤師の推薦を依
頼。

地域団体(協力団体など)

新宿区医師会、新宿区歯
科医師会、新宿区四谷牛
込歯科医師会、新宿区薬
剤師会

不明 事業協力
学校保健安全法により園医・
園歯科医・園薬剤師の設置
が義務づけられている。

その他（園医・園歯
科医・園薬剤師の採
用)

その他（任
用）

医師会等による園医等の推
薦。

園児に対する健康管理は幼稚園設置
者として区の責務であり、今後も医師
会等と協働して園医等を区立幼稚園
に継続して配置していく。
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継続
障害者への図書館
サービス

身体や視覚等に障害のある
者、高齢者等が主体的に学
習を行ったり、役立つ情報を
入手するための支援を行う。

対面朗読の実施、録音図書の製作、
来館困難者宅への配本等。

ボランティア（個人・団体）

新宿区声の図書館研究
会、図書館サポーター

昭和56年10月 事業協力
図書館でボランティアの募集
を行ったり、ボランティア自身
からの申請による。

連携・支援の仕組み
作り
事業企画への参加
情報収集
行政情報提供
広報ＰＲ面での協力
会議作業場所提供
イベント会場確保等
機材貸出等

その他（募集
及び申請）

対面朗読の実施、録音図書
の製作、来館困難者宅への
配本等。

対面朗読：95回。録音図書製作：72タ
イトル。来館困難者宅への配本715回
（うちﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ154回）。
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実行

継続

絵本でふれあう子育て
支援

区内４保健センターで実施し
ている３～４か月児健診時に
絵本を配付し、産婦歯科健
康相談・育児相談日、及び３
歳児健診時に「絵本の読み
聞かせの意義」を説明すると
ともに、ボランティアによる読
み聞かせを行い、読書習慣
の促進を図る。
　また、３歳児健診対象者に
は、絵本の配付を図書館で
行うことにより、来館機会の増
進及び利用促進を図る。

乳幼児に対して読み聞かせを、また、
その保護者に読み聞かせの意義の説
明をお願いしている。
保護者に対して図書館利用案内と読
書啓発をお願いしている。

ボランティア（個人・団体）

図書館サポーター
平成20年4月 事業協力

生涯学習振興課から事業提
案。

連携・支援の仕組み
作り
イベント会場確保等
機材貸出等

その他（募集
及び申請）

読み聞かせ・ボランティア個
人との調整・連絡、及びボラ
ンティア団体での内部調整・
連絡。

ボランティア（個人）どうしの交流に発
展。
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